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序 章 

 

第 1節 問題の所在 

 

東西冷戦期の米国は、反共産主義（以下、反共と略記）を掲げ、世界各地で紛

争に関与した。東南アジアにおいても、米国は域内紛争に積極的に関与し、地域

秩序の構築・維持に大きな役割を果たした。冷戦の終結とともに米国の反共政策

は消滅したものの、米国は領有権問題や民族間対立に起因する世界各地の内戦

や国際紛争に加え、深刻な人権抑圧国家に対する関与を継続してきた。ジョー

ジ・H・W・ブッシュ（George. H. W. Bush）政権による湾岸戦争、ビル・クリ

ントン（William Clinton）政権によるボスニア、ソマリア、ジョージ・W・ブ

ッシュ（George. W. Bush）政権によるイラク、アフガニスタン、オバマ（Barack 

Obama）政権によるリビア、シリアなどへの軍事介入がある。そのほかにも限

定的な空爆などが歴代各政権によって行われた。 

他方で、ベトナム戦争後の東南アジア地域に対する米国の関与は、他の地域と

は異なっていた。1973年の米軍によるベトナム撤退から 2010年代に到るまで、

米国の歴代政権は東南アジアに対してほとんど関心を向けてこなかった。イラ

ク及びアフガニスタンからの撤退を契機に、2009 年以降、オバマ政権がアジア

重視のリバランス（Rebalance）政策を示したことにより、米国の関心は中東か

らアジアへ向けられ、アジア内では北東アジアから東南アジアへと関心が拡散

することになった。 

ベトナム戦争後の東南アジアでの国際紛争として、大陸部におけるカンボジ

ア紛争（1979 年～1992 年）と(1)、海洋部における南シナ海紛争（1957 年～現

在）がある。米国は両紛争にほとんど関心を向けず、主に非軍事的な消極的関与

にとどまった。 

1978 年末のベトナムによるカンボジア侵攻で開始されたカンボジア紛争は、

ベトナムの支援を受けたヘン・サムリン（Heng Samrin）政府軍と、クメール・

ルージュとよばれるポル・ポト（共産）派、シアヌーク（王党）派、ソン・サン

派（穏健・共和派）からなる三派連合との内戦であった。ベトナムは短期間でポ

ル・ポト派をせん滅することに失敗し、紛争は長期化した。1979 年 2 月、親中

派のポル・ポト政権を打倒された中国が、ベトナム領に侵入し中越戦争となった。

この侵攻に先立ち、中国副首相の鄧小平がワシントンを訪れ、ベトナムに軍事的

制裁を加える説明をカーター大統領に行った。しかし、カーター大統領は中国を

制止せず、黙認したとされる(2)。 
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カンボジア紛争解決の主導的役割を果たしたのは東南アジア諸国連合

（Association of Southeast Asian Nations:以下 ASEAN と略記）だった(3)。

ASEAN は、1981 年 7 月にニューヨークでカンボジア国際会議を開催した。し

かし、カンボジア全派の武装解除を提案したところ、中国がポル・ポト派の武装

解除に反対したため、同事項は修正・削除を強いられた(4)。米国は非共産 2 派

（ソン・サン派とシアヌーク派）に対する支援を強化しポル・ポト派の排除を主

張した。しかし、実際には非共産 2 派に対する援助は三派連合政府を通じてほ

とんどがポル・ポト派にわたることとなった(5)。 

ASEAN は、日本やオーストラリアなどと連携し、カンボジア紛争の平和的解

決を目指した(6)。強硬な姿勢を維持し続けたベトナムの姿勢に変化をもたらした

のは、ゴルバチョフ・ソ連共産党書記長によるアジア政策の変更と(7)、ベトナム

のグエン・バン・リン（Nguyen Van Lin）共産党書記長による改革開放（Doi 

Moi：刷新）政策への路線変更であった。このような国際情勢の変化にも拘わら

ず、米国がカンボジア紛争に積極的関与をためらった理由の一つには、ベトナム

戦争の戦争捕虜（Prisoner of War: POW）・行方不明米兵（Missing in Action: 

MIA）問題（以下、POW・MIA 問題という。）が未解決であったからとされる

(8)。 

1987 年、ベトナムは、1990 年末までにすべてのカンボジア駐留ベトナム軍を

撤退させる意向を示し、後にその予定を繰り上げ 89 年末までに完了すると表明

した(9)。大国の関与とベトナムの姿勢の変化に伴い、1988 年 7 月 25 日にカン

ボジアの全派が参加する第一回目のジャカルタ非公式協議（Jakarta Informal 

Meeting: 以下 JIM と略記）が開催された。米国ではインドシナ情勢の改善を背

景に、議会から政府のベトナム政策の見直しを求める動きが現れたが、同月 28

日の下院外交委員会の証言に立ったシグール（Gaston Sigur）国務次官補（東ア

ジア・太平洋担当）は、「①カンボジア問題が解決されない限りベトナムとの関

係改善はあり得ない、②カンボジア問題は、ASEAN 諸国の主導によってなされ

るべきであり、③ASEAN 諸国との関係を無視して米国の利害のみでベトナムと

の関係改善を図ることはできない」との立場を示した(10)。1989 年 2 月に行われ

た JIMⅡでは、四派が民族最高評議会の設置に合意した。同年 7 月から 8 月に

かけてカンボジア和平に関するパリ会議（Paris Conference on Cambodia: PCC）

が開催されたが、実質的成果を収めることはできなかった(11)。その後同年 11 月

にオーストラリアが総選挙実施までの国連による暫定統治案を提示した。 

米国は、二回の JIM を通じた和平プロセスにソ連と共に参加しなかった。ま

た、PCC でも非協力的な態度を貫き合意形成を妨げる原因のひとつとなった。

オーストラリアの国連による暫定統治案に対し、米国は依然として ASEAN の

イニシアティブを尊重する立場から四派連合政府案を支持していたが、90 年に
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下院議会の決議に促されてオーストラリア案の支持へと政策を変更するに至っ

た(12)。こうして米国の関与が低調なまま、カンボジア紛争は中ソ間の関係改善

と ASEAN、オーストラリア、日本による周辺諸国の関与により、1991 年のパ

リ和平協定を以て終息した。 

米国の南シナ海問題とのかかわりはベトナム戦争当時に遡る。米国が支援し

ていた南ベトナムは、1956 年に領有権を主張する西沙群島を占領した(13)。中国

と南ベトナムの西沙群島を巡る衝突が 1957 年から始まった。米国は、1959 年

ごろから中国が西沙群島周辺を航行するのを確認し、1972 年までに 200 回以上

に渡り西沙群島海域を艦船や航空機で通航することにより南ベトナムの主権を

後押しした(14)。一方、米国系の石油企業はベトナム戦争当時から南ベトナムが

設定する石油鉱区の試掘に参入し(15)、 1973 年の米軍のベトナム撤兵以降も試

掘は続けられた。 

1974年 1月に西沙群島周辺海域で南ベトナム海軍と中国海軍との衝突が発生

し、その結果西沙群島は中国の支配下に置かれた(16)。さらに 1980 年代にはいる

と、中国の活動範囲は南沙群島まで広がり、ベトナムの占領島嶼をめぐり両国の

艦船間の衝突が起きた(17)。 

1980 年代までの南シナ海紛争における衝突事案は、中国とベトナム間に限定

されていたが、冷戦終結後の 1995 年、元来フィリピンが領有を主張していたミ

スチーフ礁に中国が軍の小部隊を派遣・占拠させたことにより、南シナ海紛争は

中国と ASEAN 諸国間の紛争に拡大することとなった。その後も中国は、ミス

チーフ礁における施設の増設を続けた。さらに 2001 年、南シナ海の公海上空で、

米軍の電子偵察機 EP-3 と中国軍のジェット戦闘機が空中衝突する事件が発生

した。米軍偵察機は海南島に緊急着陸し、乗員が中国当局に拘束される一方、中

国機は墜落し乗員が行方不明となった。2009 年には、中国の排他的経済水域

（Exclusive Economic Zone: EEZ）内で音響観測を行っていた米海軍インペッ

カブルが中国の漁船、沿岸警備艇によって航行を妨害され、EEZ から排除され

る事件が発生した。 

ベトナム戦争後の米国の東南アジアに対する低い関心は、2009 年以降のオバ

マ政権によるリバランス政策によって変化したかに見えた。2010 年の ASEAN

地域フォーラム（ASEAN Regional Forum: ARF）において、ヒラリー・クリン

トン（Hillary Clinton）国務長官が航行の自由を米国の国益であると表明し、リ

バランス政策による南シナ海への米国の関心の高まりを示す事例として注目さ

れた。しかし、これは「航行の自由の尊重」「解決のための武力の使用への反対」

「係争国による領有権主張に対しては中立」といった従来の米国の主張を明確

にした以上のものではなく、それらを着実に履行するための厳しい手段がとら

れることはなかった。 
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2014 年ごろから、南シナ海において中国による占領した島嶼の埋め立て、陸

地部分の拡大、軍事施設などの建設工事が確認された。これに対し米国は島嶼の

軍事拠点化が基本的に米中間の問題ではないという立場を維持し、係争国に対

して南シナ海における航行の自由を強く要求するにとどまった。米国のグロー

バルな国益の維持と東南アジアの秩序を維持する上で海上交通路の安全と航行

の自由は、米国にとって優先順位の高い対外政策上の関心事項であった。しかし、

中国が南シナ海全域の管轄権を主張し、軍事力による島嶼の占領支配を既成事

実化する動きに対して、米国の対応は遅いうえに、それを阻止するほど強いもの

でもなかった。 

 

冷戦期におけるカンボジア紛争と南シナ海紛争に共通した米国の最優先課題

は、東南アジアにおける（ベトナムを通じた）ソ連の影響力の拡大を封じ込める

ことだった。カンボジア紛争は、中ソ対立の代理戦争という側面が濃厚な紛争で

あり、実際に中ソ対立が解消するとカンボジア紛争は終結した。対ソ戦略の一環

として中国への接近を試みた結果、米国のカンボジア紛争への関与は一貫して

消極的な関与にとどまった。中ソ・中越関係が改善される中で締結された 1991

年のパリ和平協定に対しても、POW・MIA 問題を抱える米国はベトナムの協定

順守について慎重な態度を貫いた。米国の基本方針は、地域紛争の解決に直接関

与するのではなく国連を活用することであった。つまり、中ソ対立を反映した冷

戦期のカンボジア紛争に対しても、中ソ・中越対立が解消して冷戦構造が崩壊し

ていく中で域外諸国が積極的に関与したカンボジア和平プロセスに対しても、

唯一米国の関与だけが終始消極的であった。 

冷戦期の南シナ海紛争にも、冷戦構造が投影されていた。ベトナム・カムラン

湾のソ連軍基地と、フィリピン・スービック湾の米軍基地とが対峙する中で、

1970 年代の西沙群島、1980 年代の南沙群島をめぐる中国とベトナム間での軍

事衝突に米国は静観した。冷戦後、カンボジア紛争が解決する一方、南シナ海紛

争が徐々に激しさを増すなかで、90 年代以降の中国とフィリピンによる南沙群

島を巡る対立において米国は静観した。ソ連軍がカムラン湾から、米軍がスービ

ック湾から撤退したことによる力の真空を中国が埋めることになった。冷戦期

は、対ソ戦略上、南シナ海紛争における中国の行動を静観していたとしても、冷

戦後の南シナ海紛争に関して、海洋秩序の悪化につながるような様々な事案に

対して、リバランスを表明した後でさえも米国の対応が静観もしくは消極的な

関与にとどまったのはなぜなのであろうか。 
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第 2節 先行研究レビュー 

 

本節では、米国の東南アジア地域における紛争への関与が消極的だった原因

について論じている先行研究をレビューする。それらを概観すると、いずれの研

究も積極的な介入に値する国益の不在を指摘している。その際、国益計算の基礎

として、米国に対抗するパワーや脅威の不在を指摘する説と、米中関係及び米・

ASEAN 諸国の関係性を重視する説に分類される。 

 

１ パワーと脅威の視点 

 

先行研究の中には、ベトナム戦争後から 2009 年頃までの間、東南アジア地域

に米国の関心を引き付けるような、国益を脅かす大国や脅威が存在しないか、他

の地域と比較して東南アジアへの関与の国益上の優先順位が低かったからだと

説明するものがある。アチャリヤ（Amitav Acharya）とタン（See Sen Tan）

は、ベトナム戦争後から冷戦後の 2001 年米国同時多発テロ事件以前に至るま

で、米国にとって勢力の均衡を考慮すべき大国が東南アジア地域には不在であ

ったため、地域の紛争に関与する必要がなかったと主張する(18)。また、マクマ

ホン（Robert McMahon）は、ドミノ理論に基づく共産主義に対する脅威認識が

冷戦中の東南アジアへの過剰な関与を招いていたが、ベトナム戦争後、米国にと

って東南アジアの脅威は低下し、安全保障上の問題に関心を示さなくなったと

主張している(19)。 

冷戦後においても、グアン（Ang Guan）やストレイ（James Storey）は南シ

ナ海紛争において米国が不関与の立場を一貫してとり続けた原因は、中国が米

国の主張する航行の自由を脅かすような活動を控えていたため、米国は中国を

脅威とみなすことがなかったからだと主張している(20)。 

目を転じて、2009 年以降の米国の関心の増大にともなった紛争への関与につ

いて論じている研究を確認してみる。グエン（Phuong Nguyen）は、航行の自

由作戦を評価して、米国が積極的に関与するようになり、勢力均衡を維持し、中

国の活動を抑止するように軍事行動を行ったと評価した(21)。また、バ（Allice Ba）

や、その他の研究は、2010 年の ARF でのクリントン国務長官の発言を取り上

げ、中国の脅威としての拡大を契機として航行の自由を強調した関与を行うこ

とにより、状況が沈静化に向かったと評価した(22)。 

 

２ 域外大国・地域諸国との関係性 
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 次に、米国の政策を域外大国・地域諸国との関係性から説明している研究につ

いてみてみる。これらの研究は、米国の地域紛争への関与の消極性を米中関係、

中国・ASEAN 諸国関係または米・ASEAN 諸国関係によって説明する。 

まず、米国と中国との関係によって米国の消極的な関与を説明する研究とし

て、ストレイ（Ian Storey）は、ミスチーフ礁で、米国の対応が消極的だったこ

とについて、米国がフィリピンを支持することによって中国との関係が悪化す

ることを懸念したためだったと論じている(23)。また、ツァ（Daojiong Zha）と

バレンシア（Mark Valencia）も、南シナ海紛争が米中関係よりも政策的な優先

順位の低い案件になったため、フィリピンと中国の間でおきた事案の発生にも

拘わらず中立を維持していたと説明した(24)。森聡はオバマのリバランスが、中

国の封じ込めを意図したものではなかった理由として対立状況が経済活力を削

ぎ、米国の利益に適わないためという点を挙げたうえで、少なくとも第二期目の

オバマ政権の対中戦略は第一期目から変質しておらず、「抑止・牽制」と「協調

の模索」のバランスを保とうとする基本的アプローチに大きな変化は生じなか

ったとみている(25)。フラベル（Taylor Fravel）は、米中両国が南シナ海で自国

の立場を拡大しながらも、決定的な対立に至らないのは、中国が、米国の南シナ

海における役割を黙認すると同時に米国もまた、中国のプレゼンスが拡大する

のを受け入れてきたためだとしている。そしてその理由を、米中関係全体に南シ

ナ海紛争が影響しないように配慮していたからだと述べている(26)。 

 つぎに、中国と ASEAN 関係について論じている研究についてみてみる。カ

ストロ（Renato Castro）によれば、2000 年代の中国の東南アジア政策・戦略に

よって ASEAN 諸国が中国を脅威視しなくなり、中国・ASEAN 関係が改善され

た。これによって、南シナ海紛争の当事国ではない米国は関与が難しくなったと

説明した。また、2010 年の ARF におけるクリントン国務長官発言後の米国の

対応についても、この説明が適用されると主張している。その例として、中国が

米国 ASEAN サミットの直前に、南シナ海紛争に当事国以外を巻き込むことに

反対するとの発言を行ったことによって、中国との関係の悪化を恐れた ASEAN

諸国が、サミットの共同声明に南シナ海関連の記述を含めることに反対し、結果

米国が失望することになったことがある(27)。レイン（Sarah Raine）とミーレ

（Christian Le Miere）によると、オバマのリバランス政策が実行された理由は、

ジョージ・W・ブッシュ政権までの米国が世界各地の紛争に関与しすぎたために

国力の減退を招いたという反省にあったと述べている。リバランス政策は、台頭

する中国への対応に要する安全保障上のコストを米国だけで負担するのではな

く、地域で分担する枠組みを構築することが狙いだった。したがって、米国が南

シナ海紛争において目指す立場は、解決のイニシアティブをとるのではなく、地

域諸国が解決するのを支援する役割だった。米国が軍事力を展開するのも、中国
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の活動を積極的に阻止するためではなく、米国が地域に関与する姿勢を見せて、

地域の協力を促すためだった(28)。 

ほかに米国の紛争関与の消極性の原因として、米国・ASEAN 諸国関係によっ

て説明する研究がある。東南アジアの中小諸国は大国に内政干渉されることを

恐れ、その影響下から逃れようとする。一方で地域諸国は米国が中国のカウンタ

ー・バランスとして存在することを望むという側面もあった。東南アジア諸国は

地域への大国の関与に強く反発するとともに、特定の大国を脅威とみなすこと

についてコンセンサスを得ることが難しい(29)。このため、米国は地域に対する

影響力の行使を自制してきたとする研究もある(30)。また、フィリピン議会が

1992 年に米軍基地に関する協定の延長を否決したことから、米国が同盟国の存

在を理由として東南アジア地域に関与しにくくなったという説明もある(31)。つ

まり、冷戦の終結とともにソ連の脅威が消失したことによって、米国が同盟国の

利益を守るための介入の必要性が低下したということである。 

 

３ 先行研究の評価と本研究のアプローチ 

 

 第一に、米国政府の脅威認識を踏まえることなく、政府外の観察者の視点から、

中国の行動が米国の利益を脅かしたかどうかを評価するのみでは不十分ではな

いだろうか。リバランス以前の米国の関与の消極性は、米国に関与を促すような

大国や、脅威が不在という原因で説明された。他方で、東南アジアにおける中国

の存在、特に南シナ海への領有権の主張が、米国に中国の脅威を認識させたとす

る説明も存在した。事実、1990 年代の南シナ海での中国による一連の行動は、

南シナ海における米国との勢力均衡を変更する可能性があった(32)。また、1998

年の排他的経済水域及び大陸棚法の施行、2001 年の EP-3 事件にみられる中国

の行動は、航行の自由を妨害し、米国の空・海戦力の世界展開に制約を加えるも

のだった。加えて、中国が米国の軍事力に比して劣っており、米国の国益や安全

に対する直接的な脅威ではないとしても、地域諸国と比較すれば巨大な軍事力

であった。いずれにせよ、観察者たちの中国の行動に関する評価は一致していな

い。現実に中国の行動を評価し、対応を決定するのは、米国政府である以上、米

国政府が中国の行動をどのように評価したかが重要だといえる。 

第二に、リバランス政策後、米国の東南アジアへの関与が積極的なものに転じ

たとの先行研究の評価については、別の見方もできる。米国の関与を積極的と評

価する論者に共通するのが、その効果を重視している点である。たとえば、クリ

ントン国務長官のARF発言や航行の自由作戦によって中国の行動を一定の範囲

で抑制することができたのだから、米国の関与は積極的だったと指摘している。

しかし、関与の目的が対象国の行動や主権の制限であれば、クリントン国務長官
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の発言や航行の自由作戦自体は、中国の行動や主権を制するような内容を伴っ

ていなっておらず、これを「消極的」な関与と評価することもできるのではない

だろうか。 

 第三に、リバランス後の米国の関与が消極的だった原因が、対中配慮や

ASEAN 諸国への配慮を米国が優先したという説明についても、米国の政策的態

度が一貫しているとはいえず、その要因のみでは十分とはいえない。実際、歴代

政権を通じて米中関係は一定ではなく、リバランス政策の背景には米中関係の

悪化という背景があった。米国と ASEAN 諸国との関係や地域機構を重視する

姿勢も、歴代政権を通じて一定ではなかった。たとえば、米比関係は、米軍基地

の撤退を機に悪化し、対テロ戦争を通じて再び改善されている。ASEAN 全体と

の関係についても、地域制度を重視するクリントン政権やオバマ政権とブッシ

ュ政権とでは違いがあった。つまり、米中関係や ASEAN 諸国との関係が、常

に紛争事案によって損なわれる米国の利益よりも優先されてきたというのは、

政策決定者の認識や判断をあまりに単純化しすぎてはいないだろうか。 

以上述べたとおり、先行研究の議論に不足している点として、政策決定者の状

況認識の在り方、及び状況認識と行動とのずれを十分に解明していないことが

ある。本研究では、ベトナム戦争後の東南アジア地域の紛争における米国の関与

の消極性が、先行研究のようにパワー・脅威の不在や域外大国・地域諸国との関

係性から直接説明されるのではなく、政策決定者の状況認識を介してバイアス

がかかった形で導かれた可能性を検証する。 

  

第 3節 研究方法 

 

１ 事例の選定 

 

 本研究の目的は、米国の東南アジアにおける消極的関与に、政策決定者の認識

が与えた影響を分析することにある。東南アジアでベトナム戦争後に発生した

国際紛争には、カンボジア紛争と南シナ海紛争が存在した。カンボジア紛争は中

ソ対立と密接に連動した共産主義陣営内の国際内戦であったが、基本的に内陸

部で発生した内戦であり、冷戦の終結とともに紛争は解決した。他方で、南シナ

海紛争は、複数国家間の領域をめぐる国際紛争である。国際社会や地域全体に与

える影響から比較すると、海上交通路が通る南シナ海紛争の方が地域や国際社

会に与える影響が大きく、米国が関与する必要性も高かったはずである。また、

南シナ海紛争は、2009 年のリバランス政策によって米国の関心が明示的に高ま

ったにもかかわらず、その後も消極的な関与が続いた事例である(33)。 
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そこで、南シナ紛争を事例とし、米国の関心や対応を惹起した事案を独立変数

とし、米国の消極的関与という従属変数との間に介在した政策決定者の状況認

識の影響を明らかにする。 

分析対象は、冷戦後に時期を絞り、特にポスト冷戦構造が定着しはじめるクリ

ントン政権以後の事案を観察対象とする。具体的には、①ミスチーフ礁の占領・

拡張事案（95 年、96 年、98 年）、②EP-3 事案（01 年）、③インペッカブル事案

（09 年）、④核心的利益発言とそれに伴う行動（10 年）、⑤スカボロー礁事案（12

年）、⑥中国による占領島嶼の軍事拠点化（15 年）などである。①は、フィリピ

ンが領有を主張する島嶼を中国が初めて占領し、軍事施設を構築した事案であ

る。②は、米空軍の偵察機が中国海南島沖合の公海上の上空において中国軍戦闘

機と衝突した事案である。③は、米海軍の情報収集艦が中国海南島沖合の公海に

おいて中国当局の船舶によって活動を妨害された事案である。④は、中国の外交

当局者が米国の当局者に対して南シナ海領有権が中国にとって譲歩不可能な国

益であると明らかにするとともに、地域諸国を排除し海域の支配を強化する一

連の行動である。⑤は、フィリピンの領有を主張する島嶼に中国が占領を試み、

中比両国の艦船が長期にわたってにらみ合った事案である。⑥は、中国が占領し

た南沙群島の各島嶼の大規模な軍事拠点化を進めた事案である。 

 

２ 関与と静観 

 

 上記の各事案に対する米国歴代政権の対応が本研究の従属変数となる。ただ

し、政策決定者の認識に着目する本研究では、米国の対応を、上記の事案に対し

て政策決定者が定義した心理的環境と、それに基づいて政策決定者が選択した

行動とに区分する。 

前者の心理的環境とは、現実の物理的環境に対する意味付けであり(34)、上記

の事案を米国の安全や利益を損なう脅威として認識するのか、反対に米国の利

益や安全に何ら重大な影響を与えるものではないと静観するのかに分かれる。

後者の行動とは、事案を脅威として認識した場合に、それを解消・無効化するた

めに採用される関与の在り方となって表れる。広義の関与は、相手国に対する何

らかの影響力の行使全般を指すが、本研究では、それを強制性の程度に応じて

「積極的関与」と「消極的関与」に区別する。一般に、最も強制性が強く相手国

の主権を侵害する程度が大きいものを「介入（intervention）」、反対に最も強制

性が弱く相手国の主権を侵害する程度の小さいものを狭義の「関与

（engagement）」と呼び、両者の中間形態を「干渉（interference）」と分類する

ことがある(35)。つまり、本稿の「消極的関与」とは狭義の「関与」であり、「積

極的関与」は「干渉」に近い概念として設定する。つまり、政治的、軍事的、経
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済的といったいかなる手段を用いたかに関わりなく、強制性の程度を基準に「積

極的関与」と「消極的関与」に区分する。 

消極的関与に相当するものは、外交的手段（国際機構における外交活動など）、

経済的手段（対外援助、開発援助など）、心理的手段（宣伝活動など）などであ

る(36)。軍事的手段による消極的関与もある。これは、軍事的手段に特有の強制

力が発揮されていない場合であり、例えば共同演習や災害援助のように相手国

の主権を脅かさない行動などがある。 

整理すれば、本研究の従属変数は、第一段階として心理環境を形成する①脅威

の認識、②静観、第二段階として行動となって表れる③消極的関与と④積極的関

与となる。 

 

３ 政策決定者の認識と歴史の教訓 

 

国家の政策決定が、完全な情報に基づく目標の設定、目標達成可能なすべての

選択肢の検索、これらの十分な比較検討に基づく最善策の決定という最適条件

下で行われるわけではない。特に不完全情報下の政策形成を補填するのが類推

という方略であり、同時にそれが客観的状況と政策決定者の状況認識のずれを

生むことになる。当面する状況に関する不十分な情報に対して、自らの過去の記

憶や経験と照らし合わせ、部分的な類似性を認めるたことを理由に、当面する状

況が、過去の自らが経験した状況と同一であると推測することである。あいまい

な環境に対して、類推を行うことにより、当面する状況の理解が円滑に進み、不

明な部分を補うことによって状況判断を可能にしている。 

それでは紛争という現実の環境と、政策決定者の認識にいかなるずれが生じ

ると考えられるだろうか。元来、脅威とは、「危険または危害が差し迫っている

という予期」(37)である。言い換えると、政策決定者が情報を主観的に認識・解釈

した結果である。南シナ海紛争における状況認識、及び状況認識と行動とのずれ

は、ひとえに中国の動向に対する米国の政策決定者による脅威認識が深く影響

している。つまり、現実に起きている紛争に関する情報のなかの、脅威となりう

る事象と、政策決定者の評価した結果としての脅威認識にずれが生じていると

考えられる(38)。 

脅威を媒介する政策決定者の状況認識に関しては、歴史の類推、過去の教訓
(39)、信念体系(40)、ヒューリスティクス(41)、ナショナリズム(42)、などの様々な要

因がある。中でも、歴史の類推と教訓は、国家が何らかの政策決定をするにあた

って過去の戦争経験などを引用することであり、個人ごとに歴史経験や国家観

などによって異なる類推が行われるとされる(43)。ヘマー（Christopher Hemmer）

は、複数ある歴史の教訓から、特定の類推が行われる理由について、政策決定者
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がその事例において脅威を与える対象や脅威にさらされている国益を焦点とし、

個々の歴史の教訓の結果を生み出すうえで重要だったと見なされる要因との一

致性の高い類推が選択されるとしている(44)。 

米国の政策決定に用いられる代表的な歴史の教訓に、ミュンヘンの教訓とベ

トナムの教訓がある。侵略的な国家への宥和的な対応を戒めるミュンヘンの教

訓は(45)、軍事的関与を促進する影響を与えるものであり、東南アジアでの関与

が消極的であったことに対する説明には適合しない。他方で、米国の軍事的関与

の忌避傾向や対外関与における米国の消極的な態度を説明してきたのが、ベト

ナムの教訓やベトナム・シンドロームである。客観的状況と政策決定者の状況認

識にずれを生みやすいのは、ベトナム・シンドロームの方である。なぜならば、

教訓が形成された本来の文脈を離れて適用されるところに、症候群(シンドロー

ム)と呼ばれる特徴があるからである。 

近年の米国の戦争体験のなかで、ベトナム戦争が米国民に与えた心理的影響

が絶大だったことは異論の余地がない。超大国米国が小国ベトナムに敗北した

苦い記憶として、ベトナム戦争とその教訓は、被害の大きさや度重なる原因究明

などによって増幅され、後世にまで強い影響を及ぼし続けることになった(46)。

特に、東南アジアでの経験から生まれたベトナムの教訓は、東南アジアでは他の

地域とは異なる形や強さで米国の関与の仕方に影響を及ぼしてきたと考えられ

る。例として、ベトナム戦争後のベトナムとの関係正常化がある。東南アジアの

状況を踏まえれば、ベトナムとの関係正常化はベトナム戦争直後にでも行われ

るべきだったが、ベトナムの記憶が障害となり、クリントン政権でようやく実現

した。つまり、東南アジアにおける外交的な勢力均衡を維持し、冷戦に勝利する

ことよりも、ベトナム戦争に勝利できなかったという記憶の方が影響力の点で

上回っていたということになる(47)。実際、中東や中南米などでは必要に応じて

軍事的関与が行われることもあったが、東南アジアの紛争では、米国は一貫して

積極的関与を行っていない。しかも、ベトナム・シンドロームのシンドロームた

る所以は、文脈の類似性に関わりなく適用される点にあるだけに、東南アジアで

形成されたベトナムの教訓が、当該地域でシンドロームに変質したことには気

づきにくい面もある。 

以上の点から、政策決定者の認識という観点から東南アジア地域への米国の

消極的関与の原因を考察するに際し、媒介変数たるベトナム・シンドロームが与

える二段階（第一段階として心理環境を形成する①脅威認識、②静観、第二段階

として行動となって表れる③消極的関与と④積極的関与）の作用を検証する。全

体の分析モデルに関しては、次章で詳細に考察する。 
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４ 資 料 

 

 使用する資料については、政策決定者に関する回顧録、インタビュー、新聞記

事などに掲載された個人の発言などから資料を得る。政策決定内容については、

政府のホームページのプレスリリース・記者会見記録、新聞記事から資料を収集

する。政策決定者の認識と政策決定内容の因果関係を検証するため、政策決定過

程を裏付ける政府（政府・国務省・国防総省）の戦略文書、政策決定者の公聴会

発言、インタビュー、回顧録を利用する。 

 

第 4節 論文の構成 

 

本論文の目的である南シナ海紛争における米国の関与を分析し、その決定要

因を明らかにするため、以下、8 章に分けて分析を進める。 

 第 1 章では、本論文の分析枠組について詳述する。まず本研究の主要な概念

である政策決定者のベトナム・シンドロームについて明らかにするとともに、本

研究における定義を行う。つぎに本研究の理論的背景について述べたうえで、政

策決定のモデルとして認識過程モデルを採用する。本研究の分析対象となる政

策決定者の認識の要因と、政策決定内容の要因について操作可能な対象を特定

し、その観察・評価方法を明らかにする。 

第 2 章では、本論文で採用する南シナ海紛争の経緯について中国、ASEAN 諸

国及び米国の対応を含めて概説する。 

第 3 章から第 7 章では、事例ごとに従属変数と独立変数を観察・分析する。

各章の観察期間ごとに１個以上の事案を選定する。当該事案は、それによって紛

争の状況が悪化したとみなせるものとする。紛争が悪化したとみなす基準とし

て、中国が占領地域を拡大（またはその意図を明らかにしたとみなせる声明等）、

東南アジア諸国・米国と中国の間における偶発的軍事衝突、複数の死傷者の発生、

その他地域諸国に脅威を与えた事象、のいずれか 1 つまたは複数の条件を満足

したものとする。具体的には、クリントン第一期政権におけるミスチーフ礁占領

事案（95 年・第 3 章）、クリントン第二期政権におけるミスチーフ礁拡張事案

（96、98 年・第 4 章）、ジョージ・W・ブッシュ第一期政権における EP-3 事案

（02 年・第 5 章）、オバマ第一期政権におけるインペッカブル事案および核心的

利益発言、スカボロー礁事案（09 年、10 年、12 年・第 6 章）、オバマ第二期政

権における軍事拠点化（14-15 年・第 7 章）の各事案である。最初に各事案発生

時の政策決定者を特定したうえで、その認識を資料から明らかにする。次にそれ

ぞれの事案発生後 1 年間を観察期間とし、事案の経緯および米国以外のアクタ
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ー（中国および ASEAN 諸国）の行動を述べる。さらに観察期間における米国

の紛争への対応の目的（政策的声明）と採用した手段を観察・評価する。また、

この間の政策決定者の公聴会などにおける発言などにより政策決定過程におけ

る状況認識などを観察する。 

終章では、結論として、事例分析を通じて観察された政策決定者の認識、政策

決定過程の認識について確認し、米国の南シナ海紛争における対応の決定要因

について考察する。また、事例観察から得られた含意について考察する。 

 

   

(1) カンボジア紛争の発生から終戦までの経緯および米国の関与については、以下を参考

にした。今川瑛一「アメリカの ASEAN 政策」岡部達味編『ASEAN をめぐる国際関

係』日本国際問題研究所、1977 年、29-57 頁；今川瑛一「米国＝ASEAN 諸国関係の

二〇年」岡部達味編『ASEAN の 20 年』日本国際問題研究所、1987 年、119-142

頁；今川瑛一『アメリカ大統領のアジア政策－反共の苦き勝利』アジア経済研究所、

1991 年；今川瑛一『続東南アジア現代史－冷戦から脱冷戦の時代』亜紀書房、1999

年；黒柳米司「カンボジア紛争終結過程と ASEAN 諸国－「ポスト・カンボジア」へ

の教訓」岡部達味編『ポスト・カンボジアの東南アジア』日本国際問題研究所、1992

年、27-52 頁；黒柳米司「カンボジア紛争と域外大国－「国際内戦」の構造と過程」

『国際問題』第 352 号、1999 年、20-34 頁；ナヤン・チャンダ『ブラザー・エネミー

－サイゴン陥落後のインドシナ』友田錫、滝上広水訳、めこん、1999 年。 
(2) 小笠原高雪「アメリカの東南アジア政策とインドシナ」三尾忠志編『インドシナをめ

ぐる国際関係－対決と対話』日本国際問題研究所、1988 年、317-319 頁；チャンダ

『ブラザー・エネミー』566-569 頁。 
(3) 黒柳米司によるとカンボジア紛争が ASEAN 諸国に与えた脅威として、①紛争が

ASEAN 地域に波及する危険性、②中ソ両国の影響力が東南アジアに定着する危険

性、③インドシナ難民が ASEAN 諸国に大挙流入する可能性があったとされる。一方

ASEAN 諸国はカンボジア紛争について立場が分裂していた。カンボジアに近いタ

イ・シンガポールは親中反ベトナムの立場を取り、カンボジアから遠いインドネシ

ア・マレーシアは反中国の立場をとった。結局、ASEAN は前線国家タイの立場を尊

重し、三派連合の正統性と、ソ連の支援を受けたヘン・サムリン政権の既成事実化を

妨げる国際世論を喚起するという結論に至った。黒柳「カンボジア紛争終結過程と

ASEAN 諸国」29 頁。 
(4) 土佐弘之「カンボジア紛争の解決過程と戦略的関係の変化(1982-1991)」『国際政治』

第 103 号、1993 年、148 頁。また当時、レーガン政権の台湾への武器売却によって

米中関係が緊張し始めていたことも、中国に協調する姿勢に影響を及ぼしていたとみ

られる。小笠原「アメリカの東南アジア政策とインドシナ」321 頁。 
(5) 1984 年にポル・ポト派の虐殺を暴き出した映画『キリング・フィールド』が公開され
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対する支援を強化しポル・ポト派の排除をアピールした。しかし、実際には非共産 2

派に対する援助は三派連合政府を通じてほとんどがポル・ポト派にわたることとなっ

た。この援助は米国がカンボジア政策を転換する 1990 年まで継続された。黒柳「カ

ンボジア紛争終結過程と ASEAN 諸国」46 頁。 
(6) 1984 年 7 月の ASEAN 拡大外相会議では、安倍晋太郎外相がカンボジア安全保障構想
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第 1 章 分析枠組み 

 

本章では、南シナ海で発生した紛争事案に対する米国の対応に、ベトナム・シ

ンドロームが及ぼした影響を明らかにするための分析枠組みを構築する。 

 

第 1節 ベトナムの教訓とシンドローム 

 

１ ベトナム・シンドロームの起源と定義 

 

ベトナムの教訓は、他のどの歴史の教訓よりも多用され、時代とともに新たな

意味を加えて広範な内容を内包するに至った。そして、多くの国民の政府に対す

る懐疑主義を育み、軍事的関与が政治課題に上るたびにベトナムの教訓が想起

されてきた。しかし、様々な機会をとらえて想起されやすい歴史の類推であるこ

とが、ベトナムの教訓をシンドロームにしているわけではない。 

ベトナムの教訓が一種のシンドローム（症候群）として、いつ、どのように米

国民に広がっていったのだろうか。カーター大統領はベトナム戦争後の影響を

「国民的な抑うつ症（National Malaise）」と表現したが、ベトナム・シンドロ

ームという言葉自体は、レーガンが大統領候補者だった際に、カーター前政権の

外交政策を批判するために持ち出したのが起源だとされる。レーガンはベトナ

ムの記憶によって米国が軍事介入に対する恐怖症に陥っていると指摘し、これ

をベトナム・シンドロームと呼んだ(1)。 

レーガンの発言を契機に、1980 年代初頭からベトナム・シンドロームに関す

る研究が行われるようになった。ヘリング、クレア（Michael Klare）などによ

る初期の研究は、ベトナム・シンドロームの実在性に疑問を投げかけている(2)。

そして、湾岸戦争の際のジョージ・H・W・ブッシュ大統領による「湾岸の砂漠

にベトナムを埋めた」という発言が示すように、ベトナム・シンドロームの克服

が議論されるようになった(3)。しかし、依然として米国がベトナム・シンドロー

ムの影響下にあるというのが大方の見立てだった。それは、湾岸戦争の遂行に際

し、国際的な同意を取り付けること、外交手段を尽くすこと、目標を限定し、達

成のあと速やかに撤退することなどを政府が自ら制約として課していたからで

ある(4)。 

2001 年同時多発テロ事件後、ジョージ・W・ブッシュ大統領がイラク・アフ

ガニスタン戦争を決定するに際して、国民の反対をほとんど受けなかったこと



 19 

から、再び、ベトナム・シンドロームは過去のものになったという主張がみられ

た。しかし、戦争が長期化の様相を帯びるに伴い、イラク戦争は第二のベトナム

である、という主張が行われ、ベトナム・シンドロームは依然として健在である

という見解が繰り返された(5)。 

 ベトナム・シンドロームの定義は、概ね以下の三つに分類できる。第一は、大

衆に共有された政府の軍事介入に対する過剰な拒否反応である。バロウ（Brian 

Balogh）は、ベトナム戦争を繰り返すまいという信念が、軍事介入に対する多

くの人々の拒否反応を生んだとする。この軍事介入への拒否反応があまりに拡

大したため、ついにはシンドロームに変容したと述べている(6)。軍事介入が国民

から強い反発を受ける場合として、政府の説明が信用できない場合、国益の伴わ

ない場合、目的・撤退の時期などが不明確な場合などがある。そこから派生した

ベトナム・シンドロームの定義として、軍事介入に制約を設けようとする傾向だ

とするものもいる(7)。 

第二は、冷戦コンセンサスが崩壊した状態という定義である(8)。冷戦コンセン

サスとは、メランソン（Richard Melanson）によると、対外政策における政治

的コンセンサス（米国だけが自由世界を守る能力と道義的責任を有していると

いう信念）・文化的コンセンサス（コスモポリタン・リベラリズムといった、米

国の価値観の基盤を形成しているといわれるもの）・手続き的コンセンサス（外

交政策について、軍事・外交分野での大統領の大幅な決定権限を認めるもの）な

どとされる(9)。 

第三は、政府が軍事介入を行おうとする際のルール、規範という定義である
(10)。マクリスケン（Trevor McCrisken）によると、ベトナム・シンドロームは、

米国が軍事介入する際に大衆の支持を得るために守るべき一連の基準である。

支持を得るための具体的な条件は、①正当な介入理由、②介入目的の妥当性、③

最小限の犠牲による速やかな目的達成とされ(11)、これはワインバーガー・ドク

トリンと呼ばれる(12)。 

 

２ ベトナム・シンドロームを構成するベトナムの教訓 

 

前項で述べた三つの定義から、なぜベトナムの教訓が「シンドローム」に変容

したのかが理解できる。シンドロームとは「症候群」であり、何らかの正常では

ない状態を意味している。ウェルチ（David Welch）によると、シンドロームと

呼ばれる理由は、全く状況の異なる文脈においてベトナムの類推を適用するこ

とにあるという (13)。つまり、単なる歴史の教訓とシンドロームが異なるのは、

本来の文脈を離れて教訓が適用されるという点にある。ベトナム・シンドローム

の三つの定義のうち、第一のあらゆる軍事介入への過剰な拒否反応と、第三のあ
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らゆる軍事介入に際してのルール・規範の遵守に示された「あらゆる」という前

提が、ベトナムの教訓を生み出した本来の文脈を越えて歴史の類推が行われて

いることを端的に示している。 

ベトナムの教訓の本来の文脈とは、国益が存在しない場合の軍事的関与を強

く戒めるものである。したがって国益があるにも拘わらず、軍事介入に対して拒

否反応を示す場合はベトナム・シンドロームの表出だといえる。その結果、共産

主義の拡大阻止を目的として、あらゆる地域で行われた米国の対外軍事介入が、

ベトナム戦争後においては、ソ連のアフガン侵攻を傍観し、中南米の共産国家へ

の軍事介入に躊躇するようになった。ミュラー（John Mueller）が指摘するよ

うに、ベトナムの経験を繰り返すという恐怖心から、米国は軍事的封じ込めに対

して臆病になったといえる(14)。 

第二の教訓の本来の文脈とは、国民・議会の同意や支持が不在のなかでの軍事

的関与の決定を戒めるものである。したがって、国民や議会の支持があるか、少

なくとも強い反対がないにもかかわらず、国論の分裂を恐れて介入を躊躇する

場合がシンドロームの表出だといえる。その結果、米兵の被害の発生を恐れて戦

争の遂行に制約を受けることになった。実際に湾岸戦争以降、軍事介入には精密

誘導兵器を駆使した航空戦力や非軍事的な手段が多用されるようになった(15)。 

 ベトナム・シンドロームには、大別して二通りの教訓が内在している。ひとつ

は「ベトナムを忘れるな」である。この教訓は、ベトナム戦争が間違った戦争だ

ったという前提に立ち、国益がかかっていない地域紛争には関与すべきではな

いと説く。その一方で、世界最強の軍隊を保有し、世界の警察官を自認する米国

が、国際社会のなかで孤立主義を選択することは許されない。その結果、地域紛

争の関与に対して非常に高い制約を設けることとなる。その代表的な例がワイ

ンバーガー・ドクトリンやパウエル・ドクトリンである。具体的には、米国の国

益が係っていない紛争には関与しない。そして、紛争に関与するには、十分な戦

力を準備し、国民からの支持を集めねばならない。このドクトリンに基づき、高

い制約を克服して関与するに至ったのが湾岸戦争であった。 

もうひとつは「ベトナムを忘れるべき」という教訓である。ここでは、反共と

いうベトナム戦争の目的は正しかったという前提に立つ。しかし、大統領・政府

に本気で戦争に勝とうとする意思がなく、国内のメディアをはじめとする反戦

運動が戦争遂行を妨害し、作戦内容や戦争資源に制約を設けたことなどによっ

て、ベトナムから撤退するに至った。つまり、米国は失敗したのであり敗北した

のではないとの主張である(16)。こうしたベトナム戦争の歴史解釈における修正

主義者達は、ベトナム後の米国が軍事介入に対して過度に消極的な態度を示す

ことを批判する一方で、大義（民主主義、同盟体制、地域秩序など）のない関与

に対して否定的な態度をとる(17)。 



 21 

元来、「ベトナムを忘れるべき」との教訓は、「ベトナムを忘れるな」の教訓が

本来の文脈を離れて過剰なまでに地域紛争への関与を忌避するシンドロームを

克服するためのアンチテーゼに過ぎなかった。しかし、大義のある地域紛争に積

極的関与を促す一方で、大義や道徳的に崇高な価値を失うことを過度に恐れる

あまり、消極的な関与に終始するという同様のシンドロームになる可能性を秘

めていた。 

 

３ ベトナム・シンドロームの影響 

 

ベトナム・シンドロームが紛争への消極的関与に与えた影響には、二通りの作

用が考えられる。一つは、地域の紛争や問題に対する関心を低下させる作用であ

り、もう一つは、軍事的手段による積極的関与を努めて回避させる作用である。 

まず前者に関して、ベトナム・シンドロームが、見て見ぬふり（Benign Neglect）

と呼ばれる米国の地域政治への消極的な態度や低い関心をもたらしたとする見

方がある(18)。ブラウン（Frederick Brown）は、ベトナムの記憶が消し去ってし

まいたい恥と捉えられているからだと指摘する(19)。事実、米越関係正常化の遅

れは、歴代政権担当者のベトナム戦争に対する個人的経験に基づくこうした認

識が政策に影響を与えたと指摘されることが多い(20)。 

後者に関して、ヘリングは、ベトナム戦争の反省から生まれたベトナム・シン

ドロームが、米国の軍事力による紛争解決に制約をもたらしたと主張した(21)。

実際、ワインバーガー・ドクトリンやパウエル・ドクトリンは、軍事的関与の条

件を厳格に定めており、結果的に米国の軍事的関与を抑制してきた(22)。対外関

与における非軍事的な手段への偏重も、ベトナム・シンドロームの影響としてあ

げられる(23)。ベトナム戦争の敗北体験が直接的な軍事力の行使よりも、間接的

な軍事力行使や、非軍事的手段への偏重をもたらしたという説明は、東南アジア

の紛争への消極的関与とも整合している。 

 

第 2節 本研究の分析モデル(24) 

 

１ ベトナム・シンドロームとサイバネティクス理論 

 

 本研究は、ベトナム・シンドロームが、政策決定者が認知した冷戦後東南アジ

アの心理的環境を形成し、それが対外関与の形式に影響した主な要因と仮定す

る。 

 政策決定者は、知覚した環境に関するすべての情報を受け取るわけではなく、



 22 

受け取った情報をありのままに認識できるわけでもない。しかも、対応可能なす

べての行動の選択肢を考慮することもない。つまり、感覚器を通じて得られる情

報は、感覚器自体の能力の制約を受け、情報を解釈し、選択肢を列挙する際には、

認識上のバイアスが意思決定にフィルターを掛けるのである。スタインブルナ

ー（John Steinbruner）はこうした感覚・認識の性質上、理性では回避できない

影響が特定の状況下での政策決定において顕著に表れる、としている(25)。 

 こうした認識の歪みに着目した研究に、ウィーナー（Nobert Wiener）の提唱

したサイバネティクス理論がある(26)。その理論は、システムから出力された情

報を入力にフィードバックすることにより、常に一定値を維持する自動装置

（例：サーモスタット）に特徴が表れている。サーモスタットの温度センサーは、

設定温度との誤差を定期的に調整機能に情報伝達する。設定温度はシステムが

安定している状態の指標である。予め規定されていた設定温度の範囲内にある

とき、調整機能はその直前と同じ刺激（熱源のスイッチを ON または OFF）を

維持する（ポジティブ・フィードバック）。情報が設定温度の範囲を超えた値を

伝達すると、調整機能がそれまでに加えられていた刺激とは逆の方向に刺激を

加える（それまで OFF だった場合はスイッチを ON にし、それまで ON だった

場合は OFF にする。）ように機能する（ネガティブ・フィードバック）(27)。 

ベトナム・シンドロームが政策決定者に与える作用は、サイバネティクス理論

を適用するのにふさわしい現象といえる。その理由は、「ベトナムを忘れるな」

であれ、「ベトナムを忘れるべき」であれ、「ノーモア・ベトナム（ベトナムを繰

り返すな）」との教訓が、本来の文脈を離れて繰り返される点にある。どのよう

な刺激が外界からもたらされたとしても、政策決定者は常にベトナムの教訓を

当てはめて対応しようとする。 

もし、ベトナムの教訓を適用できないような事象が起きたとしても、ベトナム

の教訓のとおりに決定しなければならないという信念が、現実を認識する際の

フィルターの役割を果たし、信念と矛盾する情報を無視したり、自らの都合の良

いように解釈したりすることによって、ノーモア・ベトナムという教訓の実践を

正当化する。つまり、ネガティブ・フィードバックである。フィルターを掛ける

という作用について、スタインブルナーは、認知的一貫性を維持しようとする作

用であると述べている。認知的一貫性は、主体の信念などと合致しない情報が入

力された場合（認知的不協和）に作用する。人間の特性として、上記のような矛

盾した状況を解消するように認知が働きかけるということである(28)。 

 

２ 本研究のモデル 

 

ベトナム・シンドロームの作用を観察するために本来の文脈と政策決定者の
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状況認識との整合性を検証するのは困難である。なぜなら、政策決定者が認識し

た現実の文脈を外部から観察するのが困難だからである。そこで、本研究では、

文脈の如何にかかわらず、政策決定者がベトナムの教訓を用いようとする傾向

を評価することとする。つまり、ベトナム・シンドロームを「政策決定者がベト

ナムの教訓を反映させなければならないという信念」と捉える。 

 本研究が想定する分析モデルの全体像は以下の通りである。まず、独立変数と

して、南シナ海紛争をめぐる事案の生起がある。事案の生起による海洋秩序の悪

化は、政策決定者の心理的環境において国益を脅かす脅威もしくは大国の台頭

として認識・評価される。そして、国益の侵害・大国の存在に関する評価に応じ

て、従属変数となる脅威認識又は静観が決定される。脅威と認識した場合、その

対応行動として、積極的関与か消極的関与のどちらを選択するのかが決定され

るものとする。ここで、ベトナム・シンドロームという媒介変数は、二つの局面

で作用するものと想定する。第一は、独立変数である事案と心理的環境に関する

従属変数である脅威認識・静観の間に介在する。第二は、脅威認識とそれに対応

した行動に関する従属変数である積極的関与・消極的関与の間に介在する（図 1-

1 参照）。 

 

図 1-1 ベトナム・シンドロームが作用する政策決定プロセス 

 

 

媒介変数となるベトナム・シンドロームは、ベトナムの教訓の内容とその強度

に応じて四つの変数をとる。まず、ベトナムの教訓の内容として、「ベトナムを

忘れるな（以下、「忘れるな」という。）」と「ベトナムを忘れるべき（以下、「忘

れるべき」という。）」を設定する。「忘れるな」という教訓を抱く政策決定者は、

マクナマラ国防長官に代表される、政府のリーダーシップや封じ込め政策の誤
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りのためにベトナム戦争が泥沼化し、結果として米国の衰退を招くこととなっ

たとするベトナム戦争の評価を政策決定に反映しようとする(29)。具体的には、

①国益に反する紛争には介入すべきではない、②国民の支持がない紛争には介

入すべきではないという反省から、重大な誤りを犯すことを恐れるあまり、目前

の状況が国益の侵害に値しないと評価する方向へ認識を導く。 

「忘れるべき」という教訓を信念としてもつ政策決定者は、ベトナム戦争の目

的が共産主義の進出を封じ込めることだったことは正しかったと評価し、戦争

に勝利することは可能だったと主張する一方、政府・メディアによる軍事作戦へ

の不要な介入によって撤退を余儀なくされ、同盟国などの信頼を失うこととな

った結果を繰り返すまいとする感情や、米軍の犯罪行為などに代表される士気

の低下、国内の反対勢力の存在、国民の分裂によって米国の正当性や一体感が失

われたというベトナム戦争の評価を政策決定に反映しようとする(30)。「忘れるべ

き」という教訓には、ベトナム戦争が米国に恥や不道徳感を想起させ、思い出し

たくないという感情を引き出す(31)。つまり、国民の分裂やメディアの反対を招

きかねない紛争への介入につながるような認識を回避するようにバイアスを掛

ける。一方で、戦争目的の崇高性を強調し、強い米国を目指す立場から、紛争へ

の関与の機会を的確に探ろうとするため、紛争への関与を見逃すことになるよ

うな認識のバイアスを掛けることはないと予想される。 

ベトナムの教訓の強度は、政策決定者の経験に依存する。つまり、ベトナム戦

争を、政策決定の場で同時代の直接的な失敗体験とする政策決定者は、ベトナム

の教訓を強く信念体系に刻み込む。他方で、ベトナム戦争を同時代に体験しても、

国家の失敗体験を在野で間接的に経験するか、あくまで歴史の類推として受け

入れるにすぎない政策決定者において、信念としてのベトナムの教訓は弱いも

のとなる。 

認知的一貫性の理論に基づけば、いかなる事案に対しても、ベトナム・シンド

ロームが作用すれば、政策決定者は常に積極的な関与を回避することになる。し

かし、シンドロームの内容と強度に応じた組み合わせが、状況の認識と対応の選

択にどのように結びつくのかは先験的に明らかではない。そこで、これらベトナ

ム・シンドロームに関する四類型（①忘れるな・強、②忘れるな・弱、③忘れる

べき・弱、④忘れるべき・強）と米国の心理的環境(脅威認識と静観)及び行動（積

極的関与・消極的関与）がどのように結びつくのかを事例観察を通じて明らかに

したい。 

ここで、本研究のモデルの限界について予め明らかにする。限界として①いか

なるベトナムの教訓を有しているのか観察できない政策決定者は分析の対象と

なりえないこと及び、②文脈に応じたベトナムの教訓の適用が行われる場合と

そうでない場合を区別することができないことがある。①について、本研究のモ
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デルは、政策決定者の認識に対してベトナムの教訓が信念として作用し、客観的

な現実と脅威認識のギャップを生み出すものと捉える。検証に当たっては、事例

分析によって独立変数（紛争事案）と従属変数（静観又は消極的な関与）の組み

合わせについて、媒介変数（政策決定者のベトナム・シンドローム）で説明を試

みる。したがって、政策決定者がベトナム戦争やベトナムの教訓についての発言

や記述が観察されない場合、媒介変数が不明となり分析できないことになる。 

②について本項の冒頭に述べているとおり、事例の場面において政策決定者

の認識した文脈が不明であることから、本研究ではベトナム・シンドロームが教

訓を適用しようとする信念として捉えている。言い換えると、ベトナムの教訓を

もっている政策決定者は全てベトナム・シンドロームの影響を受けており、程度

の差はあっても認識レベルでベトナムの教訓を政策決定に反映しているものと

みなしている。政策決定者の認識した文脈を明らかにできないことの欠点とし

て、ベトナム・シンドロームの影響を受けていない政策決定者を区別できないと

いうことがある。ベトナムの教訓がその他の歴史の教訓と異なるのは、物理的な

損失はもとより、米国の歴史上はじめて、しかも小国に敗北したという事実が与

えた精神的な損失が非常に大きかったこと、同時期に起きた反戦活動や政治不

信に端を発する国内の分裂との相乗効果によって強いトラウマ（精神的外傷）の

ようなものを米国に負わせたことであり、それが歴史の教訓をシンドロームに

変化させるに至った。 

他方、あくまでも歴史の教訓として捉えている政策決定者も存在するはずで

あり、そういった政策決定者は、認識レベルでのベトナムの教訓の影響を受ける

ことなく、現実の文脈に応じてベトナムの教訓を適用したり、しなかったりする

判断を意識的に行っているものと考えられる。ベトナム・シンドロームに罹って

いない政策決定者が南シナ海紛争に登場する場合として二つが考えられる。ひ

とつは、本研究の対象となる冷戦終結後から現在までの紛争事案における政策

決定者の場合である。もうひとつは、本研究の対象となっていない、将来の紛争

事案における政策決定者の場合である。前者の場合、本研究のモデルを適用した

説明を行うのに先立ち、静観や消極的関与を選択した政策決定がベトナム・シン

ドロームの影響を受けた結果なのか、それとも合理的な政策決定の結果である

のかを判別する。後者の場合、本研究の対象外であるので特に研究上の影響はな

い。しかし、本研究の事例では現れない積極的な関与が将来行われた場合、ここ

に挙げたベトナム・シンドロームに罹っていない政策決定者が存在した可能性

を考慮する必要があることを示唆している。 

 

３ 観察・評価の方法 
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本項では、まず観察の対象となる政策決定者を事例の特性と大統領の政策決

定スタイルから把握し、その政策決定者が抱く教訓について観察・評価する方法

を確立する。つぎに本研究が採用する事例について述べる。最後に、紛争事案に

対する米国の静観または消極的関与について述べる。 

 

（１）政策決定者の特定 

 

ア 事案の特性と政権の決定スタイル 

 

 事例観察に先んじて、主な政策決定を行った主体を特定する上で重要な影響

を与えるのは事案の特性と政権の決定スタイルである。 

まず、事案の特性に関しては、危機的状況なのか、非危機的状況かに大別され

る。キューバ危機などの緊急な対応が求められる危機的状況では、その事案ごと

に誰が政策を担ったのかを特定する必要が生じる(32)。危機的状況における決定

の特徴として、重大な脅威認識、高度な不確実性、時間的制約が挙げられる(33)。

ここでいう脅威認識とは、人命や装備・施設等の安全が脅かされており、それが

継続していることをいう。これらの特性によって速やかな決定を求める圧力が

高まり、その結果、危機的状況の政策決定主体は階層構造を有する決定組織の上

部へ移動し、リーダーとその周辺の小集団に限定される傾向を帯びることにな

る(34)。 

類似した危機的状況であっても、その対応に任ぜられる政策決定者が各政権

によって異なるのは、政権の決定スタイルが異なるからである(35)。ここでいう

政権の決定スタイルとは、大統領自身の決定スタイルを意味する。これは危機的

状況においては、大統領への権限の集中が生じるためである(36)。本研究では、

大統領が自ら決定を下すか、または大統領が組織内で形成された意見に従うか

の二つに分類されるものとし、前者を「強い」決定スタイル、後者を「弱い」決

定スタイルと呼ぶ(37)。事例の特性が危機的状況で強い大統領の場合、大統領が

特定の政策決定者を指定し、対応に当たらせる。危機的状況でも弱い大統領の場

合は国家安全保障会議の構成メンバーの中で、大統領の信頼の厚さや政権内部

の政治的影響力に応じて、例えば国家安全保障担当の大統領補佐官、国務長官、

国防長官などが対応のイニシアティブをとり、それを大統領が追認することに

なる。 

他方で、非危機的状況における決定は法律や慣習の規定に基づき、ほとんど

自動的に政策決定者はその職位に応じて決まり(38)、その他の政権内外のアクタ

ーの影響は少ないものと考えられる。 

 国防総省・国務省ともにいくつかの地域担当局に分かれて恒常業務を行って
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いる。たとえば国務省については、6 個の地域担当局を政治担当国務次官（Under 

Secretary for Political Affairs）の下に設けており、東アジア・太平洋局（Bureau 

of East Asian and Pacific Affairs）を国務次官補（東アジア・太平洋担当）

（Assistant Secretary for East Asian and Pacific Affairs）が統括する。さらに

下位の地域に関しては、北東アジア・東南アジア・太平洋地域に区分され、それ

ぞれを国務次官補代理（Deputy Assistant Secretary）が担当する。南シナ海紛

争に関する恒常的な政策決定は、一義的に国務次官補代理が担当する(39)。しか

し、南シナ海紛争への対応では関係当事国として東南アジア諸国に加え、北東ア

ジアに区分される中国や台湾なども含むことになるため、その決定は国務次官

補（東アジア・太平洋局担当）に委ねられると考えられる(40)。 

 国防総省は軍事的対応が必要となる危機的状況にしか関与しないと考えられ

るので、非危機的状況については、原則として国務省が所掌し、同省の政策決定

者を観察対象とする。ただし、現実には非軍事的状況であっても、小規模な軍事

的関与が行われる場合もあれば、軍事的状況において、軍事的関与と並行し、非

軍事的関与が行われるのが通常である。したがって、状況に応じた政策決定者の

特定は、あくまでも心理的環境を観察するための便法であるとの留保が必要で

あろう。そこで、個別の事例に応じて、主な政策決定者以外の政策決定に携わっ

た政府関係者についても心理的環境を併せて観察するものとする。 

 

イ 政策決定者の信念としての教訓 

 

前項において、政策決定者が抱くベトナムの教訓の内容には、「ベトナムを忘

れるな」と「ベトナムを忘れるべき」の二つがあり、ベトナム戦争を同時代の直

接的な失敗体験とするか、またはしないかによって教訓の強度が「強い」場合と

「弱い」場合に分かれるものと規定した。 

政策決定者のもつベトナムの教訓がどちらの内容なのかを判定するため、ま

ず、政策決定者の回顧録、インタビュー、論文などからベトナム戦争関連の記述

や発言を抽出する。その内容によって政策決定者の抱く教訓を判定する。判定の

基準として、ベトナム戦争の目的と手段に関する評価を採用する。「ベトナムを

忘れるな」はベトナム戦争が目的・手段ともに誤りだった、と評価する。具体的

には、ベトナム戦争が間違いであった、国益はなかった、ドミノ理論は誤りであ

ったなどの記述や発言が確認された場合とする。一方「ベトナムを忘れるべき」

はベトナム戦争の目的を正しかったと評価する一方、手段を誤りだったと評価

する。具体的には、ベトナム戦争の目的は正しかった、ベトナム戦争は勝利でき

たなどの内容が確認された場合とする。 

ただし、ベトナムの教訓の内容が変化する場合を考慮する必要がある。先行研
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究でも確認されたが、ベトナム戦争以降の国際情勢、国内状況の変化などによっ

て、ベトナムの教訓自体の意味も変化している。個人レベルでは、左記のような

情勢変化のほかに、個人の軍人や公務員としての経験なども影響を及ぼすと考

えられる。このため、ベトナム戦争後も含めた発言の推移を追跡し、努めて政策

決定に近接した時期のベトナム戦争に関する見解を確認する。 

教訓の強度は、二つの要因で決定される。ひとつは個人的なベトナム戦争の経

験・記憶であり、もうひとつはベトナム戦争後の軍人・行政職員としての経歴、

特に紛争関与の経験である。前者に関して、ベトナム戦争を直接・間接に経験し

たものは、個人によって経験した内容は様々であるが、失敗の過程を実際に経験

し、他者と共有することによって、強い教訓となり、その後の人生のあらゆる場

面で影響するようになった。一方ベトナム戦争を経験していないものの教訓は

弱い。後者に関して、ベトナム後の米国は紛争に関与する機会があるごとに大衆

や議会がベトナムの記憶を類推し、政府の政策決定に影響を及ぼしてきた。した

がってその当時に政府に所属したものは新たな紛争を、ベトナムの記憶と共に

経験したことになる。ただし、その経験・記憶の及ぼす影響力は、同じような直

接的な経験であってもベトナム戦争には及ばないと考えられる。これはベトナ

ム戦争が米国の社会全体に与えた精神的・物理的なダメージがその後の紛争関

与に比べて非常に大きいからである。 

まず教訓の内容の形成において、ベトナムの経験の影響が最も大きいと考え

られる。ベトナムを直接、間接によらず自ら経験している場合、その後の紛争へ

の関与による経験がどのような内容だとしても、その内容を覆すには至らない。

ベトナムを経験しない場合、その後の紛争への経験によって内容が上書きされ

る。例えば、非経験で「忘れるな」だった政策決定者がその後、米国として関与

の目標を達成した湾岸戦争を直接的に経験した場合、「忘れるべき」に上書きさ

れる、ということである。強さについては、ベトナムを直接経験している強い教

訓の政策決定者が、その後の経験によって弱くなることはない。一方、ベトナム

を非経験の政策決定者が従来のベトナムの教訓をその後の経験で強化された場

合、「弱い」から「強い」へと変化する。 

 

（２）紛争への関与 

 

ア 事案の選定 

 

ベトナム・シンドロームが政策決定に与えた影響を明らかにするため、海洋秩

序に悪影響を与えたと考えられる事案を選定し、その後の対応を評価する。 

まず、海洋秩序に悪影響のあった事態の選定基準は、複数の死傷者の発生、軍
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隊の衝突、中国による占領地域の拡大、その他地域諸国に脅威を与えた事象など

が考えられる。この基準を適用すると、ミスチーフ礁の占領・拡張事案（95 年、

96 年、98 年）、EP-3 事案（01 年）、インペッカブル事案（09 年）、核心的利益

発言（10 年）、スカボロー礁事案（12 年）、軍事拠点化（14-15 年）がある。 

さらにこれらの事案を特徴に基づき危機的状況または非危機的状況に区分す

る。危機的状況の特徴は、直接的な衝突によって人的・物的な損失の危機が生じ

たこと、政府による即時の対応が求められたこと、状況の把握が困難なことであ

る。これらの特徴をすべて兼ね備えていた場合、危機的状況と評価する。 

ミスチーフ礁の占領・拡張事案は、これまで中国・ベトナム間の争いであった

南シナ海紛争において、米国の同盟国であるフィリピンが初めて巻き込まれた

事案である。フィリピンは当初中国の設置した標石を撤去するなど強硬に抵抗

したが、中国との協議に応じ、一旦は収束した。翌年、さらにその二年後に中国

が占領地の施設を拡大しているのが確認された。明らかに軍事目的だったが、中

国は漁民の避難施設であると強弁した。 

EP-3 事案とインペッカブル事案は、米国と中国の間の排他的経済水域に関す

る国際法の解釈の相違が明らかとなった事案である。中国が占領島嶼の排他的

経済水域の設定を主張した場合、南シナ海における軍事情報活動や艦船の航行

が困難にさらされることにつながりかねないことが明らかになった。また、両事

案は米国が中国との直接的な衝突であり、乗員の安全や装備の保全が脅かされ

たこと、即時の対応が求められたこと、政権交代直後だったこともあり両国政府

間の人的なつながりが確立されておらず情報収集が困難だったことなどの状況

から危機的状況だったといえる。 

核心的利益発言は、クリントン国務長官などの高官に対して中国当局者が直

接述べたものであり、中国の南シナ海における領有権主張が、チベットや台湾な

どと同列の利益に係るものであり、軍事力の使用も正当化される、という意思を

明らかにしたものである。スカボロー礁事案は、ミスチーフ礁などと同じ、フィ

リピンが領有権を主張する島嶼であるが、ルソン島から約200kmの位置にあり、

フィリピン防衛上の観点からは大きな脅威だといえる。 

軍事拠点化事案は中国がこれまでに占領していた南沙群島の 6 つの島嶼にお

いて次々と大規模な埋め立てを行ったうえで、軍事施設を構築し、対空ミサイル

などの部隊展開を行ったものである。この事案において直接的な米中間の対立

は生じなかった。ただしオバマ大統領は習近平主席と会談した際、中国側から島

嶼の軍事化は行わないという発言を得ていたが、結局反古にされる結果となっ

た。まとめると、危機的状況だった事案は、EP-3 事案およびインペッカブル事

案である。それ以外の非危機的状況だった事案は、すべて非軍事的状況だった

(41)。 
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以上のように、それぞれの事案は南シナ海の海洋秩序に悪影響を及ぼしたも

のであるか、米軍の人員・装備・海域の航行における安全を脅かしたものであり、

また米国として秩序の安定化を図るために積極的に関与する必要性を高く評価

する可能性があったといえる。これらの事案における米国の状況認識と対応の

決定を観察することによって、その過程で認識の要因がいかに作用したかを明

らかにする。なお、観察期間は事案発生から 1 年間とする。1 年としたのは、年

単位で行っている定期的な対応を含めるためである。 

 

イ 事案に対する心理的環境と行動 

 

本研究における事案への対応は、政策決定者の心理的環境に基づく行動であ

る。まず、ある事案を脅威と評価すれば事態への「脅威認識」が生じ、脅威と評

価しなければ事態を「静観」することになる。続いて、脅威を認識した場合、強

制性を伴う行動を選択すれば積極的関与、強制性を伴わない行動を選択すれば

消極的関与を行うことになる。 

まず心理的環境の評価基準として、発生した事象が米国の立場・国益を脅かす

ものと表現している場合は「脅威認識」と評価する。脅威認識が弱いか不在の場

合、事態への「静観」と評価する。 

事案を脅威と認識した場合には、それに対応すべく採用した行動を、積極的関

与と消極的関与に区分する。積極的関与とは、相手の主権を強く制約しようとす

る行為であり、例えば武力の示威、破壊活動、軍隊の投入による特定勢力への支

援、経済制裁である。一方、消極的関与は相手国の主権を制約する程度が低い行

為であり、例えば演説、地域制度の取り組みへの支援、関係国への経済援助であ

る。 

上に列挙した関与のそれぞれの行為を分類する方法として 3 つ考えられる。

一点目は軍事的、外交的、経済的というように、関与に用いる手段である。関与

の手段は、政策決定者の所属する組織に対応している。つまり、政策決定者が国

務省の所属であれば、採用する手段は主に外交・経済的手段、国防総省の所属で

あれば、関与の手段は主に軍事的手段になるとほぼ予測できる。したがって、こ

の分類の枠組みで因果関係を推定するのは適切とはいえない。 

二点目は関与の目的を達成しようとする主体の数である。主体の数によって、

米国の紛争関与によって期待できる効果と巻き込まれた場合に負担を強いられ

るリスクが異なる。単独で関与の目的を達成しようとすることによって、米国の

立場が明確になり、対象国はより米国の立場を念頭に置く必要性が高まり、政策

の効果はより高まると期待できる。他方で紛争に巻き込まれた場合、その負担が

多大なものになるリスクは高まることになる。１か国以上の他国と共同し、集団
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で紛争へ関与することにより、巻き込まれた場合に負担を強いられるリスクを

軽減できる。しかし、他国との関係によって自国の主張に制約が生じ、期待でき

る効果が低下する。本研究では、それらを単独的な関与・集団的な関与と呼称す

ることとする。単独的な関与の場合は国務省・国防省による政策声明の発表や、

米国単独による示威行動などがある。集団的な関与の場合は地域制度の会議に

おける演説や共同演習の実施などがある。 

三点目は、関与を行おうとする対象国に対してどのように影響を及ぼすのか

による、直接的方法と間接的方法による分類である。直接的方法は、その行為に

よって関与の目的を達成しようとする関与である。間接的方法は、その行為によ

って、他のアクターや制度などに影響を及ぼし、それによって関与の目的を達成

しようとする関与である。 

心理的環境の観察にあたっては、それを行動から推定しない点に注意する必

要がある。心理的環境は、内心の表明から評価するため、回顧録や、記者による

個別のインタビュー、公聴会での発言などを観察する。行動については、先に挙

げた行動自体のほか、公式のステートメントとして表明した発言なども対象国

に作用したものとして評価する。発言としては二国間協議後の声明の発表、公聴

会における事前に準備された証言の内容、国務省としての政策ステートメント

などを観察する。ただし、ステートメントなどの内容と、その後の質疑で発言し

た内容を区分する。質疑で発言した内容は認識を示したものと評価する。
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第 2 章 冷戦終結後の南シナ海問題と紛争事案 

 

本章では、南シナ海問題の全般を背景とし、発生した紛争事案の経緯と状況

を、特に中国が海洋秩序に与えた影響という視点から詳述する。 

第 1 節では、冷戦終結以前の南シナ海問題の構造や、事案の特徴について述

べる。本研究の焦点である冷戦後の紛争とは直接関係のない冷戦中の状況につ

いて論じる理由は、冷戦終結後の紛争の性質が、冷戦中の紛争に端を発し、冷

戦終結の要因によって影響を受けた結果であるという理解を得るためである。 

第 2 節では、第 3 章以降において紛争事案及とそれに対する政策決定者の情

勢認識との間のずれについて論じるため、南シナ海の紛争事案及びそれを取り

巻く地域情勢について記述する。 

 

第１節 冷戦終結以前の南シナ海問題 

 

１ 南シナ海問題の構造 

 

 南シナ海問題は、一部の ASEAN 諸国（ブルネイ、マレーシア、フィリピン、

ベトナム）と中国及び台湾が南シナ海に点在する南沙群島、西沙群島、中沙群島、

東沙群島の領有権と天然資源をめぐって争っているものである(1)。これら係争国

の内、南シナ海全域の島嶼の領有を主張するのは中国、台湾、ベトナムで、他の

国はその一部の領有を主張する。領有の根拠も様々である。中国は漢の時代から

南シナ海全域の各群島を発見し生活の場としていたとする歴史的な権利を主張

している。ベトナムは、南沙・西沙群島の全てに関して 19 世紀の阮王国の時代

までに発見・占領していたこと、植民地時代に同地を占領していたフランスから

引き継いだことを根拠としている。フィリピンは、第二次大戦後にクロマ

（Tomas Cloma）が南沙群島の一部にあたるカラヤーン群島を発見し、占領し

た先占を主張している。マレーシアは同国の排他的経済水域内に含まれる南沙

群島の一部の島嶼の領有を主張している。台湾は中国と同じく歴史的権利を根

拠として、南シナ海全域の領有を主張し、南沙諸島最大のイツアバ島を実効支配

している。 

 各国がどれぐらいの南沙群島の島嶼を占領しているかは資料によって異なる

が、最も多いのがフィリピンとベトナムであり、約 30～40 程度といわれている。

その次が中国、マレーシアであり、約 10 程度である。台湾は南沙群島最大のイ

ツアバ島を実効支配している。ブルネイは実効支配していない（図 2-1） (2)。 
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図 2- 1「南沙群島における各国が占領する島嶼の分布及び主張する境界線」 

出典：占領する島嶼等の分布については、Digital Gazetteer of the Spratly 

Islands, http://www.southchinasea.org/macand/gazetteer.htm; 主張する境界

線については、竹下秀邦「南シナ海紛争の経緯と領有権問題(下)」『アジアトレ

ンド』第Ⅳ巻、1992 年、80 頁。出典に基づき、筆者作成。 

 

南シナ海問題が拡大する契機は 1960 年代の CCOP（Committee for Co-

ordination of Joint Prospecting for Mineral Resources in Asian Offshore 

Areas：国連アジア沿海地域鉱物資源共同調査調整委員会）が実施した調査によ

って、南沙群島周辺の海域において石油資源の埋蔵の可能性を示す結果が得ら

れたことがあげられる(3)。また、南シナ海に点在するサンゴ礁などの浅海は古く

から沿岸各国にとって良好な漁場であり、経済活動の基盤となっていた。 

南シナ海問題が係争国のみの問題にとどまらない理由として、太平洋とイン

ド洋を連接する重要航路であるとともに、世界の全商業製品の約 9 割が海洋を

通じて輸送されるなかで、その総重量の約半分が南シナ海を通じて輸送される

ほどの経済活動上の重要な海域であることがあげられる(4)。日本、中国、韓国と

いった東アジア諸国にとってはエネルギーや他の地域の市場とのアクセスを維

持するためのシーレーンとして重要な海域である。米国は、自らが世界に構築し

た秩序を維持する基盤である航空・海上軍事力を展開するために安定を確保し
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なければならない海域と位置付けている。 

 

２ 冷戦終結以前の南シナ海問題における事案の特徴 

 

（１）米国の第三者的立場 

 

 1979 年、1982 年、1988 年の中越間の衝突にみられるとおり、冷戦終結以前

の主な係争国は中国とベトナムであり、フィリピンやタイといった米国の同盟

国が関与していなかった。1974 年の事案では、南ベトナムが関係していたが、

1973 年にベトナムから米軍が撤兵した以降、米国が積極的に南シナ海問題に関

係することはなくなっていた。 

1974年の西沙群島海域での衝突に際し米国は南ベトナムから正式な支援要請

を受けたが、米軍は全く関与しようとしなかった。中国が西沙群島を攻撃した際

に拘束された米陸軍大尉を救出するためにキッシンジャー（Henry Kissinger）

国務長官が中国に働きかけた際、米国はどちらの敵でも味方でもないと明言し

つつ、米軍人が釈放されれば米中間の緊張は緩和されるだろう、と伝えたとされ

る(5)。また、当時の国務省報道官は米国の立場として、西沙群島における中越両

国の領有権に関心がなく、紛争が平和的に解決されることを希望すると述べて

いる(6)。 

   

（２）大国関係の変化との連動 

 

ニクソン政権下で米中間の和解が進み、1973 年に米国はベトナムからの撤退

を完了した。南ベトナムは、その後も米国が関与することを求めたが、米国内で

は議会の抵抗によって南ベトナム援助の予算が成立せず、関係断絶を余儀なく

された。1974 年の中国による西沙群島の武力占領は、南ベトナムが孤立したタ

イミングで行われた。その後、1975 年にベトナム戦争が終結すると、北ベトナ

ム（その後の統一ベトナム）は南沙諸島が中国の主権下にあるとするそれまでの

態度を撤回し、南ベトナムの保持していた南沙群島の島嶼を再占領するととも

に、西沙群島の自らの領有権を主張した。 

ベトナム戦争中の北ベトナムは、中ソとの関係を等距離に維持していたが、ベ

トナム戦争後、ソ連との距離を縮め、1978 年 11 月にはソ・越友好協力条約を締

結した。その一方で、1979 年 1 月 1 日に米中関係が正常化されると、中国は同

年 2 月にベトナム国境を越境して侵攻、4 月に西沙群島海域で中越間の衝突が

起きた。ベトナム戦争後の一時期、米越関係正常化交渉が両国によって試みられ

たが、結局不調に終わった。ソ連がインドシナ半島への影響力を強めるなか、米
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国は中国がベトナムに侵攻するのを静観した。 

1985 年にゴルバチョフ書記長が就任すると、アジアからの軍事的後退と中ソ

和解が進捗した。中国は 1987 年、ベトナムに対し南沙群島からの撤退を要請す

るとともに、南沙群島の周辺海域で軍事演習を行った。1988 年 3 月に中越間で

南沙群島の周辺海域における交戦事件が発生し、9 月にソ連がカムラン湾からの

撤退を示唆する発言をすると、さらに 11 月には中国がベトナム海軍に対して発

砲する事案が発生した。 

 上に挙げた一連の事案は、冷戦期における米中ソの大国関係および構造の変

化と連動して発生したとみられる。1974 年の西沙群島海域での衝突は、1973 年

に米国がベトナムから撤兵しインドシナ半島への影響力を低下させる一方、

1975年ごろから反動としてソ連がベトナムに接近し南シナ海に進出してくるま

での力の真空状態で発生した事案といえる。 

1979 年 2 月の中越戦争の勃発にともない、同年 4 月に西沙群島海域での衝突

が発生した。それに先立つ大国関係は以下のような経緯となる。中国は、ベトナ

ムがソ連の影響力を背景としてインドシナ半島の覇権を握ろうとする動きをけ

ん制するため、カンボジアのポル・ポト政権が 1977 年末ごろからベトナム国境

に浸透するのを支援していた。1978 年 11 月、ソ・越友好協力条約が締結された

のを契機として、カンボジアの越境攻撃に悩まされていたベトナムはソ連から

の軍事援助が得られるようになった。ソ連は、ベトナムに対する軍事援助の見返

りとしてカムラン湾、ダナンの軍事基地の使用を申し入れていた（ソ連の艦艇が

カムラン湾に配備されたのは中越戦争勃発後のこととなった）。中越戦争の勃発

に先立つ 1979 年 1 月、米越関係正常化交渉の決裂によってインドシナ半島への

影響力の拡大の見込みがなくなった米国は中国との関係正常化を行い、カンボ

ジア問題への対応を中国に依存する立場となった。1979 年の衝突もまた、1974

年の衝突と同様、米国の影響力の低下、ソ連の影響力の拡大といった米ソ間の力

関係が変化する時期に生起したといえる。 

 1988年 3月の南沙群島の周辺海域における衝突を取り巻く大国関係は以下の

ような経緯を辿った。1985 年 3 月に就任したソ連・ゴルバチョフ書記長は、つ

づく 7 月に中ソ関係改善を中国に対して呼びかけた。1986 年 7 月に中ソ軍縮会

議が開かれ、ソ連によるモンゴルとアフガニスタンからの撤兵が始まり、1987

年 10 月にカンボジア紛争の政治的解決について中ソ間の意見の一致があった。

一方でソ連は米国との核軍縮交渉を進め、1987 年 12 月に INF（Intermediate-

Range Nuclear Forces：中距離核戦力）全廃条約が締結されるに至り、米ソ関

係の改善が進んだ。また米国は 1985 年 1 月にレーガンの第二期政権が始まる

と、米ソ関係の改善に並行してベトナムとの関係改善に乗り出し、1988 年初頭

には議会においてベトナムとの関係正常化を求める意見が語られるようになっ
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た。1988 年の南沙群島の周辺海域における衝突は、それ以前の衝突を取り巻く

構造とは逆に、ソ連の影響力が低下する一方、米国の影響力が増大を始めようと

する最中だったとみることができる。 

 

（３）中国の海上行動能力（海洋渡航技術の発達、国内法の整備など）との連動 

 

 台湾、ベトナム、フィリピン、マレーシア、ブルネイといった中国を除く南シ

ナ海の沿岸各国は、CCOP の報告（先述）を受けて同海域の海底資源の調査・開

発を始めるとともに、12 カイリの領有権と 200 カイリ排他的経済水域宣言を行

い、島嶼に軍部隊を派遣して占領するなど、実効支配の強化による権益確保を図

った。しかし、文革などの混乱期にあった中国は対応が遅れ、本格的に南シナ海

に乗り出したときには、すでに東南アジアの沿岸諸国が南沙群島の大部分を実

効支配した後だった。しかも、中国の海洋渡航技術、とくに海軍の遠隔地におけ

る行動能力は低いレベルにとどまっており、西沙群島はまだしも、南沙群島の実

効支配を行ったり、海底資源の探索を支援したりするのは困難だった。 

 中国は 1970 年代に南沙諸島の領有への関心を強め、1974 年に南ベトナムと

の衝突の結果西沙群島を獲得すると、同地を軍事拠点化し、さらに艦艇の建造に

力を注いだ。 

中国は 1980 年に初めて航空機による南沙群島上空の偵察活動を行い、続いて

漁船による偵察を行った。さらに 1983 年から 1984 年にかけて、南沙群島の周

辺海域において海軍による航海訓練、科学調査を行い、1984 年 5 月 31 日第 6

期全国人民代表大会第二回会議で、海南行政区の設立に関する決議が採択され

た。これにより、西沙・南沙・中沙の各群島は、同行政区の管轄下に移った。1987

年には南沙群島の周辺海域における軍事演習を行った。その翌年南沙群島にお

ける中越間の衝突が発生し、結果中国はベトナムの支配していた南沙群島の島

嶼を獲得するに至った。 

 

（４）軍隊同士の死傷者の発生を伴う衝突 

 

 1974 年、1979 年、1982 年、1988 年の事案は、西沙・南沙群島の島嶼の支配

をめぐる、中越両国の海軍による軍事衝突である。この際、それぞれの事案で数

十名から 100 名以上の死傷者や行方不明者が発生した。 

中国は再三にわたり、南ベトナムに対して南沙および西沙群島の正統な領有

権を主張していた。1974 年 1 月から西沙群島周辺海域での中国漁船と南ベトナ

ム軍の衝突が頻繁に発生するようになった。つづいて中国海軍が進出するよう

になり、南ベトナムは中国の艦艇に対して艦砲射撃と、航空機による爆撃を行っ
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た。中国は航空機による爆撃を行って、西沙群島に展開する南ベトナム軍を壊滅

させ、さらには西沙群島に上陸し、その結果、中国は西沙群島を占領、実効支配

するようになった。これによって、南ベトナム兵 100 名以上が死傷した(7)。 

1979 年 1 月に中越戦争が勃発すると、西沙群島でもその対立が深まった。4

月 10 日、ベトナム側の 3 隻が哨戒中の中国船に対して発砲し、その結果、ベト

ナム軍事要員 24 名が拘留された。その後、中越両国が主権の正統性に関して主

張する文書の発表と声明が繰り返された。1982 年 3 月 3 日には再度交戦が行わ

れ、西沙群島海域で操業中の漁船 11 隻がベトナム砲艦 2 隻からの発砲を受け 18

名が行方不明となった。翌 4 日、中国の西沙群島守備隊によってベトナム側の

偵察船が拿捕され、10 名が拘留された(8)。 

1985 年 12 月に胡耀邦中国共産党中央総書記がヘリコプターで西沙群島・南

沙群島の状況を視察した。1987 年 5 月、中国海軍は南沙群島海域で大規模な軍

事演習を行った。同時並行的に西沙群島にヘリポートなどの施設の整備、戦車部

隊の駐留などを行い、1988 年には、2600 メートルの滑走路を構築し、南沙群島

の攻撃への足掛かりを築いた。同年 2 月、科学観測所の建設を目的として南沙

群島の永暑礁に艦隊を派遣し、約 8000 ㎡の人工陸地を造成した。中国およびベ

トナムとの間で緊張が高まり、3 月 14 日に南沙群島の海域での中国艦 3 隻、ベ

トナム輸送船 3 隻による交戦が行われ、その結果、ベトナム側の水兵約 70 名が

死亡し、輸送船 2 隻が破壊された。11 月には再度中国の駆逐艦と、ベトナム艦

艇の間で交戦事件が発生した(9)。 

 

第 2節 クリントン政権当時の紛争事案 

 

１ ミスチーフ礁占領事案の特徴 

 

・ ASEAN 諸国の警戒心の高まりと強硬な対応 

 

1992 年 2 月に中国の「中華人民共和国領海および接続水域法」（以下、「領海

法」）が施行され、そのなかで、中国の領土として南シナ海の南沙諸島（南沙・

西沙・東沙・中沙の各群島）が明記された。領海法は、領土に連接して設定され

た接続水域において、中国の法律に違反する外国船舶に対し、軍艦、軍用機など、

政府に授権された船舶・航空機をもって追跡する権限を与えるものだった。言い

換えると、中国の領海法は南沙諸島の実効支配にともなった軍事行動に法的根

拠を与えるものであり、ASEAN 諸国の危機感を高めることになった。 

領海法の施行から 3 年後の 1995 年 2 月に中国軍の部隊によるミスチーフ礁
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の占領状態が、フィリピン海軍によって確認された。ミスチーフ礁は南沙群島の

東端、フィリピン南部のパラワン島の西方の沖合という、南沙群島の中でもフィ

リピンに比較的近い海域であり、従来からフィリピンが領有を主張していたが

未占領だった環礁である。このためミスチーフ礁を巡る軍事衝突が生起し、中国

が西沙群島の拠点との間の航路を確保しようとする場合、南シナ海における外

国船舶の安全な航行を制約する可能性が生じる。 

これまで中国による南沙諸島占領の試みはベトナムが領有を主張する西沙群

島、および南沙群島の西側部の島嶼に限られていたが、この事案以降フィリピン

に影響が及ぶことになった。1992 年の在比米軍の撤退によって生じたパワーの

真空状態を中国が反応し、利用することによって活動地域を拡大したものと捉

えることができる(10)。 

フィリピンは、中国の占領に対して、哨戒艇を派遣し、中国がミスチーフ礁の

近隣の岩礁に敷設した石碑を破壊するなどにより対応したが、中国の占領状態

に変化はなかった(11)。ミスチーフ礁事案の発覚 1 か月後、ASEAN は「最近の

南シナ海の情勢に関する外相声明」を議長国であったシンガポールの主導によ

り発表した(12)。内容は、ミスチーフ礁の名称をあげ、事態に対する懸念を表明

し、当事者（具体的な国名は述べられなかった。） による早期の解決を促すとと

もに、南シナ海宣言の原則の順守を求めるものだった(13)。 

中国による領海法の制定とミスチーフ礁の占領によって、南シナ海紛争にお

ける中国との衝突はフィリピンにとどまらず、マレーシア、ブルネイといった領

有権を主張する国々だけではなく、南シナ海の南端に接するナツナ諸島の領有

権を主張するインドネシアやマラッカ海峡に隣接するシンガポールにも及ぶ可

能性が生じたといえる。すなわち、1970 年代から 1980 年代にかけて発生した

軍事衝突や、武力占領による権益の強奪が ASEAN 諸国に対して行われる可能

性である。ASEAN 諸国が中国の領海法制定と、ミスチーフ礁の占領に対して強

く脅威を認識し、ASEAN としては比較的強硬なメッセージを迅速に発信したの

は当然だったといえる。 

 

・ 米国議会における対中強硬策の議論 

 

当初、中国政府はフィリピン側からの抗議を無視していたが、最終的にはフィ

リピンとの協議に応じ、「南沙群島周辺海域での行動基準の原則」について合意

した。同原則には、武力の行使・武力による威嚇の禁止、国際法の原則による紛

争解決、紛争当事国による解決、航行の自由の尊重などが謳われたが、ミスチー

フ礁の占領状態に変化はなかった(14)。中国は、ベトナムとも、南シナ海以外の

陸上部分における領土問題の平和的解決について合意したが(15)、海洋における
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石油採掘上の紛争は激しさを増大させた。 

米国議会では、こうした中国の行動を「talk and take」（一方で対話を続けな

がら、占領地域を拡大している状況）と表現し(16)、南シナ海問題における中国

の活動を強く批判した。南シナ海問題における中国の活動を強く批判した。議会

からは政府に対して中国の軍事増強や、軍事演習についてより強い態度で臨む

べきという要望や(17)、中国の活動に対するクリントン政権の対応への不満から、

フィリピンを含む地域の友好国に対する軍事協力の提案などが行われた(18)。ま

た、事案発生から約 3 か月後の 5 月 19 日に下院国際関係委員会が提出した法案

「米国の海外における国益 1995」では、フィリピンをはじめとする南沙諸島の

領有権を主張する民主国家を対象とした軍事協力の所要について早急に調査す

るよう、政府に求める記述が含められた(19)。そのほかにも、議会における対中

強硬策の議論が活発化した理由として、議会で優勢を維持していた共和党が、南

シナ海紛争における中国の封じ込め及びフィリピンなどへの軍事協力に賛成の

立場だったことがある(20)。さらにその背景として関係正常化に伴いベトナム市

場へのアクセスを強化しようとする経済界から、南シナ海における中越間の衝

突の激化が懸念されたということも指摘されている(21)。 

ミスチーフ礁占領事案が発生した当時の米国内では、フィリピンの排他的経

済水域まで領有権の主張を拡大した中国の意図に対して議会のみならず、経済

界も警戒を強め、またクリントン政権の関与政策に対して不満の声があがるよ

うな状況だったといえる。 

  

・ 東アジアの同盟体制の信頼性への影響 

 

ミスチーフ礁の占領事案で、これまで中国・ベトナムという共産勢力間にとど

まっていた南シナ海紛争がASEAN諸国にまではじめて拡大することになった。 

西沙群島の例で中国が示したのは、島嶼を占領したあと、その島嶼を軍事拠点

化し、周辺を航行する船舶に軍事的な圧力をかける事態である。中国がフィリピ

ンの EEZ 内にあるミスチーフ礁を軍事拠点化した場合、フィリピンの安全保障

政策に影響を与えることになる。さらに軍事的な圧力が高まると、フィリピンは

経済、外交、米国との同盟についても中国に対抗する政策をとるのが難しくなる。 

米国は冷戦中、東アジアにハブ・アンド・スポークの同盟ネットワークを構築

し、米軍の展開によって、域内の軍事競争を抑止し、経済発展を可能にした。南

シナ海紛争において、米国の安全保障が機能しなければ、地域諸国は米国に依存

した安全保障政策を考え直す必要が生じる。地域諸国間の軍拡競争によって、東

南アジアの経済発展にも影響が及ぶ可能性が生じたといえる。 
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２ ミスチーフ礁拡張事案の特徴 

 

・中国の軍事力による占領地域の拡大 

 

1998 年 11 月、中国によってミスチーフ礁上の構築物に拡張工事が加えられ

ている状況をフィリピン軍が確認した。中国は軍事施設ではなく、漁民の避難施

設だと主張した。これに対しフィリピン側は明らかに軍事施設だと主張すると

ともに、フィリピン軍司令官は、中国によるミスチーフ礁の施設の拡張が判明し

た後、侵入する中国船を射撃するよう命じた。 

12 月、ローラバッカー（Dana Rohrabacher）米国下院議員が、ミスチーフ礁

周辺の視察を行い、中国海軍の南沙群島に配置された基地について、資源の埋蔵

可能性がある島々を包囲し、航路を通行する船舶を脅かすように配置されてい

るとの報告を議会で行った(22)。 

翌年 3 月、フィリピン軍は領有を主張しているリジー・ウェバー礁に中国に

よる新たな構築物を発見し(23)、同じ月の 22-23 日に開催された中国・フィリピ

ン外務次官会合において、フィリピン側が中国の工事に対して抗議を行った。 

 ミスチーフ礁の占領後、西沙群島でみられた中国の行動パターンから、ミスチ

ーフ礁の占領は初期段階であり、資材を搬入し地形を拡大したあと、比較的大規

模な部隊が展開できる施設を構築するということが予見された。実際にその行

動が確認されたことにより、南沙諸島全域への軍事力による占領地域の拡大と

いう中国の意図が常に一貫していることが明らかになったといえる。 

 

・安全保障問題における ASEAN の結束の限界 

 

 フィリピンは、1995 年に ASEAN に加盟したベトナムとともに、南シナ海域

における行動規範の策定を主導した(24)。1996 年 AMM 議長声明において、行動

規範の策定を支持する旨が初めて述べられた(25)。ASEAN は紛争解決の手段を

模索してきたが、各国の南シナ海における権益を確保しようとする行動に変化

はみられなかった。中国はミスチーフ礁における施設の増設を 1996年から 1998

年にかけて行った(26)。その間の 1997 年 3 月中国は、ベトナムが自国の大陸棚

と主張する海域に石油採掘プラットフォームを配置し、採掘を試みた(27)。 

1997年の AMMにおいてフィリピンは中国の活動に対する非難を議長声明に

盛り込もうと、ASEAN 諸国に同調するよう求めた。ARF 外相会議においてシ

アゾン（Domingo Siazon）フィリピン外務長官は、平和と自制の原則を訴える

だけでは不十分である、と主張した。フィリピンとしては、名指しには至らなく

とも、強い表現による活動の批判を議長声明に盛り込むことを意図していたが、
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それは実現しなかった。ホスト国であるマレーシア首相は、南シナ海紛争は二国

間で解決を図るべきであるとし、フィリピンの主張を支持しなかった (28)。翌

1998 年、ASEAN 首脳会議で策定された「ハノイ実行計画」において、行動規

範策定の推進が明記された(29)。 

1998 年の AMM においてフィリピンは「南シナ海行動規範」の採択を提案し

た。内容は、建造物の新設・拡張の凍結、領土的拡大の主張の凍結、規範の遵守

に関する半年毎の点検などであった(30)。しかし、案を支持したのはベトナムの

みであった。案が支持を得られなかった理由は、関係国の行動を強く制限する内

容について ASEAN 各国間の調整難航が予想されたためだった(31)。マレーシア

などは、条約のような内容であるため合意は難しいと主張した。フィリピンが政

治的なガイドラインに作り直し、作業部会で協議することとなった(32)。改定案

の内容は、原案では「建造物の新設･拡張を凍結」であった文言が、「新たな行動

を凍結」となっており、比較的穏やかな表現に変更された(33)。フィリピンは改

定案についてマレーシアと協議し、合意を得た(34)。フィリピンは ASEAN 非公

式首脳会議での採択を目指し、先行して行われた高級事務レベル会合で案の調

整作業を行った。ベトナム、マレーシア間での適用地域に関する意見の不一致が

あったものの、最終的な合意に至った(35)。次に ASEAN は、改定案について中

国と高級事務レベルの協議を行ったが、中国との意見の隔たりが大きいことが

明らかとなり、非公式首脳会議での採択を見送ることとなった(36)。その後中国

は、独自の行動規範の案を ASEAN に提示した。中国案の内容は、南沙群島の

みに適用範囲を限定、紛争海域における漁業の正当化などであり、一方で、

ASEAN 案が新たな行動の凍結を求めたのに対し、中国案は具体的な言及を避け

た点に相違があった(37)。結局合意には至らず、行動規範の案は ASEAN と中国

の事務レベルで引き続き協議されることとなった。 

 1995 年にベトナムが加盟した後の南シナ海紛争への ASEAN の取り組みは、

カンボジア紛争の際の一体となった取り組みと異なり、ASEAN 諸国間に意見の

食い違いが生じた。行動宣言への取り組みは、中国との争いの主な正面であるフ

ィリピンとベトナムが強硬な立場をとり、マレーシアが柔軟な対応を主張した。 

カンボジア紛争における秩序の混乱の原因は、域内国であるベトナムだった。

したがって、直接の被害を受けていた前線国家であるタイ・シンガポールと、中

国の影響力を懸念していたインドネシア・マレーシアの意見が異なっていたと

しても、結局は、前線国家の意見によって ASEAN が一致した態度を示すこと

ができた。 

一方、南シナ海での国家間の衝突の原因となっている主体は主に中国である。

中国は東南アジア諸国に対して伝統的に強い影響を及ぼしていたが、そういっ

たなかでも諸国間で及ぼす影響に強弱がある。中国系住民が人口に占める割合
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の高い国家では影響を強く受ける。また、経済的なつながりについても諸国間で

ばらつきがある。中国との関係によって多くの利益を得ている国家は、ASEAN

が示そうとする中国に対する強硬な態度に黙認するか、場合によっては反対の

意思を示すことになる。 

域外国を含む安全保障問題に ASEAN 諸国の一致した態度を示すことの難し

さが南シナ海行動規範への取り組みから明らかになったといえる。 

 

・中国の領有権に関する非妥協性 

 

1995 年にミスチーフ礁占領事案が生起してから、フィリピンによる中国との

領有権交渉は継続された。そのなかで、中国・フィリピン間の行動の原則に合意

するなどの成果もあった。しかし、そういった合意によって中国の行動が制約さ

れることはなかった。1997 年に入り、中国の行動範囲がフィリピン、ルソン島

の西約 230km の EEZ 内に存在する中沙群島のスカボロー礁まで拡大した。4

月フィリピン軍が、スカボロー礁で掲揚されている中国国旗を引き下ろし、フィ

リピン国旗を掲揚する事案が発生した。さらに 5 月に入り、フィリピン軍がス

カボロー礁付近で中国漁船を拿捕、中国漁民 21 名を拘束した。中国外務省報道

官は、20 日、フィリピンはスカボロー礁に自国の国旗を掲げる権利をもたない、

と述べた。ラモス大統領は、スカボロー礁がフィリピンの EEZ 内であり、中国

の行動は認められないとした(38)。 

11 月下旬に行われた APEC において、中国の江沢民国家主席とフィリピンの

エストラーダ大統領が会談し、最近の南シナ海における領有権紛争の悪化につ

いて協議した。両者は問題の解決に向けた委員会を設置し、緊張の緩和に向けて

努力することに合意した(39)。 

上記のような取り組みにも拘わらず、フィリピンは中国によるミスチーフ礁

拡張を未然に防ぐことはできなかった。中国にとって南シナ海・南沙諸島全域が

中国の伝統的な領域であるという認識について妥協することは考えにくく、法

的な拘束力を持たない地域諸国との合意は一時的な猶予としかなり得ない、と

いうことが明らかになったといえる。 

 

第 3節 ジョージ・W・ブッシュ政権当時の紛争事案 

 

１ EP-3事案の特徴 
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・ 中国の EEZ における外国軍の行動に関する立場 

 

1998 年 6 月、EEZ（Economic Exclusive Zone：排他的経済水域）及び大陸

棚法を施行した。同法の根拠となった国連海洋法条約では、排他的経済水域にお

ける沿岸国に認められた権利として、経済的な目的で行われる活動、海洋の科学

的調査に関する規制、許可、実施を認めている。また、「外国船舶・航空機は、

沿岸国の権利・義務に妥当な考慮を払う限り、公海と同様の航行、上空飛行、通

信などの自由を享受できる（同条約 58 条）」と定めている。 

これらに対し、中国の排他的経済水域及び大陸棚において海洋科学研究を行

う場合は、中国政府機関の許可を得るとともに、中国の法律、法規を遵守しなけ

ればならないとしている（9 条）。文面としては条約に準拠したものであるが、

中国政府は軍事情報収集も「海洋科学研究」であり、違法行為とみなしている。

また、中国は条約 58 条にある沿岸国の権利が本来であれば経済上の権利に限定

されていると解釈されるところを、安全保障上の権利を含むものと解釈し、さら

にそれらの権利を中国国内法で行使できるものと定めた（同法 11条及び 13条）
(40)。つまり中国政府は、EEZ 内における米国の情報収集活動が、中国の許可を

得るべき活動であるとして制限でき、さらに自国の軍・警察を用いて取り締まる

ことができるようになったということである。 

2001 年 4 月 1 日の事案の発生を受け、中国外務省の報道局長は、「米側に原

因がある。米軍機は（事故後に）許可なしに中国領空に進入し、中国の空港に着

陸した」「中国のEEZ上空における偵察飛行は中国の安全保障を脅かしており、

認められない」「米国は正式に謝罪するべき」と非難するとともに(41)、今後、事

故の補償問題について中国側が取り上げることを示唆した(42)。 

1992 年の領海法において南沙諸島全域を中国の領土と定めたほか、上記の

EEZ・大陸棚法の制定によって、中国の国連海洋法条約の解釈が特異であるとと

もに、国内法と法執行機関の実力によってそれを他国に強要する姿勢が明らか

にされたといえる。EP-3 事案は、ASEAN 諸国との間にとどまっていた南シナ

海における中国との衝突が、米国を対象として行われたものだといえる。 

 

・ ブッシュ大統領の対中政策   

 

 クリントン政権は一貫して中国に対して封じ込めではなく関与政策を行い、

ソ連のように敵対するのではなく、融和・協調路線によって国際社会に迎え入れ

るよう働きかけた。ブッシュ大統領は、選挙期間中、クリントン大統領が中国を

戦略的パートナーとみなしていたのに対し、戦略的競争相手（Strategic 

Contender）とみなしていた(43)。その主な理由は、累積する多額の対中貿易赤字
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によるところであったが、軍事力の拡大や、軍事的意図の不透明性に由来してい

るところもあった。EP-3 事案は米国に対抗しようとする中国の姿勢が明白とな

ったものであり、ブッシュ大統領の選挙期間中の主張の正当性が裏付けられた

ものととらえられる。 

 

・ 多発していた異常接近事案 

 

2000 年頃から、中国沿岸部の米軍による航空・海上偵察とそれに対する中国

軍の威嚇が続いていた。米軍は 2000 年の後半期から偵察機の活動を強め、週

4~5 回、中国沿岸から 80km 付近の空域を偵察していた。97~99 年は年 200 回

だったとされ、米側の関心が高まっていたことをうかがわせる。米軍が海南島周

辺の情報収集を行っていたのは、同島に構築中の潜水艦基地とその防空レーダ

ーが対象であり、中国軍はその情報を秘匿するため、妨害活動を活発に行ってい

たとされる(44)。 

これに対して米国側は、中国による追跡・妨害活動が 2000 年末から攻撃的に

なったとみていた。米当局者によると、2000 年 12 月から米偵察機の約 9m 以

内に近づく事例が 4 件発生しており、うち 1 件は、約 5m にまで近づいたと述

べている。米側から 2001 年初頭に中国外務省に対して「苦情」を申し入れてい

た(45)。 

一方で、EP-3 事案発生後も接近事象が継続した。中国の軍用機が、米国の

偵察機に至近距離まで接近する事案が 2001 年中に 2 回発生した。11 月 7 日、

中国のジェット機によって米空軍 RC-135 に約 300ｍの距離まで接近されたこ

とが、国防総省記者ブリーフィングで発表された。また東シナ海では空軍の

EP-3 に中国軍機が 150ｍの距離まで接近したことも明らかとなった(46)。 

事案の発生する数か月前から中国機が米軍機に対して危険な接近を繰り返し

ており、米側は、中国による何らかの事案が発生するのは時間の問題だったと

考えられていた(47)。事案後においても中国軍による接近事象が続いたこととあ

わせて考えると、EP-3 事案が米国政府の主張するような不慮の事故だった

り、中国軍の特定のパイロットによる個人的な危険行為だったりした可能性は

低いものといえる。 

 

第４節 オバマ政権当時の紛争事案 

 

１ インペッカブル事案の特徴 
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1990 年代末から 2000 年代にかけての中国は、ASEAN に対する協調的な態

度を示し続ける一方、自国の軍事力、特に海軍力の強化を行った。2008 年、南

シナ海に面した海南島の基地機能の強化が行われていることが報道された(48)。

2009 年、軍用艦を改造した漁業監視船が南シナ海海域に配備された(49)。2009 年

3 月、胡主席が人民解放軍に対し「国家の領土を断固として防衛せよ」と指示し

たとされる(50)。同年、米海軍の音響測定艦インペッカブルが中国によって活動

を妨害される事案が発生した。 

 

・ EP-3 事案以降の中国の軍事戦略の変化 

 

2001 年の EP-3 事案で明らかとなったのは、沿岸部における米国の情報活動

を妨げようとする中国の意図だった。ただし、それが何らかの戦略的な意図に基

づくものとは考えられていなかった。米国政府当局では、中国の首脳たちは米国

との敵対を望んでおらず、米国の頻繁な情報集活動に対する部隊または個人レ

ベルの極端な行動が直接の原因だと見なされていた(51)。 

その一方で中国の軍事戦略・軍事力の拡大に対する関心が高まった。米国政府

は 2000 年度予算において中国の軍事戦略の現状と将来について国防総省が議

会に報告する制度を確立し、年次報告を行うようになった。 

上記の制度に基づく 2009 年度の報告書によると、中国の国益が変化したのに

ともない、中国軍に求められる任務が拡大したと述べている。つまり、中国の経

済成長の基盤が、市場・資源への安全なアクセスであり、その防衛も軍の役割と

みなされるようになったということである。これを達成するための戦略として

「遠海防衛（Far Sea Defense）」が確立されたとする。これによると、中国の重

要都市と重要軍事基地の集中する沿岸部や海上交通路を防衛するために、第一

列島線（九州～沖縄～台湾～フィリピン～ボルネオ島を結ぶ線。）より遠方から

敵艦船などに対して巡航ミサイルによる精密攻撃やサイバー攻撃などを行うと

ともに、中国海軍自体は自国の EEZ の外側において行動するとしている(52)。 

EP-3 事案以降 2000 年代を通じて、米国政府当局は中国の海洋・軍事戦略に

対する関心を強め、調査を継続した。その結果、中国の軍事力の拡張が台湾事態

への対応を超えた目的と規模・能力を有しており、米軍の航行・活動の自由に対

抗する可能性が明らかになったものといえる。 

 

・ 中国の各機関の連携した活動 

 

2009 年 3 月 8 日、米海軍音響観測船「インペッカブル」が、中国の EEZ 内

にあたる南シナ海で航行し、中国潜水艦の行動を観測中のところ、中国船舶 5 隻
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（漁船、警備船）の危険な接近行為などによって航路を妨害された。この際、中

国船舶は、インペッカブルを包囲し、うち 2 隻の漁船が、50 フィート以内に接

近し、中国国旗をかざし、海域から退去するよう無線で命じた。危険を感じたイ

ンペッカブルが放水によって対応したところ、中国船はさらに 25 フィートの距

離まで接近した。インペッカブルの船長（インペッカブルは民間船員によって運

行されている。）が無線によって海域を離れるので、安全な航路を確保するよう

に伝えたところ、逆に中国船がインペッカブルの直前で停船したうえで、木材を

投棄し、インペッカブルが衝突を避けるためには停船せざるを得ないようにし

た。 

米国国防総省の報道官は事案の経緯を発表したうえで、中国は国際法を尊重

するべきであり、米国はこの海域における活動を継続すると述べた(53)。議会は、

その翌日（10 日）の公聴会の議題とし、ブレアー（Dennis Blair）国家情報局

長（National Intelligence Director）が、EP-3 事案以来、最も脅威の高まった

事案だと述べている(54)。 

インペッカブル事案の中国側の妨害行為において、中心的な役割を果たした

のは、漁政の公船と漁船だった。具体的には、漁政の巡視船が漁政局によって派

遣されたパトロール漁船 2 隻に指示し、インペッカブルの妨害に当たった。こ

の際、現場には中国海軍の情報収集艦が居合わせたが、妨害行為に直接参加しな

かった。つまり、妨害行為を国家海洋局の海監総隊や農業部漁業局という海上法

執行機関に実施させ、軍事的な事故や衝突を回避したということである(55)。こ

のことは、従来の複数に分散していた海洋における法執行機能が海軍も含めて

整理され、役割分担がなされているということを意味している。 

 

・ 中国・ASEAN 協議の進捗と遅滞 

 

 ASEAN では行動規範の草案について ASEAN 諸国間で異論が残っており、

中国との協議に移行できない状況が続いた。中国との交渉に先立ち ASEAN 内

で再度調整が行われることとなったが、高級事務レベル会合における調整は不

調に終わった。その原因の一つは、マレーシアが法的拘束力を伴う「行動規範」

に反対し、「行動宣言」の採択を主張したためであった(56)。マレーシアが主導し

て調整をすすめ、予定していた 2002 年 7 月の ASEAN 外相会議での採択は再

度見送られたが、同年 11 月の ASEAN 首脳会議において「南シナ海行動宣言」

が採択された。その直後に行われた中国との個別会合において、ASEAN と中国

は、行動宣言を共同で採択した。 

2002 年に ASEAN と南シナ海行動宣言を締結した後も、中国の南シナ海にお

ける独断的な活動が続いた。2002 年 6 月から 8 月にかけて中国は南シナ海に漁
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業禁止期間を設定し、関係国に遵守を強要した。これに対してベトナムが抗議す

るとともに、軍事演習を南シナ海において実施した(57)。さらに 12 月には、中国

は外国石油企業ハスキー・エナジー社と南シナ海海域における海底資源の共同

探査契約に調印した。 

2003 年に ASEAN は、域外国としては初めて中国とインドの TAC（Treaty of 

Amity and Cooperation in Southeast Asia：東南アジア友好協力条約）への加

盟を承認した。TAC は、東南アジア地域において友好親善関係と協力関係を確

立することを目指した条約であり、内政不干渉、領土保全、紛争における武力不

行使などを規定している(58)。また、中国は、域外国として初めて ASEAN の対

話パートナー（Dialog Partner）となった。ASEAN の意図は、中国を ASEAN

協議の枠組に取り込むことによって、中国の一方的な行動をある程度押さえ込

むことにあったと思われる(59)。 

ASEAN は、2004 年の「平和と繁栄のための ASEAN-中国戦略パートナーシ

ップに関する共同宣言の実行計画」の中において、ASEAN-中国共同による行動

宣言の実効性向上のための高級実務者会合と、その作業グループを設けること

について、中国と合意した(60)。しかし、ASEAN-中国による会議が継続的に実施

される一方、実効性向上のための協議は進捗しなかった(61)。 

行動宣言に合意した中国は、ASEAN 諸国との協調的な外交を積極的に行っ

た。特に主な係争国であるフィリピン、ベトナムとの 2 国間協議を継続的に行

った。その成果として共同資源探査に関する合意と中越間の陸上部分における

領土問題の解決がなされた。まず 2004 年 5 月に中国、フィリピン間で共同探査

について合意、次いで、ベトナムが合意に加入した。しかし、中国は係争海域に

おけるプレゼンスを高めるとともに、徐々に独自の活動を行うようになり、各国

が懸念を示すようになった(62)。2005 年 1 月に中国艦艇がベトナム漁船に対して

発砲し、9 名の漁民が射殺された。 

ASEAN と中国の間において行動規範の策定に関する協議は非公式の枠組で

継続していたが(63)、2008 年、2009 年に開催された首脳会議や、閣僚会議（Post 

Ministerial Meeting+1）の共同声明には、行動宣言に関する記述が含まれなく

なった(64)。つまり、行動宣言合意から 2009年ごろまでの間については、ASEAN・

中国間の作業グループ・高級実務者会合レベルにおいて議論の進展があったも

のの、具体的な合意に至らず、閣僚会議が進展を促すのに対して、それ以上協議

が進捗しない状況に対処できなかったといえる。 

2002 年の行動宣言の合意から、2005 年の共同資源採掘に関する合意までに

ついては、比較的平穏な状況が続き、ASEAN 諸国も中国を脅威とみなすことに

ついて否定的な反応を示すようになった。しかし、2000 年代後半から、中国は

再び独断的な行動を繰り返すようになった。 
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1990 年代末から 2000 年代の前半にかけて中国が ASEAN との協力関係を深

め、米国の影響力が相対的に低下した。中国のねらいが米国を地域から排除する

ことであるのは明らかだったが、対テロ戦争に関心が集中していた米国の反発

はほとんどなかった。2000 年代後半から中国はそれまでの協力的な態度から独

断的な態度へと転換し、行動規範の協議も停滞したが、経済的な依存度を高めて

いた ASEAN 諸国は中国に対して結束した態度を示すことも困難となった。 

 

・ 中国首脳の公式発言にみられる情勢認識と現状変更の意図 

 

中国指導者は、自国が対テロ戦争の勃発にともないアジア地域における戦略

的自由を得たと認識したとみられる。2002 年の第 16 回党大会において、江沢

民は「21 世紀初頭の 20 年は大いにできることをなし得る重要な戦略的好機」

であると述べた(65)。 

2006 年 8 月、中国政府内の高官らの参加する中央外事工作会議において、胡

錦濤は、中国が国家主権、安全保障、平和的な発展などを確保するために必要な

良好な国際関係の構築に努力すると発言している。2007 年の第 17 回党大会に

おいても胡錦濤が同様に、「中国として、困難も機会も多くあるが、機会の方が

困難よりも多くある」と発言している(66)。 

また、2007 年ごろから、中国は南沙群島海域における周辺国による漁業活動

に対する強硬な取締りを開始した。2007 年 7 月、中国艦船がベトナム漁船に対

して銃撃を加え、漁民 1 名が死亡した。同年 8 月、中国艦船がベトナム漁船 2

隻の船員 28 名を拘束する事件が発生した。 

中国の高度な経済成長と軍事の近代化に裏付けられた対外政策全般が現状変

更の意図をもつに至ったことを党大会の中国首脳による一連の発言が裏付けて

いる。その意図が最も明瞭に表れていたのが、東シナ海・南シナ海における中国

の領有権の主張に伴う行政・警察活動だといえる。 

 

２ 核心的利益発言の特徴 

 

・ 中国の戦略的意図の表出 

 

2009 年 5 月 7 日、国連の大陸棚限界委員会に提出するデータに、中国政府が

「U 字型ライン」入りの地図を添付した(67)。中国が公式かつ国際的に U 字型ラ

インを示したのも、またそれによって南シナ海のほぼ全域の領有権を主張して

いるとみられたのもこれがはじめてのことだとされる(68)。中国人民代表会議は、

2009年 12月 26日に領有を主張するすべての島々に対する広範な管轄権を政府
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に付与する島嶼保護法を制定した。これによって、中国当局が行う、海上の権益

を守るための行動が合法化されることになった(69)。2010 年 3 月 24 日、中国外

務省報道官が南シナ海について争う余地のない主権を有すると述べた。5 月の米

中対話において、戴秉国国務委員がクリントン国務長官に対して、南シナ海が核

心的利益である旨を伝達したとされる。これに対し、クリントン国務長官は、即

座に我々はそれを認められない、と返答したとのことである(70)。 

従来の中国の政治的・軍事的意図は、公文書などの限られた情報源からの推測

によるところが大きかった。中国の意図が公表されることのなかった理由は、鄧

小平の演説に起源を発するとされる「韜光養晦（国際社会において目立つことな

く、実力を高める）」に習い、米国などと正面から対立するような状況を回避し

ようとするためだったといえる。これに対して、中国は 2009 年頃以降、外交や

国内政治の場面においてその意図するところを公にするようになったものとい

える。 

 

３ スカボロー礁事案の特徴 

 

・ 中国による資源探査・妨害活動の活発化 

 

 2011 年 2 月からフィリピンの主張する領海内において中国の資源探査船によ

る探査活動が繰り返されていたところ、3 月、リード碓のフィリピンの原油採掘

船に中国の巡視艇 2 隻が接近し、採掘作業の妨害を行った。リード碓は、3.4 兆

立法フィートの天然ガス、440 百万バレルの石油が存在しているとされる。リー

ド碓は、カラヤーン群島よりもパラワン島に近くフィリピンの EEZ 内に位置し

ているにもかかわらず、中国・ベトナムが領有を主張していた。フィリピン軍は

1960 年代製の軽飛行機を 2 機派遣し対応した。航空機が到着したところで、中

国艇は退去したが、フィリピンの原油採掘船は航路を強制的に変更させられた

後だった(71)。フィリピン大統領は、インドネシア大統領とこの問題について協

議し、インドネシア大統領は、係争国間における衝突を停止するように呼び掛け

た(72)。さらに 5 月に中国側によるブイや杭などを設置する活動が確認された。

フィリピン政府は中国が南沙群島で建造物を構築しようとする活動が確認され

たとして、懸念を表明し(73)、6 月には中国の行為を領海侵犯であるとして、国連

に提訴した。 

他方で中国は、5 月と 6 月の 2 度にわたり、ベトナムの資源探査船の調査ケー

ブルを切断するなど、海底探査活動を妨害した(74)。5 月 26 日、ベトナムの EEZ

内で探査活動を行っていたベトナム船に対し、その曳航していた探査ケーブル

を 3 隻の中国の海洋監視船が切断する事案が発生した。この後、29 日及び 31 日
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にも中国船がベトナム探査船に接近する事案が発生したが、当時護衛していた

ベトナム船によって未然に阻止された。この間、ベトナムと中国政府間において

互いの行為を批判し、停止するよう求める応酬がなされた。また、今度は 6 月 9

日に、ケーブルを切断する装備をもった中国の漁船が、ベトナム探査船のケーブ

ルを切断しようとする事案が発生した(75)。 

2011 年前半に入り、中国の南シナ海における資源を確保しようとする活動は

急速に攻撃性を増大したものといえる。中国は、フィリピン・ベトナム両国の領

域で同時に探査活動を行い、また相手国の探査活動を妨害した。両国を同時に刺

激することによって中国に強硬な態度を示す利益を共有させることにつながる

ため、中国にとってもリスクのある行為であり、独断性を増大させたものと評価

できる。 

 

・ フィリピンの安全保障上の懸念の増大 

 

 ミスチーフ礁が南沙群島のなかでもフィリピン南部のパラワン島の西側沖合

だったのに対して、スカボロー礁は、首都マニラやスービック湾の所在するルソ

ン島沖合の中沙群島に位置する。スカボロー礁を占拠したことによるフィリピ

ン、米国に対する軍事的圧力は、ミスチーフ礁の場合と比較するとより強い圧力

を加えることになったものといえる。つまり、中国がスカボロー礁を確保し、そ

の他の島嶼と同じように領海を主張することになった場合、マニラ湾やスービ

ック湾を通航する船舶や艦船、マニラの民間空港やフィリピン軍が使用してい

るクラーク基地に発着する航空機などと中国軍が頻繁に係争する可能性を生じ

ることになる。 

 ミスチーフ礁占領・拡張事案以降、中国は ASEAN 諸国との行動規範の協議

に応じ、2002 年に法的拘束力の伴わない、南シナ海行動宣言に合意した。また

2003 年、中国とフィリピンは南シナ海における共同資源探査について合意し、

2005 年にはベトナムも参加することとなった。中国が ASEAN 諸国に対する協

調的な態度を継続する一方、南シナ海の取り締まり活動を強化し、さらに軍事力、

特に海軍力の強化を行った。2007 年頃から、南沙群島の周辺海域において中国

は、自国の国内法に違反した漁業活動に対する強硬な取り締まりを行うように

なった。7 月と 8 月に中国の警備艇がベトナム漁船に対して銃撃を行い、拿捕す

る事案が発生した。2008 年に南シナ海に面した海南島の基地機能の強化が行わ

れていることが報道された。2009 年、中国軍の艦艇を改造した漁業監視船が南

シナ海海域に配備された。フィリピン政府は、2010 年 12 月、中国が南沙群島

の島嶼において灯台建設を行っていると発表した(76)。 

こうした中国の動向の変化に対して、フィリピン政府は、ASEAN 諸国による
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行動規範の合意に向けた取り組みをリードする一方で、独自の海洋安全保障の

確立を試みることとなった。1981 年に国連海洋法条約を実行するための国内組

織を制度化し、その後幾度かの制度変更を経て、2007 年に海洋・太平洋問題委

員会（the Commission on Maritime and Ocean Affairs）を設置した。これは、

海洋問題の法制化に向けた政府内の各種組織間の調整を行う機関となった。さ

らに 2011 年 9 月に同委員会の機能に加え、すでに機能していたフィリピン軍の

南部沿岸監視（Coast Watch South）との発展的統合を行い、国家沿岸警戒シス

テム（National Coast Watch System）を設立した。同システムは、海洋政策に

関する戦略的指針を策定するとともに、各種行政機関がもつ海洋情報を統合し、

実際の海上での警備活動などの指揮・運用を行っている(77)。 

フィリピン議会が在比米軍基地協定の存続を否決したのは、冷戦の終結とソ

連の崩壊という戦略環境の変化によるものだった。ところが中国の軍事的な台

頭と南シナ海への進出によってフィリピンは新たな安全保障上の脅威にさらさ

れることとなった。中国がソ連と異なり米国と敵対していないため、フィリピン

政府としては南シナ海における領有権の主張はもちろん、EEZ における利益の

確保ですらも米国との同盟条約に依存できないという状況に陥った。このため、

フィリピン政府は、一方で上記のような自らの領域を管理できる軍事体制の整

備に取り組み、他方で中国との協議を独自に行い、領有権や資源探査について一

定の成果を得るに至った。しかし中国によるフィリピンの領有権を脅かす活動

は継続され、フィリピン国内では米中の代理戦争をフィリピンが引き受ける必

要はない、といった中国との対立を回避しようとする世論が存在しており、フィ

リピン政府の安全保障上の懸念は、鎮静化に向かうことはなかったものといえ

る。 

 

４ 軍事拠点化事案の特徴 

 

・ 中国の現状固定化の試み 

 

2014 年 2 月ごろから、南沙群島において中国が占領済みの島嶼を埋め立て、

陸地を拡大したうえで、軍事施設などの建設工事を行っているのが確認された。

2014 年 5 月 7 日、ベトナム政府は、中国がベトナムと係争する西沙群島海域内

にオイルリグを設置するとともに、作業船が展開しているのを確認したと発表

した。また、中国が、ベトナムの大陸棚に埋蔵する天然資源の採掘を行うととも

に、その周辺を多数の中国海軍の艦船が防護していると述べた。ベトナム政府は、

この件に関して、中国政府の高官との接触・協議を試みていると述べた(78)。 

2014 年 11 月に開催された中央外事工作会議では、習近平主席が「領土主権
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や海洋権益を断固として守らねばならない」と述べ、さらに「領土や島を巡る争

いを適切に処理する」よう指示している(79)。米国や ASEAN 諸国の批判に拘わ

らず、中国は 2015 年までに、南シナ海の 7 つの占領地域で埋め立て活動を実施

し、一部では滑走路や港湾などのインフラ整備を推進した(80)。 

中国による大規模な軍事拠点化は、従来からその他の係争国によって行われ

た埋め立て・施設構築とは規模や速度の面で全く異なるものだった。中国政府の

意図が実効支配の強化による占領状態の固定化であることは明らかだといえる。 

 

・ 中国を原因とする行動規範の策定協議の遅延 

 

2011 年 1 月に開催された ASEAN 非公式外相会議の報道発表では、南シナ海

について、（行動宣言が合意されてから）9 年間、作業グループレベルの交渉が

行われたにも拘らず、ガイドラインについて具体的な進展が認められていない

と指摘された(81)。議長国のインドネシア外相は、「状況を放置しておけば、混乱

が起きる恐れがある」との懸念を表明した(82)。 

 中国の独断的な行動の拡大が顕著になるのと時期を同じくして、米国のアジ

ア・太平洋地域への関心の転換が始まった。ASEAN は、停滞していた行動規範

策定の動きを再始動させることとなった。これらの国際政治上の動静の背景に

は、2008 年頃から始まった中国の国際的な地位の変動と、それに伴う ASEAN

の安全保障政策上の変化があったといわれる(83)。実際に合意された実行のガイ

ドラインの内容は、合意が比較的容易な海洋環境、疫病、越境犯罪などの分野に

おける協力について言及する一方、資源採掘や、軍事的緊張の緩和に関わる言及

はなかった。 

 2012 年、中国・フィリピン間のスカボロー礁を巡る対立が激しくなり、その

最中に行われた ASEAN 閣僚級会議では、45 年間の歴史の中で議長声明を発表

できない初めての事態となった。これは、中国の意図を受けた議長国であるカン

ボジアが、フィリピンの求める文言の挿入に対して強硬に反対したためだった
(84)。 

 この事態によって明らかとなったのは、ASEAN 諸国に中国の影響を強く受け

ている国家が強硬に反対することによって、ASEAN としての一致した態度を示

すことは非常に難しくなる、ということである。 

 

・ 国際海洋法の弱体化 

 

2013年 1月フィリピンは国際仲裁裁判所に中国の九段線の主張と占領した島

嶼の周辺に設定した領海・EEZ が無効であるとして仲裁の申し立てを行った。
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しかし、中国は仲裁裁判所に裁判の管轄権はなく、申し立てが無効であると主張

した。国際司法裁判所は中国の主張を審理し、裁判所に管轄権があるものと判断

を下したうえで、フィリピンの申し立ての審理を行うこととなった。しかし、中

国は態度を変更することなく、裁判は一方の当事者である中国が不在のまま行

われることとなった(85)。 

2016 年 7 月国際仲裁裁判所は中国の歴史的権利に基づく九段線の主張や、低

潮高地や岩の周辺に設定した EEZ には国際法上の根拠がなく、国際法に違反す

るという判断を下した。カービー（John Kirby）国務省報道官は、中比両国に対

して裁定の受け入れを求めるとともに、全ての関係国に対し挑発的な声明や行

動を避けるように呼び掛けた(86)。一方中国はこの裁定を受け入れず、無視する

姿勢を明らかにするとともに、米国の声明に対して厳重に抗議した(87)。 

 中国の行為の違法性は明らかになったが、仲裁裁判所の判決には強制力はな

いため、中国の行動に変化はなかった。むしろ、違法性が明らかになったにも拘

わらず、中国の立場が全く変わらないのであれば、強力な軍事力と経済力をもつ

大国であれば、国際法による制約を受けないという前例を作ったことになり、米

国の目指す国際法秩序に基づく安定した国際社会の構築は一層困難になったも

のといえる。 

(1) 1960 年代の CCOP が実施した調査によって、同海域での海洋資源特に石油資源の埋

蔵の可能性を示す結果が得られた。中国が領有を主張する南沙群島周辺の海域におい

て海底油田の開発可能性が示唆された。南シナ海の沿岸各国は、CCOP の報告を受け

て 1970 年代から同海域の石油開発を始めた。M. Parke, Jr., K. Emery, et al., 

“Structural Framework of the Continental Margin in the South China Sea,” CCOP 

Technical Bulletin, Vol. 4, June, 1971, pp. 103-142(浦野起男『南海諸島国際紛争史―

研究・資料・年表』刀水書房、1997 年、446-447 頁により参照); K. Emery, and Zvi 

Avraham, “Structure and Stratigraphy of the China Basin,” CCOP Technical 

Bulletin, Vol. 6, July, 1972, pp. 117-140. 
(2) 各国の主張及び実効支配している島嶼などについては、浦野起央『南シナ海の領土問

題【分析・資料・文献】』三和書籍、2015 年、166-216 頁を参照。なお実効支配の状

況は 2013 年現在の情報である。 
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South China Sea,” pp. 103-142.浦野『南海諸島国際紛争史』446-447 頁により参照; 
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140. 
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社、2015 年、108-116 頁。 
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第 3 章 クリントン政権第 1 期のベトナム・シンドローム

と事案対応 

 

第 1節 政策決定者のベトナム・シンドローム 

 

 本章における南シナ海紛争の政策決定者は、ロード（Winston Lord）国務次

官補（東アジア・太平洋担当）である。ロード国務次官補は、ベトナム戦争の当

初、国防省に勤務していた。彼自身、南ベトナムに介入し、北ベトナムからの侵

略から守ることは米国の国益であるとともに、米国の安全保障や、自由主義の防

衛、共産主義の拡大阻止のために正当化できるとの立場であったと述べている
(1)。 

一方、戦争の継続によって米兵や装備の損耗が高まるにつれ、ベトナム介入政

策への疑念が生じ、それが決定的となった機会が 1968 年のテト攻勢だったとし

ている。テト攻勢後、米軍の現地司令官が 15 万人以上の増派を求めた電報にシ

ョックを受け、交渉による終結を目指すべきとするハト派の立場に転じたと述

べている(2)。 

テト攻勢はベトコン・北ベトナム側の軍事的な失敗であったという評価が現

在では一般的であるが、当時の米国世論・政府当局者に心理的な衝撃を与え、政

府の見積もりが楽観的過ぎるという疑念を生じ、メディアも議会も政策に懐疑

的になったと述べている(3)。 

その後、国務省から国家安全保障委員会（National Security Council,以下

「NSC」）に異動し、終戦交渉に直接携わるようになった以降、穏健なハト派か

ら、明確なハト派の立場へと変化したと述べている。戦争は損耗が多く、政府は

状況を楽観的に捉えすぎだとみるようになった、としている(4)。 

当時を総括し、ベトナム戦争は喪失したものが非常に多かったが、良かった点

として、例えばインドネシアなどのその他の東南アジア諸国のために時間を稼

げたことがあったとしている(5)。また、1995 年の下院国際関係委員会アジア・

太平洋小委員会公聴会において、アジア・太平洋地域における 20 年間の安定と

繁栄が米軍のベトナム戦争における犠牲によって贖われたものである、とベト

ナム戦争の意義について言及している(6)。  

 以上のロード国務次官補の発言から、ベトナム戦争が反共を掲げて行われた

ことについては明確に支持している。特に、東南アジア諸国に共産主義が拡大す

るのを防いだことを評価している。その一方で、テト攻勢以降の米国の戦争政策
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については問題があったと見なしている。特に、軍事的手段による多くの損耗が、

政府と議会・大衆の間に信頼関係を失わせたことから、外交的手段を重視すべき

であったと考えている。 

これらから、ロード国務次官補のベトナムの教訓は「ベトナムを忘れるべき」

であったと考えられる。またロード国務次官補自身がベトナム戦争当時、国防省

や NSC といった戦争遂行に直接係る意思決定機関に勤務していたことから、そ

の教訓を強い信念として抱いており、米国が紛争への対応を求められるような

事象に当事者として直面した場合、意思決定に反映させる傾向が強いといえる。 

 

第２節 ミスチーフ礁事案に対する消極的関与 

 

１ ミスチーフ礁占領に対するロード国務次官補の脅威認識 

 

 1995 年 2 月にミスチーフ礁占領事案が明らかになった。同年 6 月のロード国

務次官補が証言を行った公聴会において、列席した議員が南シナ海における中

国の脅威を指摘するのに対して、国務次官補自身は脅威という表現を使用せず、

中国に対して封じ込め政策を行うことが自己実現的な予言となるとの懸念や、

冷戦時代の手法に回帰することの危険性を強調した(7)。彼のいう自己実現的な予

言とは、現実に存在しない脅威を、米国が封じ込め政策で敵視することによって

現実に米国の利益を損なう脅威を生み出しかねない、という意味である。 

 同年 10 月の公聴会では、6 月の公聴会からの変化として、中国の軍事的な脅

威に関する言及があった。具体的には、台湾、香港に加え南沙諸島の領有権主張

を行っていることが、周辺地域に大きな影響を及ぼしており、またこういった主

張は中国が覇権主義的かつ攻撃的な大国であることを示しており、地域諸国に

脅威を与えている、と述べた。また、それゆえに中国に対して関与政策を徹底す

るべきと述べている(8)。 

 1996 年 1 月、ロード国務次官補は、南沙群島の緊張が緩和された一方、領有

権問題が解決するのには多くの年月が必要と述べた。「中国が軍事力を強化して

いるのは、台湾と南シナ海が理由である。」「米国の対中政策は関与である。ほか

の国々も、中国が国際社会に取り込まれるように関与するべき。」「しかし、将来

的に中国がどのようになるかはわからない。そのときに適切に判断できるよう

にしなければならない」などと述べた(9)。ロード国務次官補は、事案生起後の比

較的早い時期には、脅威認識を示していなかった一方で、事案発生から約半年後、

10 か月後の公聴会では、中国が潜在的な脅威であり、中国の軍事力強化のねら

いが南シナ海に関する主張を他国に強制すること、中国の行動によって地域諸
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国に不安が広がっており、それを封じ込めによってではなく関与を通じて抑制

するのが米軍の役割である、と認識していたといえる。 

 

以下では、ロード国務次官補の認識の特徴を明らかにするため、他の政府高官

の認識と対比してみよう。 

まず、ナイ（Joseph Nye）国防次官補（東アジア・太平洋担当）はロード国

務次官補とともに南シナ海紛争の政策決定を行った人物である。1995 年 6 月の

公聴会においてナイ国防次官補は、もし中国を封じ込めようとするならば、中国

を完全に敵として扱うことになり、中国が友好的な大国になる機会を失うと述

べた。関与政策を採用することによって、安全な将来を得ることができると述べ

た(10)。ナイ国防次官補の発言はロード国務次官補のそれと概ね一致している。

一方、ナイ国防次官補は、中国の軍事力増強が強調されすぎているが実際の軍事

費の増大のペースは 40％程度で国内のインフレ率に一致したものでありまた

1980 年代当初からあまり変化がない、といったことや、中国の能力の拡大とそ

の野心的な意図とを同一視するべきではない、と発言している。そして、現に南

シナ海で起きている中国の行動については言及しなかった(11)。また、10 月の公

聴会では、同席したロード国務次官補が中国を明確な脅威として表現するのに

対して、それに同調することはなかった。かわりに 6 月の証言と同じように、た

とえば中国の軍事力の近代化は、50 年代・60 年代の兵器の入れ替えを行ってい

るといったことや、その近代化した能力をどのように用いるのかはわからない

と述べ、中国が発展途上であることを強調した。さらに中国を封じ込めるのでは

なく、関与するべき理由のひとつとして、南シナ海問題において重要な役割を果

たす可能性があるからとしており、中国自体が領有権紛争の激しさを増大させ

ているという視点を欠いた証言を行った(12)。ナイ国防次官補の発言は、ロード

国務次官補と比較すると、中国が潜在的な脅威に至らないことをより積極的に

説明しようとしているように読み取れる。ナイ国防次官補の中国関連の発言は、

ロード国務次官補にみられたような変化はなく、ここに記した内容で一貫して

いた。 

ほかのミスチーフ礁占領事案に関連した発言をしている政府関係者として事

案発生の直後の 95 年 3 月にマッケ（Richard Macke）太平洋軍司令官は、中国

の遠洋作戦能力は現時点では米国の脅威とはならないとする一方で、ミスチー

フ礁で中国が何をしているのかは不明である、と述べた(13)。太平洋軍司令官は、

現場で事案の状況について詳細な報告を受ける立場にあったことから、比較的

事実に近い内容に基づいてコメントしているものとみなせる。 

 いくつかの公聴会におけるロード国務次官補の発言は、ミスチーフ礁占領事

案を受け、中国が潜在的な脅威であると見なしていたことを示している。 
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一方、ナイ国防次官補はロード国務次官補と比較し、潜在的にも中国が軍事的

脅威であるとする見方に反対の立場を維持した。ナイ国防次官補は政策決定者

ではないが、国防総省の南シナ海紛争への対応を実行する立場であり、ロード国

務次官補と同レベルの情報を得ていたと考えられるが、その状況認識には両者

の間でずれがあった。 

 

２ ミスチーフ礁占領事案に対する消極的関与 

 

（１）政策声明 

 

ミスチーフ礁の占領が明らかになった 1995 年 2 月 11 日の国務省スポークス

マンの発言は「フィリピンと締結している相互防衛条約は南沙群島に適用され

ない、米政府はいかなる領有権主張にも与しない、平和的に解決されることを望

む」というものだった(14)。米比同盟が南沙群島に適用されない、という条約の

解釈は、その後言及されなくなった。米国は南シナ海におけるフィリピンと中国

の領有権をめぐる衝突が条約の適用範囲の中なのか、外なのかについて公にせ

ず、米比の政府関係者間で認識の共有が行われ、それがフィリピン政府関係者か

ら公表されるという形式がとられた。 

95 年 5 月 10 日に、米国の南シナ海政策についてシェリー（Christine Shelly）

国務省報道官が以下のような声明を発表している(15)。 

 米国は、緊張が増大する南シナ海において独断的な活動の連鎖のパター

ンに対して懸念を抱いている。米国は領有権問題解決のために軍事力を使

用したり、威嚇に用いたりすることに強く反対し、全ての係争国に対し、

不安定を招きかねない活動の自制を求める。 

  米国は南シナ海の平和と安定の維持に変わらぬ関心を抱いている。米国

は、係争国に対し、問題解決志向で、他の係争国の利益に配慮した外交手

段を重視するよう求める。米国はそういった努力を行う係争国に対してい

かなる支援も惜しまない。米国は、1992 年の ASEAN 南シナ海宣言に対

する支持を再度表明する。 

航行の自由の維持は米国にとって基本的な関心である。南シナ海にお

けるすべての船舶と航空機の交通の自由がアジア・太平洋地域全体の平

和と繁栄に必要不可欠である。 

米国は、南シナ海におけるいずれの係争国のいかなる種類の領有権主

張にも与しない。しかしながら、米国は、国連海洋法条約を含む国際法に

抵触するような南シナ海における領有権主張や海上における活動に対し

て、深刻な懸念を抱いている。 
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声明の内容は以前から米国が示していた立場（①航行の自由の尊重、②武力の

使用への反対・平和的解決、③係争国による領有権主張には与しない）とほとん

ど同じであるが、航行の自由の維持に関する米国の関心を改めて明示したのは、

米国が係争国ではないものの、紛争の部外者ではないという主張を行ったもの

といえる。報道官は、この声明が、航行の自由への関心と懸念を表明したもので

あると述べた(16)。ロード国務次官補は、1995 年 5 月 19 日のバンコクにおける

記者会見で声明の内容を再度述べ、米国の関心が航行の自由であること、米国の

メッセージはすべての係争国に向けたものであり、特定の国を対象としたもの

ではないことを強調した(17)。また、5 月 30 日にも、記者会見で同様の内容を繰

り返した(18)。 

 ミスチーフ礁発生直後の国務省声明は、米国が中国によるミスチーフ礁の占

領による対応を決定するにあたって、米比同盟に拘束されない、という態度を示

したものだった。相互防衛条約は実効支配もしくは施政権の及ぶ範囲のみ適用

されると明記されており、ミスチーフ礁が条約の対象にならないということを

再確認した、ということである。 

 米国は、5 月の国務省声明によって航行の自由が米国の基本的な関心であるこ

とを明らかにした。南シナ海紛争における関心を示すことによって、どういった

場合に紛争に関与するのかを明らかにしたものといえる。しかし、この声明自体

は、対象を名指ししておらず、批判の対象となる行為についても明らかにしてい

ないため、紛争への対応行動としての関与とは言えない。 

 

（２）米中外交による関与 

 

 ロード国務次官補は、事案発生から約 1 か月後の 1995 年 3 月に北京を訪問

し、中国当局と会談した。その際、中国当局に対して、米国が南沙群島紛争の平

和的な解決を望んでいることを伝えた。また、同年 5 月に計画している南シナ

海における共同演習が、南シナ海紛争とは関係がないことを改めて説明したと

のことだった(19)。 

一方 4 月、クリストファー（Warren Christopher）国務長官は、中国の国防

大臣に南シナ海での緊張が高まることに、米国が強い関心を持っていると伝え

た(20)。 

 米国が次官補レベルではなく、閣僚レベルで、紛争への関心を伝えたのは、中

国の行動に制約をかけようとする関与のレベルを意識的に上げたものといえる。 

 共同演習が南シナ海とは関係しないと改めて述べたことをどのように理解す

るべきか。中国の行動に制約をかける一方で対立を望んでいないのであれば、何
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も言及しない、という方法も考えられる。これはロード国務次官補が、あえて紛

争への関与を軍事的に行わず、外交的に行うという傾向を示したものと考えら

れる。 

 

（３）米比同盟とは切り離した関与 

 

1995 年 3 月にマッケ太平洋軍司令官はフィリピンの公表よりも先に、中国軍

の部隊がミスチーフ礁に展開しているのを認識していた、と述べた。また、この

情報をフィリピンに伝えたのかについては答えなかった(21)。その後フィリピン

の軍事当局者は、米国から提供された衛星写真を見直したところ、前年の 8 月

に中国が占領・建築を始めていたことが分かったと述べている(22)。事案発生直

後の国務省の声明において、南沙諸島が米比相互防衛条約の適用範囲外である

と述べた(23)。ロス国防次官補代理（後の国務次官補）は、フィリピンに対して、

ASEAN でコンセンサスを図ることによって中国に圧力をかけるよう助言して

いる(24)。 

ミスチーフ礁占領事案を受けたフィリピンから関与の増大を求められたこと

への米国の一連の対応は、突き放しであったといえる(25)。米比同盟の適用範囲

とした場合、米国に防衛の義務が発生することになり、紛争に巻き込まれること

になる。これらの懸念からフィリピンを突き放し、地域諸国での平和的な手段に

よる解決を提案したものと考えられる。 

しかし、事案が公になった直後に同盟条約の適用範囲外という声明を発表し

たのは明らかに同盟の信頼性を損なうものだった。その他のアジアの同盟関係

にも影響を与えかねない声明だったといえる。もし、マッケがいうように中国の

行動について事前に情報があったのであれば、米国に関与の可能性がないこと

を非公表で伝えることも可能だったと考えられる。 

 

（４）ASEAN を通じた関与 

 

ミスチーフ礁事案は、南シナ海紛争が、同盟国であるフィリピンに拡大したこ

とを意味し、米国として全く関係がないとはいえない状況になった。国務省の政

策ステートメントは、米国の関心が航行の自由であるとし、紛争に関与する意思

を示すものだった。 

すでに述べたとおり、クリントン政権は多国間制度による地域秩序の構築を

政策目標として掲げており、ARF を南シナ海紛争の協議の場として選ぶのは至

極当然のことと言えた。 

例えば、1995年の ARFに参加したロード国務次官補は記者の質問に答えて、
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ARF に安全保障対話としての組織を越えて、問題の解決に向けた実務的な活動

ができるようになるべきと述べた。しかし、南シナ海問題の解決に向けた交渉は、

ARF では行われないだろうとも述べ、その当時の時点における紛争解決能力に

限界があるものと評価した。将来的に ARF のメカニズムに地域諸国が信頼をお

くようになれば、議論だけでなく、交渉も行われるようになるかもしれない、と

述べた(26)。また、1996 年の ARF における報道からの質問に答えて、ARF はま

だ初期の段階であり、紛争解決には十分な組織とは言えないと述べている。 

ロード国務次官補は、ARF や ASEAN が問題を解決できる組織でないと理解

していた。また、組織の性質が短期間で改善されるとも考えていなかった。恐ら

く、ASEAN や ARF の機能を強化するには、相当な期間とエネルギーが必要で

あると認識しており、一方でその機能強化を実行するのが米国であるとも思っ

ていなかった。 

このようにも言い換えられる。ロード国務次官補は外交的な手段によって、米

国の国益を守るべきという考えを持っており、この観点から ASEAN や ARF の

役割が重視された。しかし、ASEAN は小国の集まりであり、その意思決定はコ

ンセンサス方式である。そのような地域組織に米国の国益を委ねることが不適

切だと判断したものといえる。 

ロード国務次官補の ARF の紛争解決能力に懐疑的な考え方は、クリントン政

権のなかで例外的な立場だったといえる。クリントン政権の特色として、多国間

主義を重視するということがあった。1993 年 7 月にクリントン大統領が提唱し

た「新太平洋共同体」構想は、ブッシュ政権期よりも具体的かつ明確なかたちで

アメリカのアジア太平洋地域主義への積極的参画の姿勢を示したものであり、

またアメリカの考えるあるべき太平洋地域像を打ち出したものであった。 

冷戦終結まで、アメリカはアジア太平洋地域における多国間枠組みの創設に

対して強い警戒感を抱いていた。冷戦中、ソ連が同地域での多国間制度のイニシ

アティブを提唱したが、これは共産主義勢力拡張を目的とし、アメリカの 2 国

間同盟関係の弱体化とアメリカを排除した排他的ブロックの構築を目指してい

たため、アメリカの国益に反すると考えられていた。また、アメリカ自らが主導

して多国間安全保障制度を試みたが、南アジア条約機構（SEATO）、中央条約機

構（CENTO）、アメリカ・オーストラリア・ニュージーランド３国による ANZUS

条約はいずれも機能しなかった。冷戦終結後、クリントン政権に入ってからこの

流れに変化が訪れた。ロード国務次官補は、同政権のアジアにおける 10 の重要

政策目標の一つに多国間安全保障対話の推進を挙げた(27)。1993 年 7 月、クリン

トン大統領は「太平洋共同体」構想の柱の１つとして、これを正式に発表した。

それが 1993 年のアセアン拡大外相会議（ASEAN PMC）や、同年秋のアジア太

平洋経済協力会議（APEC）首脳会議、翌 1994 年の ASEAN 地域フォーラム
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（ARF）という形で実現した(28)。 

 占領事案発生直後の国務省の政策声明は、米比共同防衛条約において南シナ

海の事態は対象外であると述べるものであり、つぎに発表された国務省の政策

声明は、南シナ海の航行の自由が米国の重要な関心であると明示するものだっ

た。これらは、米国の南シナ海紛争における立場や、関与の意思を示したものと

いえるが、他国の主権や行動を制約する関与とは言えない。一方、米中外交の場

面で南シナ海紛争がテーマとしてあがったこと、それが、次官補のレベルにとど

まらず、閣僚レベルで行われたことは注視する必要がある。 

 他方、米比同盟や、ARF を通じたミスチーフ礁事案への関与はほとんど行わ

れなかった。米比同盟に関して米国は、事案直後の国務省の声明において適用範

囲外であることを再確認し、フィリピンを突き放した。結局フィリピンは中国と

の直接交渉を行い、行動規範について合意したものの、内容的には今後の二国間

交渉の枠組みについて確認するにとどまった。ARF 閣僚会議では米国も参加し、

南シナ海についての協議も行われたが、紛争解決に影響を及ぼすことはなかっ

た。 

 

 

考 察 

  

 まず、ロード国務次官補と、ナイ国防次官補の間に生じた認識の一致と相違に

ついて論じる。心理的環境の観察機会として、1995 年 6 月と同年 10 月に行わ

れた公聴会があった。6 月の両者の発言から脅威認識を読み取ることはできなか

った。一方 10 月の発言では両者に相違が生じた。ロード国務次官補が明確に中

国を脅威とみなす発言をしたのに対して、ナイ国防次官補は中国の後進性など

を挙げ、中国を脅威とみなす発言をしなかった。これらの点について説明を試み

ると、6 月の発言で両者に脅威認識に類する発言がなかったのは、ミスチーフ礁

占領事案の展開が理由だと考えられる。ミスチーフ礁占領事案は、1995 年 2 月

に発覚した中国の占領行為によって始まっているが、その後しばらく、事案の展

開があった。それは、中国・フィリピン間の協議（8 月：行動規範への合意）が

あり、ASEAN・ARF による声明の発表（3 月・7 月）があり、米国国務省の声

明発表（5 月）があった。この展開をみると、6 月の時点では、それぞれの展開

に対する中国の反応が明らかになっていなかったことがわかる。なお、米比間の

協議と ASEAN の声明の発出が米国にとって不満の残る結果に終わったのは事

例で触れたとおりである。つまり、6 月の公聴会では中国を脅威とみなすに足る

客観的と思える証拠がなかったことになる。以上が、6 月の公聴会で両者から脅



 68 

威認識に関する発言がなかった理由である。つぎに、10 月の公聴会で両者の発

言に相違が生じた理由について、ベトナム・シンドロームの相違によって説明す

る。 

まず、客観的な現実と両者の認識の関係について明らかにしたい。ロード国務

次官補は、中国の攻撃的な姿勢が地域諸国に不安を与える脅威であるとみなし、

他方、ナイ国防次官補は中国が地域諸国に脅威を与える主体とみなしていない。

このことから、客観的な現実とロード国務次官補の状況認識の間にずれはなく、

他方、客観的な現実とナイ国防次官補の状況認識の間にずれがあったというこ

とがわかる。これらのずれの有無について、ベトナム・シンドロームによって説

明をしてみたい。まず、客観的な現実とロード国務次官補の状況認識の間にずれ

がなかったことについて考察を行う。この観察結果は、ベトナム・シンドローム

が作用しなかった結果としてずれが生じなかったと説明できる。 

 

ロード国務次官補の教訓は「忘れるべき」であるが、とくに紛争解決における

軍事的手段の使用に批判的であるという特徴があった。つまり、ロード国務次官

補のベトナムの教訓は、現実の中国の行動を認識するうえで障害とはならなか

った。これはなぜかというと、ロード国務次官補が得た情報が、中国の軍事力の

後進性を伝えていたからである。言い換えると、「忘れるべき」の教訓の持ち主

であるロード国務次官補は、このような状況において、中国を地域諸国にとって

不安・脅威を与える存在であると正確に認識する。これは、次のように説明でき

る。認知的一貫性の理論によると、厳しい意思決定を迫るような状況を示す情報

の重要性が無意識のうちに低くみなされる。軍事的関与の必要性があるという

状況は、ロード国務次官補にとって厳しい意思決定に直面する可能性を意味す

る。なぜならばベトナムの教訓に基づくと、軍事的関与は、政府の信頼性を損な

う可能性の高い手段だからである。しかし、この事例では、軍事的関与の可能性

が低いことを示す情報が与えられた場合である。この場合には、認知的一貫性の

理論によって、認識にバイアスがかかることがない。したがって、客観的な事実

と、ロード国務次官補の認識の間にずれが生じないことになる。以上が、ベトナ

ム・シンドロームが作用しなかった場合である。 

つぎに、現実の環境とナイ国防次官補の状況認識のずれについて検証してみ

る。まず、簡単にナイ国防次官補のベトナム戦争関連の資料からベトナムの教訓

を読み取ってみる。ナイはベトナム戦争期間中、ハーバード大学の教職をとって

おり、戦争に直接関与していないとみられる。ベトナムの教訓に関する記述を著

書から抽出すると、「ベトナムを忘れるな」の傾向が読み取れる。国際関係論全

般について論じる中で、ベトナム戦争の反共目的自体がベトナム人民のナショ

ナリズムや民族自決のための闘争という視点を見逃したものだと批判している。
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また封じ込め政策が、ケナン（George Kennan）の構想した「ソ連のパワーを封

じ込める手段」から変化し、イデオロギー対決となってしまった。これによって

ベトナム戦争においても、米国が直接関与し、共産主義イデオロギーを封じ込め

なければならないという心理に陥ってしまい、共産主義国間の民族的相違を軽

視する誤りを犯すに至ったと批判した(29)。また、別の著書では、ベトナム戦争

が海洋部 ASEAN 諸国の共産化を防いだという評価があるのに対して、米国の

国力の衰退を招いたのがベトナム戦争であるとし、東アジアの力のバランスを

イデオロギー対立ではなく、民族主義者間の小競り合いとみなすべきだったと

述べている(30)。ナイの「忘れるな」の特徴は、東アジアにおける民族的対立を、

イデオロギー対立と誤認し、米国という卓越した大国が自ら関与することを戒

めたものといえる。 

ミスチーフ礁事案に対するロード国務次官補とナイ国防次官補の認識の内容

の相違は次のようなものだった。マッケ司令官のコメントによると、当初のミス

チーフ礁の状況は、現場でもその詳細が不明だった。ロード・ナイ両次官補の公

聴会での証言は、そういった情報の不足する中で、中国の行動を敵対的なものと

決めつけることに危機感を覚え、議会の姿勢に異論を呈したものと捉えられる。

しかし、中国とフィリピンによる現場での衝突や、交渉に関する情報がもたらさ

れる中で、両次官補の間で異なる認識が生じたと考えられる。一方のロード国務

次官補が南シナ海における中国の存在が地域諸国にとって脅威であると指摘す

る一方で、同じレベルの情報に接していると考えられるナイ国防次官補が中国

による南シナ海の行動を評価することなく、中国が地域諸国に不安や脅威を与

える存在ではないものと判定していた。 

客観的現実とナイの状況認識の間のずれは、ベトナム・シンドロームによると

次のように説明できる。ナイ国防次官補の教訓は「忘れるな」であるが、とくに

東アジアの民族的対立を見誤って米国が関与することに批判的であるという特

徴があった。つまり、ナイ国防次官補のベトナムの教訓は、現実の中国の行動と

地域諸国に与える脅威を認識するうえで、フィルターを掛けたものと説明でき

る。言い換えると、「忘れるな」の教訓の持ち主であるナイ国防次官補は、この

ような状況において、米国の関与の必要性を、その他の政府関係者に比較して低

く認識する傾向があるといえる。これは、次のように説明できる。上でも述べた

が、認知的一貫性の理論によると、厳しい意思決定を迫るような状況を示す情報

の重要性が無意識のうちに低くみなされる。中国が地域諸国にとって脅威とな

る状況は、ナイ国防次官補にとって厳しい意思決定に直面する可能性を意味す

る。なぜならばベトナムの教訓に基づくと、共産主義の大国である中国との対

立・封じ込めは、米国の卓越した国力を失うことにつながる可能性が高いからで

ある。 
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つぎに、ロード国務次官補の脅威認識と米国の採用した単独的・消極的関与に

ついて考察する。 

ロード国務次官補は、ミスチーフ礁占領事案に消極的に関与したものと判定

した。その際に、重視した手段は、米中間の直接的・単独的な外交手段だった。

この対応は多国間による手段を比較的軽視している点でクリントン政権の中で

は例外的だったといえる。クリントン政権は積極的多国間主義といわれるとお

り、多国間外交を活用する新たな秩序の構築を標榜していた。そういった文脈の

中で、ロード国務次官補も南シナ海紛争への対応に関するワークショップを評

価する発言も行っている(31)。しかし、ある場合には、ASEAN や ARF の能力に

対して疑問を呈することも見られた。 

この例外的な手段の採用について、ベトナム・シンドロームでは、以下のよう

に説明できる。「忘れるべき」の教訓がもたらす信念として政策の主体性の保持

がある。ベトナム戦争は反共目的の側面と同時に、インドシナ半島の内戦に巻き

込まれたという側面もある。「忘れるべき」の教訓は、たとえ関与の目的が正し

い場合であっても、東南アジアの中小国の争いに巻き込まれた末に泥沼の事態

になることを避けるべきであり、そのため政策の主体性を保持するべきだとい

う内容を意味している。 

一方で南シナ海紛争における米国の立場は航行の自由という面を除けば、第

三者であり、当事者ではない。他方、南シナ海紛争で利益を争っている主体は中

国と ASEAN 諸国の紛争当事国である。加えてかつてのソ連とは異なり、中国

が関係国にとって共通の脅威ではなく、米国にとっても経済などの面では深い

関係がある。つまり、米国が自らの利益を守ることのみによって紛争解決を目指

したとしても、関係する紛争当事国の利益を代表しないのであれば、地域として

の紛争解決にはつながらない。したがって、地域としての紛争解決を目指すので

あれば、第三国と協議のうえで手段を決定するほうが合理的だといえる。つまり、

本事例の場合、紛争解決のために間接的な手段を選択する方が合理的な状況だ

といえ、状況に拘わらず単独的な手段を選好したのは、ベトナム・シンドローム

の作用だといえる。ロード国務次官補は、「忘れるべき」の教訓を、当時の政策

決定に携わる立場で獲得しており、その影響を「強く」受けている。したがって、

政権全体として多国間を重視する傾向にある中で、特異的に米中外交というイ

ニシアティブを保持できる手段を重視し、その一方で ARF といった多国間の手

段による関与を比較的軽視、または ARF の実力に応じた対応をとったものとい

える。 
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第 4 章 クリントン政権第 2 期のベトナム・シンドローム

と事案対応 

 

第 1節 政策決定者のベトナム・シンドローム 

 

ロス（Stanley Roth）国務次官補（東アジア・太平洋担当）の経歴は 1975 年

に国際関係の修士課程を修了後、43 歳で国務次官補に就任するまでの間のうち

18 年間、アジア専門家として政府・議会関係の仕事に従事したというものであ

り、直接的なベトナム戦争の経験はない。最初は民主党のソラーズ（Stephen 

Solarz）下院議員の外交政策アシスタントとして、つぎに下院アジア・太平洋小

委員会のスタッフとして連邦議会に勤務した。クリントン政権が始まって、最初

の 2 年半、国防次官補代理として国防総省のアジア政策の形成に関与するとと

もに、NSC におけるクリントンのアジア政策アドバイザーだった。その後、18

か月間、シンクタンクで紛争解決に従事した(1)。 

ロスのベトナムの教訓に関する信念は直接的に詳らかにされていない。そこ

で、大学終了後に最初の職業に選んだソラーズ議員の政治的姿勢と、ロス自身の

勤務経験から読み取ることとする。この理由は、大学終了後の学生が政治関係の

職を得るにあたって、自らの思想・信条と大きく乖離している政治家のスタッフ

になることはあまり考えられず、むしろ思想的に非常に親和性のある政治家を

選ぶと考えられることと、その分野の仕事に就いた初期段階での経験は、後年の

仕事上の考え方を方向づけるという点で、その他の段階での勤務よりも大きく

影響していると考えるからである。 

ソラーズは反戦活動家としての経歴を持ちニューヨーク州議会議員を 1969

年から 1974 年まで務めた。その後、1974 年にニューヨーク州選挙区から下院

議員選挙に立候補・当選し、1993 年まで下院議員を務めた。ソラーズはニクソ

ンスキャンダルによって大きく議会内の勢力図が変化するなかで当選し、外交

委員会でとくに米国の紛争現場で議員外交を精力的に行った(2)。 

ソラーズは通常の下院議員が内政に強い関心を持つのに対して、外交政策に

強い関心をもって取り組んでいた(3)。フィリピンでベニグノ・アキノ（Benigno 

Aquino Jr.）議員が暗殺されると、レーガン大統領にマルコス政権から距離をと

るように提言するとともに、その後のコラソン・アキノ（Corazon Aquino）政

権の擁立を支持した。ソラーズがリーダーシップを発揮し、外交委員会アジア太

平洋小委員会で、マルコスの隠し口座問題を公聴会で追求していた際に、政策ス
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タッフから転身したロスが委員会の主任スタッフ（Staff Director）を務めてい

た。 

ソラーズはまた、1975 年にカンボジアを訪れて、クメール・ルージュの圧政

に関心を持った。自身の回想録の中でクメール・ルージュが台頭した原因が米国

のベトナムの関与にあったとし、関与政策の逆効果を認識したと回想している
(4)。1980 年にもインドシナ半島を訪れているが、この際ロスが随行しており、

ロス自身が、爆撃の跡が至る所に残っているベトナム国内の市街地などの惨状

にショックを受け、ベトナム難民に関心を持ったと述べている(5)。ロスは国務次

官補としてベトナム山岳民族の人権問題に尽力しているが(6)、このことからもソ

ラーズ議員のスタッフとしての経験が影響していることがうかがえる。 

ロスのベトナム戦争への言及は限られており、上記の内容も間接的である。そ

のなかでベトナムの教訓について推察すると、以下のようになる。ロスがベトナ

ム戦争に直接かかわることはなかったものの、議員スタッフとして難民問題に

かかわり、現地においてベトナム戦争の惨状を経験し、議員自身が関与政策を否

定的に評価していたことなどから、反共政策の是非という観点とは別に、ベトナ

ムの誤りを繰り返すなという教訓を（直接戦争に関わったものと比較すると弱

く）共有していたといえる。 

 

第 2節 ミスチーフ礁拡張事案に対する静観 

 

１ ミスチーフ礁拡張事案に対するロス国務次官補の静観 

  

 1998 年 5 月（拡張事案が公になる半年前）、下院国際関係委員会東アジア・太

平洋小公聴会においてロス国務次官補は、「ミスチーフ礁は、南シナ海問題がエ

スカレートする潜在力を持っていることを示している。米国は、インドネシアの

主催する非公式ワークショップを支援し、地域の外交プロセスを強化するよう

努めてきた」と述べている(7)。同様の発言を 6 月 19 日の記者ブリーフィングで

も同様の発言を行っている(8)。当該ワークショップは、1990 年の設立当初は、

係争国が積極的に参加する姿勢を示し、1992 年の南シナ海宣言については、そ

の素案を非政府レベルで合意するなどの成果をあげた。しかし、領有権問題の解

決や、資源管理の問題では中国の参加者が反対し合意を得ることができなかっ

た(9)。 

 1998 年 11 月、中国がミスチーフ礁の構築物を拡張工事していたことがフィ

リピン軍によって確認された。1999 年 2 月、下院公聴会において、ローラバッ

カー議員から南シナ海の中国の活動に関する質問が行われた。同議員は、この公
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聴会の以前（前年の 12 月）に、ミスチーフ礁を上空から視察し、ヘリパッドの

存在を現地で確認しており、中国の軍事力を背景とした独断的な行動が、地域の

秩序を脅かしていると主張していた(10)。質問に対してロス国務次官補は「中国

の建設は小規模なものであり、たいしたことではない。南沙群島は大半が無人の、

取るに足りない（two-bit little）場所だ。米国の国益の観点から、1998 年には

複数回、艦船を航行させている。航行の自由は脅かされていない。重大な安全保

障上の脅威とは言えない。・・・フィリピン政府は中国と施設使用の協議を行っ

ている、そうすれば、その施設は軍事用ではないことになる。・・・我々は ASEAN

諸国に、ワークショップ、ARF に努力を注ぐよう、訴えている。また、95 年に

行ったように、中国に対して集団で対応するように訴えている。我々は ASEAN

と共に行動している。中国ともことあるごとに協議している。我々は中国の行動

を正当化しようとしない。彼らは監視哨を建てるべきではないし、紛争の解決を

図る手段を模索するべきだ」と述べた(11)。 

これ以降ロス国務次官補は、様々な機会において、南沙群島の周辺海域で起き

ていることが実際は取るに足りないことだ、ということを繰り返し述べた。紛争

が中国・フィリピン間で再燃しているという見方に記者からコメントを求めら

れると、ロス国務次官補は「重要なのは、状況を過大評価しないこと、同時に、

解決する必要性を低く見積もらないことだ。最近、中国のミスチーフ礁における

拡大によって航行の自由が脅かされているという多くの報道が行われているが、

実際には、建物は安全に対する脅威とはなっていない。実際、米海軍がその近海

をいつでも航行している。中国が建設を選択したのには失望した。彼らが、フィ

リピンと合意した、平和的な手段によって紛争を解決するという言葉と、一致し

ていないように見える」と答えている(12)。 

 1999 年 3 月フィリピン軍は、フィリピンが領有を主張している海域内、EEZ

外のリジー・ウェバー礁に新たな構築物を発見し(13)、フィリピン政府は同じ月

の 22-23 日に開催された中国・フィリピン外務次官会合において、中国の工事

に対する抗議を行った。 

 上記の会合とちょうど同じ日に開催された下院国際関係委員会東アジア・太

平洋礁委員会の公聴会で、議員からの現在の南沙群島に関する中国の状況に関

する質問があった。ロス国務次官補は「現在、中比間で南シナ海、信頼醸成措置

に関する協議が行われている、それよりも重要なのは、全体の傾向である。米国

は領有権主張について中立であることを明らかにする一方、航行の自由につい

ては強く主張している。我々は恒常的に第七艦隊を派遣し、南シナ海を通航させ

ている。このことの意味するところは明らかである。現時点で、どの係争国が埋

め立て活動を行っているとしても、それは航行の自由に対する脅威とはなりえ

ない。・・・最近の中国についていくつかの点から懸念している。まず、ミスチ
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ーフ礁の施設を拡張したこと。これは、95 年に中比間で合意した精神に反して

いると考える。・・・中国が説明しているような漁民の避難施設とはとても思え

ない。我々はこの各係争国が監視哨を構築するような状況は続かない、と考えて

いる。係争国は、これらの領有権問題について非軍事的手法で解決するためのメ

カニズムを模索している。4 月に予定されている ASEAN・中国間の協議で明ら

かになるものと期待している。また、7 月の ARF で我々もこの問題を取り上げ

るつもりである。つまり、短期的には、航行の自由は脅かされておらず、我々が

軍事的に対応する必要はない。長期的には、領有権主張に関して我々の持つ懸念

が他国とも共有されていることから、中国は対応を余儀なくされることになる」

と述べた(14)。 

 1999 年 7 月にシンガポールで開催された ARF において、オルブライト国務

長官は米国の南シナ海紛争への対応について発言した。 

ほかの多くの国と同様、米国は南シナ海に生じつつある緊張に懸念を増大

させている。 

ある国は、地域に哨所を建てたり、増築したりすることによって自らの主

張を強化しようとしている。海上における衝突が増加している。我々は未解

決の領土紛争が暴力に発展して利益を得られる国は一つもない、というこ

とを思い起こすべきである。 

その他の国々が深刻な被害を受ける結果になりかねない事件が生み出さ

れるサイクルを容認することはできない。米国は単に横に座って眺めてい

ることはできない。また、この問題を議論する場がここであることを疑うも

のではない。ARF のすべてのメンバーが南シナ海の平和と安定に関心を持

っている。 

我々は、外交的な解決手段を見出すためにできること、信頼醸成措置や、

状況を安定化するための確実な手段を採用すること、より適切な平和的解

決の手段を作り出すことなどをすべて行っているのか、自問しなければな

らない 

この声明は、90 年代終わりごろから増大した係争国間の衝突や、実効支配の

強化を受けたものだといえるが、内容的には名指しをせずに最近の紛争の状況

について言及するとともに、地域諸国が懸念しているように、米国も懸念してい

ると述べるにとどまった。「米国は単に横に座って眺めていることはできない」

という発言が何を意味しているのかは明らかにされなかった。 

 

 ロス国務次官補は、98 年にミスチーフ礁の拡張工事が明らかになり、フィリ

ピンの対応が一層困難となる中で、一貫して楽観的な認識を示した。南シナ海紛

争の政策決定者としての関心の低さを表したものだといえる(15)。しかし、事案



 77 

の発生する以前において次官補自身、ミスチーフ礁がエスカレートする潜在性

を備えていると述べていた。実際に起きた拡張事案が示したのは、ミスチーフ礁

がエスカレートしており、今後さらにエスカレートする可能性だった。ところが、

事案の発生を受け、現地視察した議員に対して、実際に起きていることは取るに

足りないことであると述べ、その根拠として米海軍の航行が維持されているこ

とを挙げている。 

 ここでの客観的現実とロス国務次官補の状況認識のずれは、現状を固定的に

みなしていることに原因があると読み取れる。この場合、事案の発生以前にロス

国務次官補自身が述べていた、エスカレートの可能性に関する脅威認識が事案

発生後に認識されなくなったといえる。 

 またロス国務次官補は、中国の行動が脅威ではない理由として、中国とフィリ

ピン・ASEAN が協議を行っていることをあげた。しかし、中国が一方で協議を

行いながら、他方で占領地域の拡張を行っていることが、ミスチーフ礁占領時か

ら確認されている。中国が協議の進捗とともに、自らの行動を慎むようになると

いうイメージもまた、現実の環境とロス国務次官補の状況認識のずれだといえ

る。 

 

２ 米国の事案に対する静観政策 

 

ここまで、ロス国務次官補の心理的環境の読み取りを試みた。つぎに米国の事

案に対する姿勢についてみていくこととする。 

 

（１）共同防衛条約の見直し 

 

フィリピンは、クリントン第一期政権によってミスチーフ礁事案への相互防

衛条約の適用を拒絶されたが、改めて米国との関係の再構築に乗り出し、状況の

打開を図ろうとした。1997 年 4 月から 5 月にかけて中国によるスカボロー礁へ

の進出が明らかになり、中比間での外交的な非難合戦や、現場における取り締ま

りなどが行われると、フィリピン上院の多数派のリーダー、タタド（Francisco 

Tatad）議員は、政府に対して相互防衛条約を修正し、米軍が再度フィリピンに

基地を得られるようにするよう申し入れた。上院議員は、条約の再合意によって

米国が南シナ海問題に関与することについてのあいまいさを取り除くことがで

きると述べた。また、ラモス大統領は米海軍による更なるスービック湾への寄港

について交渉していると報じられた件についてコメントを避けた。ヤップ（Jose 

Yap）下院議員・国防委員会委員長は、もし中国が更なる強硬策に出た場合、フ

ィリピンは国連に訴えるか、米国の支援を求める以外に打つ手がないと述べた
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(16)。 

議員らが条約の改正を求めているのに対して、シアゾン（Domingo Siazon）

フィリピン外務長官は「現在の条約で米国はフィリピンの支援を可能である」と

述べ否定した(17)。これに対し、6 月 19 日、プリュファー（Joseph Prueher）米

太平洋軍司令官は「フィリピンは、条約上の義務に基づく米国の支援を頼ること

ができる。」と述べ、フィリピン政府の発言を裏付けた。相互防衛条約は太平洋

地域において、武力攻撃が互いの軍隊に行使された場合、来援することを定めて

おり、それが南シナ海であっても適用されるということである。司令官はまた

「領有権の問題は、係争国同士で平和的に解決されるべき。米国がフィリピンに

再度基地を設定するというのはありえない。米国はそういった計画を持たない

し、将来もそうだ」とも述べ、基地を設けることについては否定した(18)。 

 プリュファー司令官による条約が現状で十分であるという発言は、条約を見

直す必要性を否定することによって、米国の関与についてのあいまいさを維持

することになったといえる。米国は南沙群島（カラヤーン群島）がフィリピンと

の条約締結時に対象に含まれていなかったという主張は変更していない。フィ

リピンが中国へ奪回を意図して武力攻撃を仕掛けたとしても、米国に同盟上の

義務は発生しない。しかし、フィリピンが中国の占領している島嶼の領域に侵入

し、そこで中国からの攻撃を受けた場合についてはその限りではない。つまり、

その当時の状況や、当事者の判断によって、米国が軍事介入するのか、そうしな

いのかが判断されることになった。 

 98 年 11 月、米国政府は新たな東アジア戦略報告を発表した。この作成を担当

したキャンベル（Kurt Campbell）国防次官補代理は、記者説明会で「米国は、

東南アジア諸国の軍隊への関与を強化している。・・・東南アジア諸国への関与

の強化は、この 2 年間で強化された。シンガポールがチャンギ港を提供したこ

とも影響している。米軍は、良い時も悪い時も地域に存在し続ける。ほかに、フ

ィリピンとの VFA（後述）の交渉、タイとの長年にわたる関係、インドネシア

との関係の再構築がある。・・・米国の東アジアでの存在は、韓国や日本にとっ

て重要であるだけでなく、その能力は東南アジアの出来事にも関与できる能力

がある」と述べた(19)。 

 この文書では、米国に東南アジア地域での事象へ関与する能力がある、という

ことは明示されているが、では、どういった脅威が存在し、どういった目的で、

どういった場合に関与するのか、ということが明らかにされておらず、すべてあ

いまいなままとなっている。現実に、中国が台頭しており、南シナ海で独断的な

行動を行っており、米国の利益である航行の自由を脅かしかねない状況が生起

しつつあるといったことがまったく触れられていなかった。研究者のオット

（Marvin Ott）は、文書を評価し、米国が明確なメッセージを発信しない、あ
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いまいな状態を続けることによって危険を高めていると評価している(20)。 

 

（２）VFA の合意 

 

米比間の VFA（US-Philippines Visiting Forces Agreement：訪問米軍の地位

に関する米比協定）の交渉は、クリントン第二期政権の始まった 1997 年頃から

続けられていた。VFA は、米海軍による寄港を商業ベースで許可する構想であ

り、燃料補給、修理などのサービスを提供する内容だった。 

 1999 年 5 月、投票に先立ち、フィリピン上院において VFA の支持・不支持

について確認が行われたところ、16 名中、13 名が批准を支持することが明らか

となった。本投票前に、米国は防衛範囲として南シナ海を含めると約束したとい

う在米フィリピン大使の証言が明らかとなった。エストラーダ大統領は、米国と

のVFAがフィリピンの国益を守るために必要だと述べた(21)。結局 5月 27日に、

フィリピン上院は、VFA の批准を決定した。米国は、VFA の批准を受け、2000 

年 7 月に 3 年ぶりの米国・フィリピン共同によるバリカタン演習を行った(22)。 

VFA に合意した米国は軍事基地を展開して地元住民の反発を招くよりは、頻

繁な共同演習を行い、プレゼンスを維持することの方が、より多くの利点がある

と判断したものといえる(23)。一方、ロス国務次官補は、記者会見において、VFA

に関する評価を述べた。記者から、米比の軍事関係の再生について進捗している

のか。またその件について、東南アジア諸国は歓迎しているのかという質問に対

して、ロス国務次官補は、「米比軍事関係について、わたしはこれが地域にとっ

て新たな出来事として捉えられているとは思わない。地域はこれが通常なのだ

と感じているだろう。米比の安全保障条約は長年にわたって継続している。共同

演習も多く行っている。わたしは、だれもが、通常に戻った以上に考えることは

しないと思う、新たな軍事的な展開があったとか、地域のバランスに変化があっ

たとは考えないと思う(24)」と答えた。 

実際に VFA の締結は、米軍がフィリピンで補給を受けられるようになったと

いうこと以上の意味はない。しかし、ロス国務次官補の発言は、VFA の合意を

通じて米軍が再展開することによって、冷戦時と同様に地域の安定への貢献が

可能だ、という認識を示している。ミスチーフ礁占領・拡張に至った南シナ海紛

争への対応としてVFAの締結以上のことをする必要がないとしていることから、

米国の事案に対する静観は明らかだといえる。 

 

考 察 
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 客観的な現実とロス国務次官補の状況認識のずれについてみてみる。 

中国の行動パターンとして、西沙群島の例からも明らかとなっていたのが、ま

ず漁船などの行動がその周辺海域で増大し、その後小規模な部隊によって占領

し、しばらくするとその島嶼に資材が運び込まれ、さらに大規模な部隊が展開で

きるような施設が構築されているというものである。ミスチーフ拡張事案の特

性としては、すでにそれが予期されていたということである。ロス国務次官補は、

事案の発生する以前、ミスチーフ礁がエスカレートする潜在性を備えていると

述べていた。 

ところが、事案の発生を受け、現地視察した議員に対して、実際に起きている

ことは取るに足りないことであると述べ、その根拠として米海軍の航行が維持

されていることを挙げている。 

オルブライト国務長官による 99 年 ARF における政策ステートメントの内容

にあらわれているように、米国が地域紛争への懸念をもっているが、そもそも関

与する立場を明らかにしておらず、手段についても述べていない。 

サイモンによると米国のアジア太平洋外交戦略は、「計算されたあいまい」戦

略であり、解決のための武力の使用を反対する姿勢は、中国に対して、南シナ海

での活動に対する米国の許容限界について警告するものだと分析・評価してい

る(25)。つまり米国はあえて具体的な手段に言及しないことによって、この問題

が米中関係に決定的な影響を及ぼさないようにするとともに、かつ言外に、中国

が武力を用いて解決を図った場合に、米国が本格的に関与するというメッセー

ジを伝えている、ということである。しかし、逆の見方をすれば、中国が武力を

用いなかった場合、米国が関与する可能性が低いということを伝えているとも

いえる。実際に中国は、本格的な武力を用いずともミスチーフ礁に人知れず上陸

し、またある程度の監視が行われていたとしても、その構築物を拡張することが

できた。 

米国にとって、ミスチーフ礁占領・拡張事案も含んだ南シナ海の領有権紛争は、

朝鮮半島問題などを抱える米中関係において当面低い優先順位の案件である。

米国の態度は一貫して、①米国は領有権紛争で中立。②紛争解決のための武力行

使に反対。③南シナ海における航行の自由は米国の重要な関心である、の三点で

ある。そういったなかで、当面軍事力に劣る中国がとる行動の選択肢は一つであ

る。つまり、航行を妨害するかと米国政府に解釈されかねない行動をとらないよ

うに注意深く振る舞う、言い換えると、米国を南沙紛争に巻き込むような挑発を

行わないことである(26)。つまり、ロス国務次官補は、現に航行の自由が守られ

ているという点にのみ認識を向け、その背後にある、中国の思惑自体については

認識を向けなかったということになる。 

ここでのロスの環境と認識のずれは、現状を固定的にみなしていることに原
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因があると読み取れる。そうであるとすると、事案の発生以前にロス国務次官補

自身が述べていた、エスカレートの可能性に関する脅威認識が事案発生後には

失われているといえる。 

 また、脅威ではない理由として、中国とフィリピン・ASEAN が協議を行って

いることをあげている。しかし、中国が一方で協議を行いながら、他方で占領地

域の拡張を行っていることが、現に確認されている。中国が協議の進捗とともに、

自らの行動を慎むようになるというイメージと現実に乖離があるものといえる。 

ここでみられる現実の環境と状況認識のずれについて、ロス国務次官補のシ

ンドロームによって以下のように説明される。 

ロス国務次官補の教訓は「ベトナムを忘れるな」であり、具体的には、ドミノ

理論にみられる米国が状況を過大に捉え、東南アジアに深く関与したことによ

って、地域に被害をもたらしたことである。認知的一貫性の理論に基づくと、こ

の教訓は状況が深刻になるのを認識させないように作用する。この作用により、

ロス国務次官補の状況を楽観的に捉える認識が生じたのだと説明される。 

ロス国務次官補の教訓は「ベトナムを忘れるな」であるが、とくにドミノ理論

にみられる米国が状況を過大に捉え、東南アジアに深く関与したことによって、

地域に被害をもたらしたという認識に特徴があった。つまり、ロス国務次官補の

ベトナムの教訓は、中国の行動がエスカレートしているという状況を認識する

うえで、フィルターを掛けたものと説明できる。言い換えると、「忘れるな」の

教訓の持ち主であるロス国務次官補は、このような状況において、米国の関与の

必要性を、その他の政府関係者に比較して低く認識する傾向があるといえる。こ

れは、次のように説明できる。認知的一貫性の理論によると、厳しい意思決定を

迫るような状況を示す情報の重要性が無意識のうちに低くみなされる。事態が

エスカレートするかもしれないという状況は、ロス国務次官補にとって厳しい

意思決定に直面する可能性を意味する。なぜならばベトナムの教訓に基づくと、

米国の関与の拡大は、米国自身と紛争地域に大きな被害をもたらす事態に立ち

至る可能性が高いからである。 

この説明は、ミスチーフ礁拡張事案が発生する以前のロス国務次官補の認識

によって補足できる。上にも述べている通り、ロス国務次官補は、事案が発生す

る前には、ミスチーフ礁占領事案がエスカレートする可能性の高い事案である

と述べていた。つまり、ミスチーフ礁占領事案の発生に伴い、現実の環境とロス

国務次官補の状況認識の間に存在したずれは、事案の発生以前にはなかったと

考えられる。この現象は現実に与えられる情報のあいまいさが原因だと説明さ

れる。事案の発生以前にエスカレートを予測するロス国務次官補は、情報のあい

まいさによる影響を受けない。一方、本事案のように本格的な軍事衝突に発展せ

ず、さらに情報収集手段が限定される場合、その行為の規模や展開の速さなどの
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情報の詳細を確実に得るのは難しく、ある程度のあいまいさが生じることにな

る。シンドロームの、困難な意思決定を要求するような情報の重要性を低く認識

させる作用は、情報があいまいである場合に有効に作用する。本事例では、経験

上明らかな中国の行動パターンを適用した場合に、ロス国務次官補は、エスカレ

ートの可能性を的確に予測し、一方で、実際に事態が生起すると、情報のあいま

いさのために、シンドロームの影響を受けて、現実の環境と状況認識の間にずれ

が生じたのである。 

 

(1) Nigel Holloway, “Direction-Finder Top Asia hand gets to grips with U.S. policy 
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第 5 章 ジョージ・Ｗ・ブッシュ政権第 1 期のベトナム・

シンドロームと事案対応 

 

第 1節 政策決定者のベトナム・シンドローム 

 

１ ブッシュ政権の政策決定スタイル 

  

 ジョージ・W・ブッシュ大統領は立候補者であった当時から教育問題などの内

政に強い関心があった一方、外交・安全保障には関心が低いという弱点があった。

その弱点を補うため、ジョージ・H・W・ブッシュ政権などのかつての共和党出

身大統領の政権で経験を積んだスタッフが任用された。その結果、ジョージ・W・

ブッシュ政権の安全保障チームを構成したのは、チェイニー（Dick Cheney）副

大統領、ライス（Condoleezza Rice）安全保障担当大統領補佐官、パウエル（Colin 

Powell）国務長官、アーミテージ（Richard Armitage）国務副長官、ラムズフ

ェルド（Donald Rumsfeld）国防長官、ウォルフォウィッツ（Paul Wolfowitz）

国防副長官などの各分野に識見の深い閣僚である。したがって、外交・安全保障

政策の決定については、それぞれの長官等に委任するスタイルをとっていた。 

 一方、危機的状況における決定については、大統領が自らイニシアティブを発

揮する「強い」側面を示した。決定にあたっては、チェイニー副大統領、ライス

補佐官、パウエル国務長官、ラムズフェルド国防長官などのごく少数者の参加に

より NSC を開催し、そこでそれぞれの意見を述べさせたうえで、最終的に大統

領が決定するというスタイルをとった。 

 本来であれば、東南アジアにおける問題、南シナ海紛争において、大統領は当

然として、閣僚級でも介入することはまれである。その理由は東南アジア地域の

問題に大国が関係してくることがほとんどないためである。しかし、ブッシュ政

権が誕生した直後といえる時期に、米国が南シナ海紛争関連でその他の大国と

共に直接巻き込まれることになった。それが、2001 年 4 月に発生した EP-3 事

案である。EP-3 事案の詳細については既にみた（第 2 章）が、中国政府当局に

よって米軍人と機密性の高い航空機が確保されたこと、迅速な対応を求められ

たこと、政権交代直後の時期であるため、状況の不明な点が多かったことなどか

ら、危機的な状況となった。 

これらの状況に加え、当時、直接事案を担当する地位であるはずの、国務次官

補（東アジア・太平洋担当）などの人事が議会の承認を受けていなかった。この
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ような経緯から大統領自らが対応の方針を決定することとなり、上に述べた

NSC が開催されるに至った。参加したのは、ライス補佐官、パウエル国務長官、

ラムズフェルド国防長官だった。事案の特性としては軍事的な性質が強かった

ものの、ラムズフェルド国防長官とパウエル国務長官が対応の主担当を争った。

結局、大統領の裁量によって国務長官がその地位を占めることになった。 

 

２ パウエル国務長官のベトナム・シンドローム 

 

 パウエル国務長官とアーミテージ国務副長官は、ブッシュの安全保障チーム

の中で、ベトナム戦争に従軍したことがあるという共通点がある。ただし、細部

では異なっている点がある。パウエルは陸軍の ROTC（Reserve Officers’ 

Training Corps：予備役将校訓練課程）出身であり、一方アーミテージは海軍士

官学校出身であるという点が異なる。また、ベトナムに従軍した時期にも違いが

ある。米国にとってのベトナム戦争が 61 年の米軍軍事顧問団の派遣から、73 年

の米軍撤退までだとすると、パウエルは、ベトナム戦争の初期と中期を現地で経

験している。一方、アーミテージは、パウエルと比較すると従事した時期が遅い。

パウエルがベトナム戦争に従事したのは、第一回目が 62 年 12 月から 63 年 11

月までだった。第二回目は、68 年 7 月から 69 年 7 月までだった。68 年 1 月に

テト攻勢があり、69 年に誕生したニクソン政権は、中国との交渉によって北ベ

トナムとの和平交渉を進めようとしていた。 

一方アーミテージは、ベトナム戦争に 3 回、各 1 年間従事している。第一回

目が 60 年代末頃、第二回目が 71 年 5 月からの一年間、第三回目は、第二回目

から引き続き、72 年 5 月からの一年間である。一回目の当初は海軍の駆逐艦勤

務だったが、戦場勤務を志願し、メコン・デルタや、沿岸の水路を警備する部隊

に配置され、南ベトナム伏兵部隊の顧問を務めた。第二回目と第三回目も、伏兵

部隊の顧問を務めた。その間、本人は否定しているが、当時の本人を知るものは、

フェニックス作戦というベトコン暗殺作戦に従事していたと証言している。第

三回目は、撤退する米軍の後始末、つまり南ベトナムから脱出を図る難民をフィ

リピンに誘導することなどを直接担当している。 

 パウエルのベトナムにおける最初の任務地での所感は「なぜ米軍がここにい

るの」か、という大きな疑問であり、プレゼンスという答えには納得できなかっ

たという(1)。同地で参加した作戦では、ベトコンに待ち伏せされ、そのたびに損

害を被った。従軍当初は、戦争目的（反共）の正当性を信じていたが、南ベトナ

ム軍の上級士官の腐敗を目の当たりにし、彼らのために前線で戦うことに疑問

を拭い去ることができなかったという。一方、テト攻勢を機に国内で反戦運動が

盛んにおこなわれるようになったことや、キング（Martin Luther King, Jr.）牧
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師の暗殺事件によって、国家の分裂の危機を感じることとなった。二度目にベト

ナムに赴任するとき、国民はベトナム戦争を他人事のように扱っており、第二次

大戦のように、共通の目的に国全体として立ち向かう、犠牲を分かち合う気風が

ないと感じた(2)。 

徐々に米軍が形骸化し、見せかけの戦功を誇示するようになるにつれ、パウエ

ルは、「戦争は政治の最後の手段となるべきなのだ。そして戦争に行くときは国

民が理解し、支持する目的がなければならない。そのうえで政府と国民が一体と

なって、その使命を遂行し、勝ちにいくようでなければならない。ベトナムでは、

米軍は生半可な気持ちで中途半端に戦争を遂行し、国民の半数は反対か無関心

のままで、一部の者だけが重荷を背負っていた。・・・我が国の政治指導者は、

反共主義という至極大まかな大義のためにわれわれを戦争に引き入れたが、そ

の大義は民族主義、反植民地主義、あるいは東西の対立を超えた市民の努力など

歴史的な独自の価値を持つベトナムの戦争には部分的にしか妥当しなかった。」

という認識を得るに至った(3)。パウエルの得た「ベトナムを忘れるな」の教訓は、

反共という米国の大義ですらも戦争の理由としては不十分、というほどに強い

ものだといえる。 

 

第 2節 EP-3事案に対する静観 

 

１ EP-3事案に対するパウエル国務長官の静観 

 

（１）事案発生から乗員解放までの流れとパウエル国務長官の示した認識 

 

2001 年 4 月 1 日、南シナ海の公海上空で、米軍の電子偵察機 EP-3 と中国軍

の F8 ジェット戦闘機１機が空中接触した。米機は中国南部の海南島に緊急着陸

する一方、中国機は墜落し、乗員が行方不明となった。中国当局は米機の乗員 24

名を拘束する事態となった。この件について、米太平洋軍報道官は、「中国政府

が国際慣習に従って、偵察機を保全し、乗員の安全を図るよう求める。速やかに

偵察機を返還するよう期待する」と述べた。一方、中国外務省の報道局長は、「米

側に原因がある。米軍機は（事故後に）許可なしに中国領空に進入し、中国の空

港に着陸した」と非難するとともに(4)、今後、事故の補償問題について中国側が

取り上げることを示唆した(5)。これに対し米軍の当局者は通常の監視・偵察飛行

だと主張し、米側の責任を否定した。のちに明らかにされるが、数か月前から中

国機が米偵察機に対して危険な接近を繰り返しており、当時から何らかの問題

が発生するのは時間の問題だったと考えられていた(6)。 
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 ブレアー（Dennis Blair）太平洋軍司令官は、中国側の主張が、低速の米国機

による音速を越える能力のある中国機への意図的な衝突だったというものであ

ったのに対して「だれが、誰にぶつけたのかは明らかだ。（低速機が超高速機に

対して）空中で衝突を企てるなど正常とは言えない(7)」、「中国の戦闘機が、EP-

3 の翼に激突したのだ(8)」という見解を示した。また、ブレアー司令官はテレビ

放送で、海軍が数か月前から、戦闘機による攻撃的な飛行を止めるよう中国に要

請していたと明らかにした(9)。米国防総省は、ペルシャ湾から米国へ帰還する途

中に香港に停泊していた米海軍の駆逐艦 3 隻を、周辺海域に「無期限に」待機さ

せることを決定した。この時点で軍当局者は、数か月前から中国による偵察飛行

の妨害が行われていたことを明らかにし、また事案の原因が、中国側の故意によ

る激突だと述べている。 

国家安全保障会議の結果、外交案件として事故処理を行うこととなったパウ

エル国務長官は、「謝罪するべきという示唆を受けることがある。しかし、我々

はこの件について謝罪することはない。これは事故だった」(10)、「乗員は、私が

受けいれられないような（劣悪な）環境で外界から隔絶されている。中国政府は

乗員が保護されているといっている。なんのことを言っているのかわからない。

私の判断では彼らは拘禁されている」と述べ(11)、中国を批判した。 

 中国側は、一貫して米国側に非があり、中国に対して謝罪すべきと主張しまた、

類似の事案の生起を防ぐため、米国は偵察飛行を停止するべきと述べた。これに

対して、米国側は徐々に態度を弱体化させて応じた。6 日にブッシュ大統領は、

パイロットが行方不明になったことに対して遺憾の意を表明した。米国政府は、

乗員の帰還によって事態の早期の幕引きが可能と判断したとみられる(12)。 

パウエル国務長官は「哀悼の意を表することと謝罪の問題は異なる。謝罪は、

責任が求められるということになる。そういったことはしていないので、それに

対して謝罪しない」、と述べた(13)。パウエル国務長官の発言は、この衝突事案自

体が事故であり、米側の故意による衝突ではないという認識を示したものとい

える。 

 約 10 日余りの交渉の結果、大統領と国務長官の署名した書簡を米国大使が手

交することによって乗員の帰還が達成された。書簡は、①ブッシュ大統領とパウ

エル国務長官は、中国機が墜落し、操縦士が行方不明になっていることを「心か

ら遺憾」に思っている②中国国民と操縦士の家族に「非常に残念に思っている」

ことを表明する③米機が緊急着陸のため中国の領空に入ったことについて「非

常にすまなく思っている」などと記されている。中国唐外相は米政府が中国国民

にわびたとの認識を示し、「人道的立場」からも乗員の出国を認めたと伝え、「事

件についての交渉は続ける」「事件の再発を防ぐ措置を取るよう求める」と述べ

た。また同書簡では、事故防止協議会で「中国が同国付近での偵察問題を提起す
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ることを認める」としているが、米側は偵察の停止について同意しなかった。ま

た、偵察機の機体の返還について「早期返還に向けた計画づくり」を協議会で話

し合うことで合意したとしている。中国の江沢民国家主席は「米政府が謝罪の文

書を送付してきた」と語った。しかし、ブッシュ大統領は同日、ワシントンで発

表した声明の中で、中国機の操縦士が犠牲になったことについて「sorry（謝罪）」

ではなく、「sorrow（悲しみ）」という言葉を使っている(14)。 

 これらの言葉の使い分けによって、焦点となっていた謝罪の意図は玉虫色の

表現となっており、米国側が謝罪の意図はないと主張することもでき、中国側が

米国の謝罪を受け入れたと主張することも可能となった。 

パウエル国務長官の交渉を通じ米中間で調整された文書は、中国の要求に応

じて謝罪と受け取れる語句を含んでおり、EP-3 の緊急着陸が正当な行為であっ

たにも拘わらず、それに対しても自らの非を認めている。この文書とそれ以前の

発言からにパウエル国務長官の意図を読み取ると、EP-3 事案は事故であり米国

には衝突の責任はない、しかし中国の求めに応じて謝罪の意図を含ませるよう

妥協する、というものだったといえる。 

 

（２）パウエル国務長官以外の政府関係者の事案に対する認識 

 

ラムズフェルド国防長官は 13 日、米中軍機の接触事故後、初めて記者会見を

行った。このなかで、中国側の「攻撃的な操縦」に責任があるとの見方を強調し

た。帰国したオズボーン機長による国防長官への電話報告も公開し、米機は接触

まで自動操縦で飛んでおり、中国側が主張する米軍機が旋回し、衝突してきたと

いう主張を否定した(15)。 

この事案を通じて、中国沿岸では、空と海で米軍の偵察と中国軍の威嚇が続い

ていることが明らかとなった。中国軍の情報として伝えられるところでは、米軍

は一年前（2000 年）から偵察機の活動を強め、週 4~5 回、中国沿岸から 80ｋｍ

付近の空域を飛び交っている。97~99 年は年 200 回だったといい、米側の関心

が高まっていることをうかがわせる。米側は逆に、中国による追跡・妨害活動が

昨年末から攻撃的になったとみていた。米当局者によると、2000 年 12 月から

米偵察機の約 9ｍ以内に近づく事例が 4 件発生。うち 1 件は、約 5ｍにまで近づ

いた。米側はその年の初め、中国外務省に「苦情」を申し入れている(16)。 

EP-3 事案によって、ブッシュ政権の政府関係者の間で、中国の軍事力に対す

る再認識が行われたとみられる。ブレアー司令官は、報道陣との懇談で、「アジ

アの重要性に関する米国の政策について再考が行われている。米国政府に、アジ

アは機会と潜在的な脅威の濃密な組み合わせが含まれているという認識が広ま

っている」と述べた(17)。それを裏付けるように事故後は数 km の距離を保って
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いた中国機が、米国の偵察機に至近距離まで接近する事案が同年中に 2 回発生

した。11 月 7 日、中国のジェット機が、米空軍の RC-135 に約 300ｍの距離ま

で接近したことを、国防総省のブリーフィングに基づきワシントンタイムスが

報じた。また東シナ海では空軍の EP-3 に中国軍機が 150ｍの距離まで接近し

た。これらの事案は、ブレアー司令官によって明らかにされた(18)。しかし、対中

国政策、アジア重視という認識や検討は、同時多発テロ事案の生起と同時に伝え

られなくなった。 

 

（３）パウエル国務長官とその他の政府関係者等の認識のずれ 

 

 現実の環境とパウエル国務長官の状況認識についてのずれは、すでに明らか

だといえる。パウエル国務長官の認識は、事故だったという見解で一貫している。

一方、事案が生起するまでの数多くの事象は、この事案が起きる可能性が高まっ

ていたことを示している。高速の戦闘機と低速の偵察機の組み合わせという性

質は、相対速度の上回る中国側の機体の操作によって衝突したことを示してい

る(19)。 

たしかに、事故とみなすことも可能である。繰り返された接近行為は、自らの

意図による脅迫であった。衝突する直前まで意図した操作で接近し、最後の瞬間

に操作ミスを犯したことの結果は事故といえるのか、という問題である。パウエ

ル国務長官の認識は、それは事故であるというものである。他方でパウエル国務

長官以外の政府関係者例えばラムズフェルド国防長官や、国防省哨、軍当局の見

解は、それは事故とはいえないというものだった。 

乗員が本国に帰還したのと同時期にラムズフェルド国防長官は、中国の危険

な行為が年初から続いていたと公表した。ラムズフェルド国防長官の会見によ

ってはじめて 40 を超える類似した事例が以前からあったことが公になった。つ

まり米国は中国の不当性を国際世論に示し、この件が事故ではなく、中国の攻撃

的な行動による米国機の撃墜事件の可能性があると主張することも可能だった。

それは事故直後のブレアー司令官の発言からもいえる。一方、事案に対処したパ

ウエル国務長官とアーミテージ国防長官はそのような認識を示さなかった。 

比較は困難だが同時多発テロ事案後に示された、即座の攻撃的な対応はブッ

シュの外交安全保障チームの本来の姿だといえる。米国の市民（軍人）が攻撃を

受け、外国の無法な行為によって米国の国益に侵害を受け、それに対する世論も

議会も沸騰している。それに加えて、その原因も非がいずれにあるのかも証明し

うる証拠があった。また、同じ東アジアの北朝鮮核不拡散政策とも異なる対応と

なった。 

なぜ、EP-3 事案では現実の環境とパウエルの状況認識にずれが生じたのか。
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米国としては、乗員・機体ともに中国に確保された状況で自らの正当性を主張し

ても、弱みを握られた状態に変化がないことから、乗員の解放・帰国に主眼を置

かざるを得ず、結果としてパウエルの文面になったと考えることもできる(20)。 

ラムズフェルド国防長官は回顧録のなかで、EP-3 事案の処置について、パウ

エル国務長官とラムズフェルド国防長官の間に、決定のレベルや、対応において

重視するべき事項について確執があったと述べられている。パウエル国務長官

が、これが外交案件だと主張するのに対して、ラムズフェルド国防長官は、人質

になっているのが軍人であること、状況から中国側が大統領を試していること

などから、国防総省を含む NSC において、大統領の決定を仰ぐ事案だと主張し

た。 

パウエル国務長官の考えは、乗員を取り戻すのが最優先事項であり、そのため

に低姿勢になるのはやむを得ない、経済的にも中国と対立するのは国内の反発

を招く、というものだった。これに対して、ラムズフェルド国防長官は、中国側

の挑発に対して低姿勢をとるのは優先事項ではない、というものだった(21)。 

 本事例では、閣僚レベルの政策決定が行われた。国務省と国防総省のトップの

認識が相反するなかで、国務省の対応方針が結局、政府としての対応に採用され

た形となった。上に述べたとおり、この決定は必然的、構造的なものでは必ずし

もなく、ブッシュ候補者時代の主張や、国民世論の状況も捉えれば、ラムズフェ

ルドの決定レベルや交渉方針に関する主張が採用される可能性もあったといえ

る。しかし、最終的には国務省の交渉方針が採用され、交渉にはパウエルが当た

ることとなった。 

米軍は政権発足にかかわりなく、偵察飛行を常続的に行っていた。それが政権

発足と同じ時期から、中国の飛行妨害を受けるようになったとされる。中国によ

る妨害が頻繁に行われるようになった理由は明らかにされていない。しかし中

国は機会主義的な側面が多分にあることから、政権交代を機会ととらえ、地域で

の優位な立場を獲得しようとした可能性はある。つまり、政権交代直後の政権に

とって中国からの挑戦をどのように対応するかが問われる場面だった。 

政権としては国民や、中国を配慮して、現に明らかとなっている事象をあえて

曲解した形で認識を示す必要はそれほどなかったといえる。パウエルの認識は、

その他の政府関係者などが示した脅威認識ではなく、事案に対する静観だった

といえる。 

 

考 察 

 

 現実の環境とパウエル国務長官の状況認識の間に生じたずれは、EP-3 事案を
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故意だったとみなさず、事故とみなすように作用したといえる。この環境と認識

のずれをベトナム・シンドロームで説明すると以下のようになる。パウエル国務

長官の教訓は「忘れるな」であり、その特徴はパウエル・ドクトリンに示されて

いるとおり、軍事力の国外使用を厳格に制限するものである。したがって、パウ

エル国務長官のシンドロームに基づく外交のねらいは、国益に基づく限定した

目標を設定したうえで、紛争については努めて外交での解決を図ることとなる。 

 つまり、パウエル国務長官のシンドロームは、中国軍側の故意による衝突とい

う可能性を認識するうえで、フィルターを掛けたものと説明できる。言い換える

と、「忘れるな」の教訓の持ち主であるパウエル国務長官は、この状況において、

軍事的な紛争に発展しかねない情報を、その他の政府関係者に比較して低く認

識したということである。これは、次のように説明できる。認知的一貫性の理論

によると、厳しい意思決定を迫るような状況を示す情報の重要性が無意識のう

ちに低くみなされる。軍事的な紛争に発展しかねないという状況は、パウエル国

務長官にとって厳しい意思決定に直面する可能性を意味する。なぜならばベト

ナムの教訓に基づくと、大統領の威信のような不十分な目的に基づく軍事力の

行使は、米軍の損耗を生み出し、結局国民の信頼を失う可能性が高いからである。 

 この現実と状況認識のずれによって、EP-3 事案に対する米国の対応は静観と

なり、軍人の解放のために必要な外交的な譲歩は可能な限りすることになった。 

このパウエル国務長官のシンドロームによる米国の EP-3 事案への対応の説

明は、ラムズフェルド国防長官の例によって補足できる。まず、ラムズフェル

ド国防長官のベトナムの教訓についてみてみる。ラムズフェルドは下院議員と

して、ベトナム戦争期間を過ごした。当時、ジョンソン大統領（民主党）政権

下であり、ラムズフェルドの所属する共和党は歴史的な敗北を喫し、少数野党

となっていた。ラムズフェルドのグループは民主党との対決姿勢を強化した。

ベトナムの視察を行った際も、民主党の戦争指導に対する批判する姿勢が顕著

だった。民主党大会の暴動の現場に居合わせたこともあった。 

 フォード政権下で、ラムズフェルドは大統領補佐官となった。ラムズフェルド

が教訓としたエピソードの一つとして、マヤグエース号事件がある。同事件は、

ベトナムから最後の米国部隊が撤退して数日後の 75 年 5 月に、商船マヤグエー

ス号が、カンボジアのクメール・ルージュに拿捕され、乗員が人質に取られたも

のである。ラムズフェルドのマヤグエース号事案の教訓は、ベトナム戦争によっ

て米国が弱体したと認識され、それが相手側の挑発的な行動を許したというも

のだった。ベトナム戦争撤退後、国防長官として、米軍の立て直し、米国の強い

イメージの確立に尽力するようになった。 

 ラムズフェルドのベトナム関連の記憶は、米国国内での政府関係者としての

ものであり、その教訓は、米国が弱いイメージを世界に与えることのデメリット
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だった。回想録に、以下のような記述がある。 

ベトナム戦争の不幸な終焉を目撃した大勢の軍関係者やアメリカ市民は、

二度と熾烈で忌まわしい反乱型の戦争に足を突っ込むまいと誓った。そして

内向きになり、ソ連やその代理国が仕掛ける戦争を見て見ぬふりをした。私

が恐れたのは、混乱に満ちたベトナム戦争の終結が平和ではなく、冷戦の拡

大と破滅的な激化をもたらすことだった。ベトナム撤退は米国の弱さの象徴

となり、更なる攻撃を招くことになる。 

フォード大統領は、ベトナム撤退後も東南アジアに反共主義者が自力で防

衛できるよう、少なくとも軍事支援の継続を承認するよう連邦議会に求めた。

だがそれすらも拒否されてしまう。ベトコンの勝利は、隣国のラオスとカン

ボジアで共産主義勢力の台頭を生んだ。クメール・ルージュがカンボジアの

首都プノンペンを占領すると、ゲリラ部隊は、親米のロン・ノル政権の関係

者とその家族を惨殺した。かの悪名高き「キリング・フィールド」－ポル・

ポト政権下で大量殺戮が行われた場所－で二百万人もの民衆が虐殺される。

この地域で起きた虐殺と混乱が米国の撤退に起因すると考えるものも多い
(22)。 

ラムズフェルドは、米国の敵にとってベトナム戦争後の米国が弱体化したと

みられことが、敵の挑発を許すことになる、という教訓を得たと述べている(23)。

ラムズフェルドはベトナム戦争について、その目的は正当だったと評価する一

方、軍事力を徹底して用いることによって勝利を目指さなかったことが誤りだ

ったとしていることから、その教訓は「ベトナムを忘れるべき」であり、また議

員として政府の政策決定の経験を共有していることから、教訓を強く決定に反

映しようとする傾向があるといえる。 

ラムズフェルドは政策決定者ではないため、EP-3 事案への対応については、

NSC で主張した内容を参照することにする。すでに述べたとおり、ラムズフェ

ルドの EP-3 事案の対応、とくに中国との交渉の方針は、中国側の挑発に対して

低姿勢をとるのは優先事項ではないというものだった。回想録からさらに補足

すると、謝罪にも偵察飛行の一時停止にも反対であり、むしろ両国の軍事交流

を一時的に停止するというものだった。 

上記のラムズフェルド国防長官の対応の方針はシンドロームで以下のように

説明できる。ラムズフェルド国防長官の教訓は「忘れるべき」である。その特徴

は、米国の敵にとって米国が弱体化したとみえることが、敵の挑発を許すことに

なる、というものだった。つまり、ラムズフェルド国防長官のベトナムの教訓は、

中国軍側の故意による衝突という可能性を認識するうえで、フィルターの役割

としてのシンドロームの作用がなかったと説明できる。言い換えると、「忘れる

べき」の教訓の持ち主であるラムズフェルド国防長官は、この状況において、事
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故の可能性があるという情報を、パウエル国務長官などと比較して、より低くて

認識したということである。これは、次のように説明できる。認知的一貫性の理

論によると、厳しい意思決定を迫るような状況を示す情報の重要性が無意識の

うちに低くみなされる。ラムズフェルド国防長官にとって、中国の挑発に膝を屈

して、かえって中国の更なる挑戦的な行為を誘発するという状況は、厳しい意思

決定に直面する可能性を意味する。なぜならばベトナムの教訓に基づくと、勝利

するために軍事力を徹底して用いる機会を逃すということは、ベトナム戦争後

に米国が経験したとおり、国力を低下させ、国際社会に対する卓越した影響力を

失うことになるからである。 
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第 6 章 オバマ政権第 1 期のベトナム・シンドロームと事

案対応 

 

第 1節 政策決定者のベトナム・シンドローム 

 

 オバマ政権（第 1 期）における、南シナ海紛争関連の主な政策決定者はキャン

ベル（Kart Campbell）国務次官補である。 

 ただし、本章の事例のうち、インペッカブル事案は危機的状況であり通常とは

異なる政策決定が行われたと考えられる。したがってまず、オバマ政権の政策決

定スタイルについて論じ、次いで本章の政策決定者のシンドロームについて述

べることとする。 

 

１ オバマ大統領の政策決定スタイル 

 

オバマ大統領の政策決定スタイルは熟慮型であると考えられる。そのスタイ

ルの特徴として、まず政策決定に必要な情報の入手や意見の聴取をするにあた

り、各省庁からの報告に依存しなかった。多様な人材を政策決定の中枢となる国

家安全保障会議に集め、可能な限り多くの情報や意見を彼の目の前で述べさせ

た。とくに少数派、反対意見を重視した。これは、中間で情報・意見を集約する

権限を首席補佐官などに与えなかったということだった。また性急に決定する

のではなく、情報が十分に得られたうえで、決定の必要が確実なものになってか

ら決定を行った(1)。これらの特性は、アリソンのいう合理的な意思決定に近いも

のだといえる。オバマは感情ではなく、情報に基づく政策決定を重視したといわ

れる。しかし、この特性は危機的状況においては、時間的な制約や、状況の不透

明さのために不十分な情報しか収集できず、自ら決定できないまたは決定しな

いことを意味する(2)。したがって、当面の対応については、それぞれの行政機関

が統制されることなく行うことになる。しかし、初期の段階を過ぎると行政機関

の間の力関係、とくにオバマ大統領に直接アクセスできる側近の間での政治力

の優れた政策決定者によって対応のイニシアティブがとられるものといえる。

実際の米中問題への対応で強い影響力を及ぼしたのがクリントン国務長官だっ

た。その影響力が読み取れる事例として米中経済戦略対話の枠組みの変更があ

る。同対話は、ブッシュ政権当時から経済担当閣僚が所掌し、対中貿易赤字の解

消に向けた協議を目的として行っていた。オバマ政権としての最初の対話が
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2009 年 7 月に行われる予定となっていたものを、国務省が外交・安全保障をテ

ーマとして取り込むように働きかけ、結局、国務・財務の両長官が議長となって

行う枠組みに作り替えられた。この変更にクリントン国務長官が影響を及ぼし

たとされる。 

インペッカブル事案では、側近の中で中国への対応に最も強い影響力を有し

ており、またオバマ政権の高官として最も早い、同年 2 月に中国を訪問し、中国

高官との連携を確立していたことから、政策決定者はクリントン国務長官だっ

たと考えられる。 

   

２ クリントン国務長官のベトナム・シンドローム 

 

 ヒラリー・クリントン（以下、クリントンと表記する。ビル・クリントンはそ

の通り表記する。）は、1947 年生まれであり、ベトナム戦争当時（60 年代後半

～70 年代前半）は、学生として過ごしていた。米国内のベトナム反戦運動が活

発になる中で、学生運動を主導する一面もあった。回想録では特に 1968 年の一

連の出来事として、テト攻勢、キング牧師の暗殺、ケネディ上院議員の暗殺、ベ

トナム戦争の拡大が、米国自体およびクリントン自身の政治的姿勢を決定する

うえでの一大分岐点になったと述べている。 

法律大学院修了後、ニクソン大統領弾劾の司法委員会のスタッフを勤め、その

後ビル・クリントンと結婚し、政治家・大統領の配偶者となった。2000 年に上

院議員に当選し、2006 年に再選。2008 年の大統領選挙では民主党の有力候補と

なったが、オバマ候補に敗れた。この際に追求されたのが、後述するイラク戦争

の開戦決議に賛成票を投じた問題である。 

 ベトナム戦争から受けた影響、クリントンの生育した時代、学生中の活動、ニ

クソン大統領弾劾、徴兵を忌避していたビル・クリントンとの結婚など、前半生

のあらゆる部分で「ベトナムを忘れるな」という教訓を得た（一方、ベトナム戦

争に直接かかわっていないことから、比較的弱く共有した）ことを示している。 

 しかし、その信念とは相反する行動として、上院議員としての 2002 年のイラ

ク戦争への決議に賛成票を投じたことがある。これは、大統領選挙への立候補を

見据え、中道路線を目指したものと評価された。ところが、イラク戦争の状況が

悪化するにつれ、立場を転換し、イラクからの撤兵を主張するようなった。回想

録でも、イラク戦争に賛成票を投じたことは大きな失敗だったと告白している。

このエピソードは、クリントンの前半生における経験から得たベトナムの教訓

が政治的信念の根幹に存在し、大統領夫人・議員としての経験では覆すことがな

かったことを示しているといえる。 
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３ キャンベル国務次官補のベトナム・シンドローム 

 

キャンベル国務次官補は 1957 年に生まれ、60 年代後半から 70 年代前半にか

けては青少年期であり、ベトナム戦争における直接的な経験はない。カリフォル

ニア州立大学サンディエゴ校を卒業し、英オクスフォード大学で国際関係博士

号取得した。博士論文は、『ソビエト連邦の南アフリカ政策』であり、ベトナム

戦争関連の記述はない(3)。米国海軍士官となり、統合参謀本部および海軍作戦部

長特別諜報部隊に所属した。当時の勤務について国務次官補の承認公聴会で質

問されているが、東アジアの情報収集を行っていたとされる。ハーバード大学で

准教授として勤務し、ケネディスクールにおいて公共政策学及び国際関係論を

担当している。クリントン政権では国防次官補代理（アジア・太平洋地域担当）

として日米安保共同宣言や普天間飛行場移設問題等の日米安保問題を担当して

いた。CSIS（Center for Strategic and International Studies: 米戦略国際問題

研究所）の副所長、その後、新米国安全保障研究所（CNAS）の最高経営責任者

兼共同設立者に就任した。また、米外交問題評議会（CFR）会員、CSIS 発行の

『ワシントン・クォータリー』の編集委員会委員長などを務めた。国際関係・国

際政治の複数の著書がある(4)。 

大統領選挙でジョージ・W・ブッシュ政権に敗れた民主党の一部は、民主党の

安全保障政策が現在の国際情勢に適合しておらず、新しい政策が必要であると

主張した。その理論的な主導者が、キャンベルとフロノイ（Michele Flournoy）

だった(5)。ブッシュ政権下、CSIS に所属していた際の両者による共著が『ハー

ド・パワー（Hard Power）』である。このなかでベトナム戦争後の民主党・カー

ター政権が過度な軍事予算の削減を行い、イラン人質事件で表れたような軍人

の質の低下を招いたと述べた。続けて、共和党レーガン政権が軍隊の精強化によ

って国家のプライドを取り戻すことに成功したが、それを民主党は学ばなかっ

たとも述べた。これはキャンベル自身が所属したクリントン政権をも批判した

ものといえる(6)。キャンベルらは結論としてベトナム戦争があらゆる政治勢力間

に米国政治史上最大の亀裂を生み出したと述べている。これは、共和党と民主党

の間だけではなく、キャンベルの支持する民主党のなかでも生じたとしている。

これらの亀裂が米国の軍事戦略に分裂をもたらすため、新たな国際情勢への対

応を困難にしていると指摘した。しかし、新たな国際情勢に対し、ブッシュ政権

のネオコンのようにあらゆる紛争に関与するのではなく、軍事力（ハード・パワ

ー）と外交力などのソフト・パワーの併用と使い分けや、同盟国の協力を得るな

どの効率的なパワーの発揮を進めることによって民主党・共和党の政策的一致

を達成しながら、米国の影響力を回復できると主張した(7)。 

キャンベルは、ベトナム戦争後の米国が紛争への関与を避けようとして国力
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を失ったことと、国内が分裂したことが失敗だったと捉えており、ベトナム戦争

自体を誤りとはみておらず、ベトナム戦争の教訓に捉われて、軍事関与を頑なに

回避しようとする民主党の一部を批判している。これらの点から、キャンベルの

ベトナムの教訓上の信念は「ベトナムを忘れるべき」であり、直接ベトナム戦争

に関わっていないことから比較的弱い程度に共有しているといえる。 

 

第 2節 インペッカブル事案に対する静観 

 

１ インペッカブル事案に対するクリントン国務長官の脅威認識 

 

 クリントン国務長官は、事案の発生した 5 日後の 2009 年 5 月 14 日、米中外

相会談後の会見で、「我々は互いに立場を表明した。一方、我々は将来において

同様の事案が発生し、不確かな結果を招くのを回避することが重要であるとい

う点について合意した」と述べた。この後、公式の場で中国との海洋問題につい

て発言することは翌年になるまでなかった。しかし、すべての中国との関係に言

及がなかったわけではない。チベット問題、ミャンマーの軍事政権、インターネ

ット検閲問題などについて中国政府と協議している。非公式な場で中国との関

係について包括的に述べた際、二国間に多くの問題が存在するとしたなかで、政

治的開放性、人権問題、軍関係者間の信頼構築などの進展を期待していると述べ

る一方、海洋安全保障への言及はなかった(8)。 

 上記からインペッカブル事案、中国との海洋安全保障の問題についてクリン

トンの心理的環境は静観だった。インペッカブル事案についての発言はもちろ

ん、中国の海軍力の増強やフィリピン・ベトナムなどとの領有権問題についても

発言が観察されなかったのは、その他の政府関係者とは異なる点である。例えば、

インペッカブル事案のあった翌日（2009 年 3 月 10 日）、議会は急きょ公聴会の

議題として同事案を取り上げ、証言者のブレアー（Dennis Blair）国家情報局長

（National Intelligence Director）が、EP-3 事案以来、最も脅威の高まった事

案だと述べている(9)。この発言によるとインペッカブルの行為は、中国人民解放

軍海軍の EEZ 内での行動パターンが変化した結果であると認識されている。つ

まり、情報関係者は、インペッカブル事件が中国の攻撃的な姿勢が高まった結果

だと評価しており、一部の部隊の先走った行為だったという判断はしていない。 

また、国防総省の報道担当者は、記者からのインペッカブル事件の意味すると

ころについて問われたところ、中国政府による領有権に関する発表内容は厳密

に統制されており、また事案について中国は自らの領有権、主権の統一性を防護

する意図を示したものとみられるとの判断を示した(10)。他方で国務省当局者は、
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米国と中国との間に国際法におけるEEZの解釈に関する相違を問題として捉え

ていた。 

インペッカブル事案は、国務省案件となったが、南シナ海紛争の業務所掌区分

上の政策決定者であるキャンベル国務次官補が事案当時、承認されていなかっ

た。本事案が危機的状況ではなかった場合、クリントン国務長官がではなく、同

国務次官補が政策決定者となった可能性もあった。そこで 2009 年 6 月の議会に

おけるキャンベル国務次官補の証言をみてみる。証言を行ったキャンベル国務

次官補は、最近の東・東南アジアの海洋部で発生している事案が中国の戦略的な

思惑を反映したものではないかと質されると、中国からの反発に対する懸念、具

体的には米中間のコミュニケーションに関する協議が中断される可能性につい

て言及し、この種の事案の防止のため、軍事関係者の慎重な、深い対話の必要性

を主張した(11)。 

キャンベル国務次官補の証言から、衝突のエスカレートによって中国側から

の反発が強まる可能性への懸念と、米中間のコミュニケーション不足の認識が

読み取れる。キャンベル国務次官補には中国軍部隊の行動への統制不足から衝

突に至る可能性を強く懸念することがたびたびあった。これは、議員の中国によ

る戦略的な思惑の反映ではないかという指摘を否定するものである。偶然の衝

突と、その後の対処の誤りによってエスカレートすることへの懸念という脅威

認識の表出といえる。 

また、2009 年 7 月の議会公聴会において、キャンベルの部下であるマーシー

ル（Scot Marciel）国務次官補代行は、インペッカブル事案が、中国の攻撃性の

増大の問題と、国際法の解釈が不明であったことが原因だったと述べている(12)。 

 

 上記にみられるように政策決定者であるクリントン国務長官の事案の原因に

ついての認識には、他の政府当局者とは明らかにずれがあったということにな

る。国務省は EP-3 事案の処理を所轄していた省庁であり、その当時も、同じよ

うな問題があった。パウエル国務長官は、EP-3 事案を中国機のパイロットの操

縦ミスによる事故と捉えた。しかし、その事案発生以前からそのパイロットによ

る米軍機に対する危険な接近行為が繰り返し行われていた。また、ラムズフェル

ド国防長官は、同事案が、ブッシュ政権をテストするものだったと評価している。

また、EEZ における軍事調査活動に関する解釈の相違は米国の国益である航行

の自由に係る問題である。EP-3 事案では国防総省などが正当な行為だと主張し

たが、結局所轄する国務省、パウエル国務長官によって謝罪する結末を迎えた。

今回の事案後の米中外相会談において、米国の国益に対する懸念や、中国を批判

するクリントン国務長官の発言がなかった。 

 クリントン国務長官・国務省と、国防総省・情報機関の間で、事案発生の原因
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に関する認識にずれがあったということになる。また、このずれは、国務長官と

国務省当局者の間においても認識の相違がみられた。この国務長官にのみ特徴

的な認識は、EP-3 事案でもみられ、同事案では、国務長官と他機関の間に認識

のずれが結果として、謝罪に近いメッセージを送るという形をとることになっ

た。以下において、本事案における国務長官と、その他の機関における認識の相

違が、いかなる米国の対応を招くこととなったのか、みていくこととする。 

 

２ インペッカブル事案に対する静観 

 

インペッカブル事案後、国防総省の報道官は中国側の行動について、かつて中

国によってとられた海上の行動としてはもっとも攻撃的であり、中国当局を無

謀で危険な行為だとして批判した。また、米国の偵察任務は公海でルーティンに

行っており、合法なものであると述べた(13)。また、ホワイトハウスのギブス

（Robert Gibbs）報道官は、「我が国が公海での活動を停止する必要はなく、む

しろ中国が国際法を遵守するべき」と中国の活動を批判した(14)。 

国務省の報道官は、在北京米国大使館が中国政府に対して、中国船が米国の艦

船を不当に嫌がらせしたことについて抗議を行ったと述べた。しかし、中国の反

応などの詳細について述べなかった(15)。 

国防総省とホワイトハウスが中国の活動を批判したのに対して、国務省の報

道官の発言に中国を批判するよう意図した発言がなかった。 

クリントンは記者から米海軍の正当性と将来に及ぼす影響について質問され

たところ、双方がそれぞれの立場を確認したうえで中国と合意した内容として、

①同様の事案が今後生起することを防止するために努力すること、②この種の

事案が予測不能な結果に発展することを防止すること、と述べた(16)。 

当初の国防総省の声明と比較し、国務長官と大統領の発言の中に、中国政府を

批判する内容が含まれなかったのは、インペッカブル事件が末端の部隊が独自

に行ったものと判断されたためだと考えられる。ゲーツ国防長官も著作におい

て、そのように結論されたと述べている(17)。オバマが会談した際に協議された

再発防止の具体策として、軍関係者同士の対話のレベルと頻度を上げるべきと

いう点で合意に至ったというのは、EP-3 事案と全く逆の対応がとられたことに

なる。EP-3 事案ではラムズフェルド国防長官の進言によって、米中間の軍事交

流が一時中止になった。 
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第 3節 核心的利益発言・スカボロー礁事案に対する消極的関与 

 

１ 核心的利益発言に対するキャンベル国務次官補の脅威認識 

 

 2010 年 3 月、5 月の核心的利益発言に対する政策決定者の心理的環境は、7

月 23 日の ARF における発言で観察できる。同発言は、2010 年初頭にキャンベ

ル国務次官補とベイダー（Jeffrey Bader）NSC アジア担当上級部長が南シナ海

の省間会議を開催し、その場で協議された内容をもとに、政策声明が策定された

といわれる(18)。クリントン国務長官は、7 月にハノイで開催された ARF 閣僚会

議の場で声明を発表した(19)。 

・・・すべての国と同様、米国は南シナ海における航行の自由、アジアの海

洋へのアクセスの維持、国際法の尊重について国益を有する。我々は、これ

らの利益を ASEAN および ARF 諸国のみならず、あらゆる海洋国家や国際

共同体と共有する。 

米国は、あらゆる領土紛争の全ての係争国による協調的な外交的手段によ

る解決を支持する。我々は、係争国による軍事力の使用及び脅迫に反対する。

米国はどの係争国の主張にも与しない一方、係争国が国連海洋法に基づき主

張することを求める。南シナ海における正統な主張は、国際慣習法と一致し

ているべきである。 

米国は、2002 年の ASEAN 中国南シナ海共同宣言を支持する。我々は、

各国が完全な行動規範に合意することを支援する。米国は宣言にある新たな

取り組みと信頼醸成措置を円滑に推進する準備がある。なぜなら、法の下に

自由な商取引を行えることが、あらゆる係争国と国際共同体にとって利益だ

からである。国際共同体の利益の尊重と、未解決の紛争に取り組む努力は、

解決のための条件を整えるとともに、地域の緊張を低減する。さらに海洋法

条約への尊重を追加する。米国は、超党派で条約を支持しており、翌年の政

治過程を通じて、上院における批准を目指す。・・・ 

クリントン国務長官の発言のなかで、米国は航行の自由を米国の国益である

とするとともに、二つの国益を追加した。一つは、アジアの海洋へのアクセスの

維持である。これはその後、海洋における自由な経済活動と言い換えられるが、

つまり、公海における漁業活動などの権利を確保することである。もう一つは、

国際法の尊重である。また、領土紛争を強制なしで外交的に解決しようとする努

力を支援すると述べた(20)。 

これらの表明が、キャンベル国務次官補の心理的環境の表出だと捉える。利益

を明確にした、ということは、これまでの外的環境の認識を一歩進め、これらの
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利益が脅威にさらされているという認識を示したものといえる。自由な経済活

動や、国際法の尊重という利益は、航行の自由の利益と異なり、米国にとって直

接的な利益とはなりにくく、むしろ地域の秩序が、米国にとっての利益とみなす

ものといえる。また、中国の当局者が南シナ海の領有を核心的利益と表現したの

に対抗する表現を採用したことから、中国の発言に対する直接的な脅威認識と

捉えることもできる。 

 その後の記者会見の場でキャンベル国務次官補は、中国が南シナ海を核心的

利益と位置付けたことについて米国がどのように捉えているのかという質問に

対して、米国の関心は国務長官が ARF で述べた三点であり、平和的・外交的手

続きによって、問題解決を建設的に行うと述べた。また、米国が直接的な役割を

演じることが適切だとは思わない、とも述べている(21)。たしかに、クリントン

国務長官の発言は、行動規範の策定の努力を支援するとのみ述べており、策定に

向けてイニシアティブを発揮するとはいっていない。一方、クリントン国務長官

の ARF で示した米国の利益に関する言及は、中国の核心的利益発言に対する政

策決定者の脅威認識を示したものといえる。 

 結局、この ARF の会議の場で 11 か国が南シナ海問題についての見解を述べ

た。ASEAN その他の国々は米国が姿勢を示したことによって発言に至ったもの

といえる。中国当局は、クリントン国務長官の発言を中国への対抗と受け止めた

とされる。中国代表の楊外相は声明において、多国間協議は問題を複雑にするだ

けであり、二国間による対応が適切であるとするとともに、『クリントン国務長

官の「公平なように見える発言」は、南シナ海の状況が憂慮すべきものだという

錯覚を作り出すことによって中国を攻撃することを狙っていると批判した』と

述べた(22)。 

 上記を踏まえ核心的利益発言に対するキャンベル国務次官補の心理的環境に

ついて、クリントン国務長官の ARF 発言を情報源として読み取ってみる。核心

的利益発言が、これまでのキャンベルの中にあった、偶発的な出来事とみなす要

素を払しょくしたように見える。つまり、中国は戦略的に南シナ海に進出し、そ

こでの米国との接触もその範疇の中で行われた、という脅威認識を得た、という

ことになる。この認識の表明は、核心的利益発言と対応したものとなっており、

そこに認識のずれは認められない。 

 

２ スカボロー礁事案に対するキャンベル国務次官補の脅威認識 

 

2012 年 6 月、キャンベル国務次官補は米国のシンクタンクの主催で行われた

講演会において、これまでの政府の原則的な立場として、領有権に関する中立、

軍事力の使用による解決、国益として航行の自由・国際法への準拠・商業活動の
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自由、平和と安定の拡大を求める立場について述べた。質疑において、ARF で

米国としてのイニシアティブを発揮することはあるのか、という質問に対して、

米国の立場を明確に示すとのみ答え、あとは中国の出方次第だと述べた。また予

想される行動規範が、これまでの行動宣言とほとんど変わらない可能性を指摘

されると、問題が外交的プロセスで進捗するのが重要であり、内容には関与しな

い姿勢を示した(23)。 

 また、2012 年 9 月の公聴会で証言に立った際、海・空域を移動する船舶や航

空機のリスクについての質問に対してキャンベル国務次官補は、数十年にわた

る米国の航空機・船舶の安全な航行が今後も継続されると見通しを示したうえ

で、現在直面している危機は、末端の部隊の指揮官が起こすような不測の事態だ

と述べた。また、ベトナムの EEZ 内の米国の民間石油業者も活動している石油

鉱区において中国が石油試掘塔を設置した事案への対応について問われたとこ

ろ、中越間の協議で解決を図るべきと述べた。これに対してさらに議員が EEZ

は条約で認められている正当な権利だとして中国の活動の独断性を指摘すると、

キャンベル国務次官補は、歴史的な経緯など条約の原則的な適用には馴染まな

い部分もあることから、行動規範の合意が重要になると証言した。 

 キャンベル国務次官補の心理的環境は、核心的利益発言、中国による西沙群島

海域におけるオイルリグ設置から大きく変化していない。クリントン国務長官

の表明した国益に対する脅威認識が主な内容となっている。 

スカボロー礁事案の特性は、位置的にフィリピン・ルソン島、スービック湾に

比較的近い EEZ 内であり、中・比の艦船が展開し、比較的長期にわたる対峙と

なったことである。軍事衝突に発展した場合、共同防衛条約に基づく軍事行動に

発展しかねなかった事態といえる。 

一方、軍事的緊張に関するキャンベル国務次官補の脅威認識はインペッカブ

ル事案当時と同じく偶発的な衝突を危惧したものであり、戦闘の発生、さらには

米軍が軍事的に関与する可能性には言及されていない。また、南シナ海の通航が

不可能になるといった事態についても、航行の自由は守られるという期待を示

し、脅威認識の表出に至らなかった。 

航行の自由について、キャンベル国務次官補が合理的な認識を示したとは言

えない面がある。中国がスカボロー礁の占領とともに、監視船によるプレゼンス

の示威を拡大した。それにも拘わらず、キャンベル国務次官補は中国が航行の自

由の重要性を認識し、周辺海域における航行の安全を尊重するように振る舞う

と信じる旨を議会公聴会の場で証言している。ビル・クリントン第 2 期政権の

ロス国務次官補が対応したミスチーフ礁拡張事案でも同じような状況に対して

脅威認識の生じない例を述べた。その時点にもまして、中国海軍の能力が向上し

ており、また、核心的利益発言によって中国が海域を自らの領域にする意図が明
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かされていた。それにも拘わらず、政策決定者の中に航行の自由が脅かされると

いう認識が生じなかった。 

 

３ 核心的利益発言・スカボロー礁事案に対する消極的関与 

 

（１）政策声明の発表による消極的関与 

 

期待された行動規範の採択に至らなかった ARF 後の 2012 年 8 月 3 日に国務

省の声明が発表された。このなかで、まず米国の南シナ海紛争への立場として以

前と変更がないことを述べたうえで、最近の状況として資源探査船の衝突や、ス

カボロー礁での中比当局間の衝突があったとし、中国を名指ししたうえで、南沙

群島を三叉市の行政管理区域内としたことや、南シナ海の紛争地域をカバーす

るような軍事拠点の新たな設置は、紛争解決に寄与するための協調的な外交努

力を無駄にし、むしろ緊張を高めるような行為だと批判した。更に、米国として

ASEAN の行動規範の合意に向けた努力を引き続き支援するとともに、係争国す

べてを対象として、領有権主張を国際法にもとづいて行うよう要請した。声明の

結語として、オバマ大統領とクリントン国務長官の名を明記し、地域諸国の首脳

たちへの外交努力を通じた紛争解決への取り組みを求めている(24)。 

この声明は、核心的利益発言によって高められた脅威認識とともに、行動規範

の合意に失敗したうえ、議長声明の採択に至らなかった ASEAN 諸国に対して

も結束を呼び掛ける意味を含んでいたといえる。 

核心的利益発言によって、中国の戦略的な思惑が南シナ海における行動に反

映されているという脅威認識を生じた。この声明は、米国の国益を明記したうえ

で、中国の行為を批判していることから、南シナ海紛争に米国として関与する意

図を示したものといえる。そのうえで、米国による南シナ海紛争への関与の方針

が、ASEAN による行動規範の取り組みの支援と、全ての係争国に対して国際法

に基づく紛争解決を目指すよう求めるということを明らかにしたといえる。 

 

（２）米国による独自の軍事的関与 

 

・ 軍事力の東南アジアへの配置 

 

国防予算の年度要求（FY2014）では、リバランス政策の一環として、アジア・

太平洋地域における軍事力（Force Structure）の増強を挙げている。予算要求

作成のガイドラインとなる国防戦略指針（Sustaining U.S. Global Leadership: 

Priorities for 21st Century Defense）では、米国の政策実現のために、引き続き
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グローバルな安全保障に貢献する一方、アジア・太平洋地域への軍事的リバラン

スを行うとしている(25)。予算要求資料では、アジア・太平洋地域に最も能力の

高い戦力を配置するとして、FY2013 で嘉手納の F-22 をローテーション配置、

F-35 の早期配置を計画、グアムを戦略ハブとして開発、オーストラリア、フィ

リピン、シンガポールとの戦力アクセスを容易にする合意を協議、バージニア級

原子力潜水艦、P8 哨戒機、巡航ミサイル、ISR（Intelligence, Surveillance and 

Reconnaissance：情報・監視・偵察）システムの展開を準備することとしてい

る。また、アジア・太平洋地域における作戦を容易にする装備開発について言及

し、具体的には、第 5 世代統合戦闘機、新型ステルス爆撃機、次世代空中給油

機、海洋地域情報収集システムなどをあげている。さらに、同盟・協力関係の強

化として、軍高官の訪問、防衛協力の再活性化（日本、韓国、オーストラリア、

フィリピン、タイ、ニュージーランド、ベトナム、マレーシア、インドネシア）、

中国との軍-軍関係強化について言及した。これらの予算要求は、リバランス政

策を具体化したものであるといえる。 

オバマのリバランス戦略は、南シナ海紛争への対応とは区別するべきという

立場もある。パール（Douglas Paal、アジア専門家、元外交官。）は、リバラン

ス戦略が中間選挙の国内対策の一環だったという考えを示している。つまり、政

策の目的は、対立していた候補者によるオバマ政権の対中政策が弱腰であると

いう批判への対応という一面があったというものである(26)。それを裏付けてい

る動向として、2011 年末に掲げられたリバランス戦略全体では、アジア・太平

洋地域への予算・政策の優先順位を高く設定するとともに、イラク・アフアガニ

スタンからの撤退を連動させるといった構想が明らかにされたものの、2013 年

以降、次第にその外交・経済・安全保障上の集中が失われていき、特に軍事力の

シフトという側面を薄れさせていくことになった、ということがある。 

その他の研究者の議論については既述（序章 6～7 頁、注 28 参照。）したが、

オバマ政権のリバランス政策の狙いは、地域安全保障に過剰に関与することか

らの負担の軽減であるというものだった。つまり、米国の軍事力が転用されたと

いうことのみでは、南シナ海紛争に影響を及ぼそうとする動きだと評価できな

いということである。 

 

・ 米比同盟の信頼性向上による関与 

 

90 年代の在比米軍撤退に伴って低調となった米比共同演習が、ブッシュ政権

の対テロ戦争の一環として活発に実施されるようになった。2009 年度のバリカ

タン演習では 16 年間の歴史で初めて米軍機がフィリピン基地で運用された。

2009 年 8 月に米・フィリピン政府は、2010 年分の軍事協力協定に合意した。内
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容としてはミンダナオのテロ組織への共同対応を焦点としている。インペッカ

ブル事案を経た後も米比共同演習は、従前と変化なく、対テロ行動が焦点となっ

た。 

2011 年 3 月から 5 月にかけて、フィリピン、ベトナム両国が中国と衝突した。

この際、米国がフィリピンとの相互防衛条約を南シナ海紛争に適用するのか、と

いうことがかつてミスチーフ礁占領・拡張事案でも持ち上がったように、再び問

題となった。6 月 11 日、フィリピン政府は、領有権紛争の平和的な解決に向け

て努力する一方、もし中国との衝突が発生した場合米国の支援を受けることに

なると述べた(27)。6 月 12 日、在比米大使館の報道官は、前日のフィリピン政府

の発言を受け、米国は、もしフィリピンが中国との衝突によって戦争に発展した

場合、相互軍事協定を遵守するとしながら、米国は領有権紛争の一方に加担する

ことはしないと述べた(28)。6 月 13 日、ウェッブ（Jim Webb）上院議員が中国

の南シナ海における行動を非難する決議を提案した。この際、米国政府が、自ら

の立場を主張せず、あまりにも弱い立場を示していると批判した(29)。6月 14日、

フィリピン大統領との会談の中で、トーマス（Harry Thomas）在比米大使は、

米国は、南シナ海紛争におけるいかなる場合においても、フィリピンを支援する

と述べた。クリントン国務長官は、6 月 23 日、フィリピン外務長官との会談の

後の記者会見の場で、フィリピンが中国と衝突した際に救援するのか、という問

いに対して、仮定の質問は応じられないが、と前置きしつつ、米国は相互防衛条

約とフィリピンとの戦略的同盟関係を尊重し、フィリピンの防衛にコミットす

ることを明確にしたいと述べた(30)。これらの一連の米国の判断の変化は、国益

に対する脅威認識の表明後の、中国とフィリピン・ベトナム間における衝突事案

の増加、国内（議会）の圧力を受けたものだといえる。 

 2012 年の米比共同演習では、それ以前と相違し、南シナ海紛争を焦点とした

多くの演習が行われた。例えば、4 月バリカタン（南シナ海の警戒・監視行動）、

7 月 CARAT（米海軍、沿岸警備隊、フィリピン海軍。初のミンダナオ島沖での

実施）、9 月コースト・ウォッチ（米海軍、フィリピン沿岸警備隊、海洋警察）、

10 月フィリピン米国水陸両用上陸演習（Piblex）（米海兵隊、フィリピン海兵隊）

などである。共同演習の計画は前年度以前から行われるため、これらの演習の構

想は 2011 年以前の政策決定が反映されたものといえる。 

 一方、スカボロー礁事案の生起にともない、フィリピン側から条約改正の要望

が持ち出されるようになった。これに対し、米側はフィリピン軍の装備改善など

の協力に応じる一方、条約の改正には応じない姿勢を維持した(31)。2012 年 9 月

の米議会公聴会において、議員から 2010 年から状況は変化しており、フィリピ

ンとの同盟条約が南シナ海を対象外としていることの改正の必要性について問

われたところ、キャンベル国務次官補は、フィリピンとの安全保障協力を強化し
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ており、それで十分だと答えた(32)。 

 米比同盟の変遷について振り返ると、インペッカブル事案の直後は南シナ海

紛争への関与という観点ではクリントン政権時からほとんど変化していなかっ

た。ところが、2010 年の核心的利益発言後から同盟の進展があり、2011 年には、

フィリピン側の懸案だった、南シナ海への同盟条約の適用についてクリントン

国務長官から言質が得られるまでに至った。2012 年にスカボロー礁事案が生起

し、フィリピン側が同盟条約の改正を求める動きを見せたのに対して、米国の否

定的な姿勢が示された。 

 

（３）地域諸国との協働による軍事的関与 

 

2009 年 6 月に米国・シンガポール海軍による第 15 回二国間演習（CARAT）

が行われたが、この際、水上艦、ヘリコプターのほかに初めて潜水艦が加えられ

た(33)。共同演習の計画は年単位で行われており、インペッカブル事案が直接の

要因とはいえない。一方で地域諸国の潜水艦の取得が活発化しており(34)、演習

の内容の変化はインペッカブル事案の生起につながった米中両国の動きを背景

としつつ、中国の潜水艦能力の向上に対して米国と地域諸国が対抗する意図を

示したものといえる。 

2010 年以降、ASEAN 諸国との共同演習が盛んにおこなわれるようになった。

例えば、5 月米タイ CARAT 演習（対潜水艦戦など）、米インドネシア海軍共同

演習（東ジャワ・スラバヤ周辺）、7 月米・シンガポール CARAT 演習（両国海

軍、米沿岸警備隊。対航空、対水上、対潜水艦戦闘）、8 月、米・ベトナム海軍

演習（初。ダナン。捜索救難）、10 月米・カンボジア CARAT 演習（初）。ほか

に CARAT 二国間演習をブルネイ、インドネシア、マレーシア、シンガポール、

タイと実施している。 

2012 年 10 月にはベトナム当局者を乗艦させた空母ジョージ・ワシントンが

南シナ海を航海した(35)。 

 上にも述べたとおり米軍と地域諸国の共同演習は、中国軍の軍事力の向上へ

の対応という側面があり、南シナ海紛争の事案への対応とは必ずしも言えない。

一方、たとえばベトナム・ダナンへの寄港・共同演習の実施や、ベトナム当局者

を空母に乗艦させたうえでの航海といった示威行動は、米国の南シナ海紛争へ

の関与といえる。つまり、2010 年から 2012 年にかけての共同演習については、

米国として南シナ海紛争に地域諸国との協力を通じた関与が行われたものと評

価できる。 
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（４）行動規範の締結に向けた ASEANへの協力による関与 

 

2009 年 7 月 22 日にクリントン国務長官は、ASEAN 閣僚会議で、米国の TAC

への加盟に署名するとともに、米国は東南アジアの安全保障などの当面する課

題において ASEAN と全面的に協力すると述べた。TAC は、加盟国の主権・領

土の保全、内政不干渉、紛争の平和的な手段による解決を求めるとともに、東ア

ジアサミット（EAS）参加への基本的な条件である。これまで米国が TAC への

加盟を忌避していたのは、内政不干渉の原則などが、米国の外交的自由（特にミ

ャンマー制裁）を損ないかねないという懸念があったためだった(36)。 

2010 年 1 月に、米国が、域外国として初めて ASEAN 大使としてマーシール

を任命した。マーシールは 4 月にインドネシアを訪問し、ASEAN 事務局の能力

構築について協議している。官僚レベルの ASEAN への協力は資料として明ら

かにされていないが、2012 年の行動規範合意に向けて水面下での協力を行って

いたものと推察される。 

2010 年 7 月の ARF におけるクリントン国務長官の発言は、行動規範の合意

に向けて中国・ASEAN の共同を促すものだった。10 月の ASEAN 首脳会議に

おいて行動規範実行のためのガイドラインの策定・合意の促進が確認された。そ

の翌年の ASEAN・中国閣僚会議においてガイドラインが合意された。ガイドラ

インの合意についてクリントン国務長官は「重要な最初のステップである。しか

し、明らかに単なる最初のステップである」と評価した(37)。この発言は中国・

ASEAN に対してガイドラインの合意にとどまらず、行動規範の合意に向けて努

力するようくぎを刺したものといえる。 

しかし、その後のフィリピンなどによる行動規範に関する ASEAN 合意の努

力が続けられたものの、2012 年の AMM における行動規範の採択は議長国カン

ボジアの反対によって失敗に終わった。その後、クリントン国務長官がインドネ

シア外相との会談後の記者会見において、米国の領有権紛争における中立を再

度強調するとともに、引き続き、中国と ASEAN が行動規範の協議に取り組む

べきであり、この際、ASEAN の結束が重要と発言している。また、ASEAN の

地域問題解決能力の向上が米国の関心である、と述べた(38)。 

オバマ政権が TAC への加盟を果たし、ASEAN との連携を深めたのは、南シ

ナ海紛争への関与の一環とはいえない。一方、2010 年以降、行動規範の合意に

向けた取り組みの強化を ASEAN と中国に働きかけたことについては間接的な

関与といえる。 
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考察 

 

2001 年の EP-3 の後にも東シナ海・南シナ海でたびたび中国による米国の情

報収集に対するハラスメントが起きていたが、そのなかで最も中国側の攻撃的

な態度が示されたのがインペッカブル事案だった。インペッカブル事案に至る

までに発生した EP-3 事案など、様々な事案を通じて、米中間の EEZ に関する

認識の相違、南シナ海における軍事的価値の高まり、米国による情報収集活動と

中国による対抗措置が行われていた。インペッカブル事案の特徴は、複数の法執

行機関と中国軍艦船が組織的に、役割を分担して米軍艦船に対して執拗な妨害

行為を行ったということである。これらの特徴から、国防総省、情報機関は中国

の妨害行為の変質を読み取った。米国の対応、とくに所掌官庁である国務省の対

応も変更されるべきタイミングだったともいえる。 

しかし結局、この事案の位置づけは、末端の部隊による突発的な行動という解

釈にとどまった。両国は互いの立場を理解し、この事案によって関係を損ねない

という見解で一致し、それ以後、この事案が問題視されることはなくなったので

ある。この事案が問題視されなくなった理由はいくつか考えられる。ひとつには

政策決定者が米中関係を損ねることを望まなかったということである。クリン

トン国務長官はインペッカブル事案発生の前月に訪中し、さらに事案発生の数

日後には中国外相の訪米が控えていた。つまり、両国にとって関係を損ねたくな

いタイミングだったといえる。この議論の傍証として、米国内において米中両国

の関係を損ねるべきではないという圧力の高まるタイミングを見透かした中国

側の行為だったという研究者の主張がある。つまり、2001 年に EP-3 事案など

が起きてから数年にわたり米国の情報活動を制約する主張が行われてきていな

かった。米国が強く反発することが困難な時期を狙って、問題を再度提起する意

図があったということである(39)。しかしこの説明であれば、別の機会に問題が

発生すれば、米国側が脅威認識に応じて反応することになる。ところが、2009

年 5 月 4 日にも、東シナ海でヴィクトリアス（USNS Victorious）が中国船に

30 ヤードの距離に接近された状態が 1 時間継続するという事案が発生したもの

の、これに対して米国政府は何も対応しなかった。この時点では重要な政治イベ

ントとしての APEC における米中首脳会談は終了していた。しかし国防総省報

道官が報道からの、米国の声明がほとんどないのはなぜかという問いに対して、

この件は外交的に協議されると、回答するにとどまった(40)。つまり、一時的な

米中関係に配慮したことによるのではなく、米中間の接触事案のすべてが国務

省による対応とされたうえで、国務省は静観の態度をとったということである。 

再度、インペッカブル事案における政策決定の過程について振り返り、本研究
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の枠組みの視点から再構成を行う。 

オバマ政権の決定スタイルとして①熟慮型の大統領であることから、十分な

情報や、選択肢を得ることができない危機的な状況において、決定のイニシアテ

ィブをとらない、②このため、当面の状況において機関ごとの統制のない対応が

あったのちに、大統領の側近中、焦点の問題に応じて影響力の高いアクターが政

策決定者となる、の二点からクリントン国務長官を政策決定者として導出した。

この決定を支持する理由が二つ挙げられる。ひとつ目の理由は、この事案直後に

事案についてホワイトハウス、国防総省、国務省がそれぞれ言及しており、加え

て、ホワイトハウス・国防総省が中国の行為を批判しているのに対して、国務省

は批判を控えており、発言について三機関の間で統制されていない可能性が示

唆されたことがある。ふたつ目の理由として、インペッカブル事案後の米国の対

応について述べたのが、米中外相会談後のクリントン国務長官であり、高官級の

発言は同長官のみだったことがある。 

政策決定者のクリントン国務長官には、イラク戦争の開戦に賛成票を投じた

ことのほかにも、ビル・クリントン大統領のボスニア空爆の決定に肯定的な意見

を述べるなどの軍事関与に肯定的な面もあった(41)。これは、クリントンのベト

ナム戦争の経験が間接的なものにとどまっており、信念としては比較的弱いた

めであると考えられる。しかし、イラク戦争については最終的に軍隊の撤退を議

会に呼び掛けるなど、一貫していない側面もあり、「忘れるな」という教訓の評

価を覆すには至らないといえる。 

インペッカブル事案におけるクリントン国務長官の心理的環境は静観であり、

その他の政府関係者、国防総省、情報当局がすべて脅威認識を持っていた点にお

いて異なっていた。概ね同じ情報を得ており、同じ政治的立場にあったほかの国

務省当局者とも異なる面があったことがその特異性を物語っている。 

たとえば、政策決定者になっていた可能性のあるキャンベル国防次官補と比

較してみると、次官補は 6 月の公聴会において、南シナ海における中国との衝

突のエスカレートを脅威とする認識を示していた(42)。この点についてクリント

ン国務長官との認識の相違があった。したがってキャンベル国務次官補が政策

決定者であったならば、少なくとも中国との衝突防止を目的として関与した可

能性がある。 

つまり、インペッカブル事案で米国の対応が静観にとどまった理由は、事案の

対応が国防総省ではなく国務省であり、なかでもクリントン国務長官が政策決

定者であったためであるといえる。 

クリントン国務長官のベトナム・シンドロームが「忘れるな」であったために

結果として中国の戦略的な思惑の兆候に関する情報を低く評価し、脅威として

認識しなかったという説明を補足するため、ASEAN が行動規範の採択に失敗し
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た後のクリントン国務長官の心理的環境について考察してみる。2012 年の行動

規範が合意に至らなかった原因は、中国が議長国のカンボジアに圧力を加えた

ことである。カンボジアが議長国の地位を利用して採択を妨げたということは、

翌年以降の別の議長国の下での採択の可能性はあるといえる。また逆に、

ASEAN がコンセンサスに拘り、その一方で強硬な反対国が存在し続けるのであ

れば、ASEAN が行動規範について合意するのは困難、ということになる。そう

いった観点からクリントンが ASEAN の結束をまず訴えるというのは適切であ

る反面、重要な側面を見逃しているともいえる。つまり、仮に米国の働きかけな

どが功を奏して ASEAN の結束が図れたとしても、中国が行動規範に否定的な

態度であることが明らかとなった状況では、中国が行動規範に合意する可能性

は、ASEAN が結束する可能性よりもさらに低いことになる。表面的には中国は

行動規範の協議に参加しているが、カンボジアに対する圧力の意味するところ

は、明らかに行動規範への協議に対する後ろ向きの姿勢である。スカボロー礁事

案なども中国が領有権問題を力によって解決しようとする姿勢に変更がないこ

とを示している。こういったなかでもクリントン国務長官の紛争解決を ASEAN

諸国に依存する姿勢は不可解だといえる。 

クリントン国務長官のインペッカブル事案と、スカボロー礁事案後の発言に

共通しているのは、中国の独断的な行動にあえて言及しないことである。この姿

勢は米国の政策的優先順位が低い場合には適切である。しかし、自身が述べてい

る通り、米国にとっての南シナ海の平和と安定が優先順位の高い利益になって

いる状況となった。こういった状況においてもクリントン国務長官の脅威認識

に高まりが示されないのは、長官の心理的環境において中国の行動について脅

威として評価しない「忘れるな」のベトナム・シンドロームによる認識バイアス

がかかっていることの一つの証拠だといえる。 

つぎに、核心的利益発言とスカボロー礁事案における消極的関与について考

察する。核心的利益発言は、初めて中国の政府高官が米国政府当局者に対して中

国にとっての南シナ海・南沙諸島の位置づけを明確にした発言という意味で、米

国政府としては重要な発言だったといえる。その一方で発言のみによって米国

の政策決定者に何らかの認識を生じさせたかについては、やや疑問がある。脅威

を認識するのは意図を明確にする発言だけでは不十分であり、発言に信ぴょう

性を持たせることのできる、具体的な行動が伴っている必要がある。しかし本事

例の場合、核心的利益発言をする以前に、その裏付けとなる行動は蓄積されてき

ていたといえる。つまり 90 年代から中国が南シナ海で行ってきた米国・地域諸

国との衝突事案が、核心的利益発言によって中国の戦略的意図として明確に位

置付けられた、ということである。したがって、中国の意図が明らかでなかった

ことを理由として行われなかった米国の紛争への関与が一転して行われる可能
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性が生じたといえる。 

核心的利益発言において、キャンベル国務次官補のインペッカブル事案の際

にみられた現実の環境と脅威認識におけるずれが解消されていた。すでに述べ

たとおり、キャンベル国務次官補は、インペッカブル事案における中国の行動を

脅威と認識していた。しかし、国防総省と情報機関が一致していた中国の戦略的

な姿勢の変化とみなしていた事案に対し、キャンベル国務次官補は偶発性を重

視し、戦略的な姿勢の変化に関する認識が低かった。これは中国から明示的に述

べられたため、ずれを生じる余地がなかったとみることができる。一方スカボロ

ー礁事案の生起では再度、偶発性を重んじる傾向がみられた。 

このずれについて、ベトナム・シンドロームでは次のように説明する。キャン

ベル国務次官補のベトナム・シンドロームは「忘れるべき」である。その特徴は、

伝統的な民主党政権がベトナムの記憶に縛られるあまり軍事問題を避けており、

そのためにベトナム戦争後の米国が国力を落とすに至ったというものである。

これを踏まえると、キャンベル国務次官補が中国の戦略性を見落とすのは説明

がつかないようにもみえる。しかし、キャンベル国務次官補の軍事問題の捉え方

は、軍隊の運用よりも、軍事力の整備に偏重しているという特徴がある。キャン

ベル国務次官補の著書から読み取れる信念は、軍事力と外交力の均衡を保ちな

がら整備することによって、米国の影響力を拡大できるというものである。オバ

マ政権のリバランス政策にあるとおり、最新鋭の戦力をアジア・太平洋地域に転

用している。その仮想敵となっている中国に対して不釣り合いなほどの戦力で

ある。キャンベル国務次官補としてはこれほどの戦力に当面して、中国が争いを

仕掛けるとは考えにくい。したがって、偶発性を重視する見方が取られたのだと

説明できる。 

 米国の関与の推移を手段ごとにみるとずれがあるのが認められる。まず、米

比同盟の信頼性の向上については、2010 年に最も重視しており、その後、2012

年では同盟条約の見直しに否定的な態度を示すなど、重要性が低下した。一方、

地域諸国との共同演習を行い、DOC への協力の重視については、2010 年から

2012 年にかけてほぼ一定して行われていた。この時系列上の関与の手段のずれ

についてキャンベル国務次官補のシンドロームから説明することができる。 

上にも述べたが、キャンベル国務次官補のベトナムの教訓は「忘れるべき」で

あり、具体的には軍事的関与を忌避することなく、軍事力と外交力の組み合わせ

を重視するということにある。第 3 章のロード国務次官補のシンドロームに関

する考察でも述べたが、「忘れるべき」の教訓が強い場合は、イニシアティブの

発揮できる手段を重視し、逆に弱い場合は、客観的に適切な手段を採用する。つ

まり、南シナ海紛争における米国の立場が本質的に第三者であることに立ち返

るのであれば、集団的・間接的な手段を採用することになる。 
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2010 年の核心的利益発言によって、中国の戦略的な思惑が明らかになると、

シンドロームの影響が高まり、よりイニシアティブの発揮できる手段を選好す

るようになり、同盟の信頼性の強化による関与を強化した、一方 2012 年の時点

では、中国の意図を偶発的にとらえ、脅威認識が比較的高まらなかったため、同

盟による関与については行われなくなった。したがって、シンドロームの影響が

低く、より集団的・間接的な関与の手段である、多国間制度の活用、地域諸国と

の協働による関与の採用される傾向が相対的に高まった、と説明できる。 
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第 7 章 オバマ政権第 2 期のベトナム・シンドロームと事

案対応 

 

第 1節 政策決定者のベトナム・シンドローム 

 

 オバマ政権第 2 期における、南シナ海紛争関連の主な政策決定者はラッセル

（Daniel Russel）国務次官補である。ラッセル国務次官補は、1953 年生まれで

あり、ベトナム戦争期間中は大学入学前ということになる。本人がベトナム戦争

からどのような影響を直接受けたのかは、発言などから読み取れない。経歴とし

ては、1985 年に国務省に入省した後は、ほとんど東アジアの外交官僚として過

ごしている。駐日大使補佐官、大阪・神戸総領事館副領事、駐大阪・神戸米国総

領事、駐韓国米国大使館一等書記官などを経験している。そのほか、キプロスや

オランダの米国大使館での勤務がある。これらから、外交官としての立場で思考

し、発言する傾向が高いと推察される。 

他方、ベトナム戦争についての言及についてみてみると、ラッセル国務次官補

は、現時点で唯一の著作である「世界における米国の位置」において、米国の自

由主義、民主主義的価値に基づく、積極的な外交を展開するべきと主張している。

米国はその卓越した国力と道徳的な立場の高さから、他国に関与する責任と利

益があると捉えている。その一方で、実際には力の限界があるので、システムに

働きかける、ルールを守るように他国に促す、戦略的・政治的に選択的に関与す

ることになる、とも述べている。 

 ラッセルの数少ないベトナムに関する言及のなかで、その直接的な被害もさ

ることながら、その後の米国人に与えた対外関与に対する臆病さに強い不満を

抱いているのが読み取れる。それに加えて、そのベトナムの敗北をもたらした現

実主義、エリート主義的な対外政策が米国の道徳性、リーダーシップの権威の喪

失を招いたと批判している。また、安易な軍事力の行使に対してソマリアを例に

挙げながら、米国の信頼性を失わせる結果を招くものとして、強く戒めている(1)。 

 ベトナム戦争を直接経験しておらず、むしろ外交官として活動する中でクリ

ントン政権の行ったソマリア平和維持活動への派遣の失敗や、ルワンダの民族

虐殺を看過したことなどがより強く認識に影響を及ぼしたものと推察される。

あえて、ベトナムの教訓の文脈におきかえるのであれば、ラッセルの信念は「ベ

トナムを忘れるべき」であり、それを比較的弱い程度に共有しているといえる。 
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第 2節 軍事拠点化事案に対する消極的関与 

 

１ 軍事拠点化事案に対するラッセル国務次官補の脅威認識 

 

 2013 年 1 月フィリピン政府は、中国との係争について国際仲裁裁判所へ提出

する手続きを進めると発表した。ケリー（John Kerry）国務長官は、同年 4 月

のフィリピン外相との会談の際に、紛争解決の取り組みへの支持を伝えている
(2)。ラッセル国務次官補は、2014 年 2 月 5 日、中国の九段線の主張が国際法上

の根拠がないものと述べ、フィリピンの立場を支持する姿勢を明確にした。また

ラッセル国務次官補は、係争国が緊張を低減して、行動規範の策定に合意できる

環境を醸成するため国際仲裁裁判所へ提訴するなどの手段を講じるよう促した
(3)。 

 2014 年 2 月、ラッセル国務次官補が議会証言の中で、南シナ海紛争に対する

政策を明らかにした。このなかで、2012 年と同様に中国の活動を名指しで批判

するとともに、九段線に基づいて領有権を主張していることについて、国際法と

の不適合を指摘した(4)。 

さらにラッセル国務次官補は、2014 年 7 月 28 日の講演において、フィリピ

ンに対して提訴の取り下げを迫ったとして中国を批判している(5)。 

 中国がその他の係争国とは比較にならないほどの大規模かつ早いペースで埋

め立てを行っているのに対し、ASEAN 諸国、米国内（議会）は強い反発を示し

た。ラッセル国務次官補は、9 月 26 日の公聴会で質問されたのに対し、①本質

的に米中間の問題ではない、②中国の現状変更の意図が米国・地域全体の懸念と

なっていると回答した(6)。ラッセル国務次官補のこの二つの立場は一貫している。

同様の発言を 2015 年 2 月 4 日の国務省プレスセンターの記者会見においても

行っている。記者の質問に対し、いずれの領有権主張にも与するものではないと

前置きし、①現状変更を試みる単独主義的な行動に対して米国の懸念を直接的・

建設的に中国に対して表明している、②米国は中国とその隣国との関係に予期

しない問題が生じることを懸念している、③米国の利益はまた、ベトナム・フィ

リピン・マレーシアなどの国々と良好な安定した関係を維持していることにあ

るということを明確にしている、と述べた(7)。 

 

 フィリピンが国際司法裁判所への提訴に踏み切った後の中国による軍事拠点

化は、明らかに現状つまり、実効支配している島嶼の状況の固定化を意図したも

のである。また、大規模な軍事拠点化によって、航行の自由についても現実的に

脅かされる状況に至ったものといえる。フィリピンなどの ASEAN 諸国や、議
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会の示した見解と、ラッセル次官補の見解は概ね一致しているといえる。中国の

現状変更の意図が、米国・地域全体の懸念となっているという見解を示している。 

 

２ 軍事拠点化事案に対する消極的関与 

 

（１）政策声明 

 

2014 年 3 月、米国国務省として、国際司法の場に紛争の裁定をゆだねるとす

るフィリピンの立場を支持すると発表した(8)。米国国務省は、2014 年 5 月 7 日

にも声明を発表し、中国のオイルリグを設置しての活動は、挑発的であり、緊張

を高める活動だと批判した。また、危険な行動と、艦船の活動による脅迫行動に

ついて、強い懸念を表明した(9)。 

 

（２）米中外交を通じた関与 

 

2014 年 5 月 8 日、ベトナムを訪問中のラッセル国務次官補は、大使館での記

者会見において、中国の挑発的行為を批判し、紛争を国際法に則って平和的、外

交的に扱うよう、中国、ベトナム双方に対して求めている(10)。中国は、ベトナム

政府の発表と、ラッセル国務次官補の訪越のタイミングが一致していることか

ら、同国務次官補がベトナムを扇動したのではないか、という見解を示している
(11)。扇動したという表現はともかく、発表内容についてラッセル国務次官補が

ベトナム政府と認識をすり合わせた可能性は高い。またオイルリグの設置事案

は、中国の活動が、中国人民解放軍の独自の判断によるものではなく、様々な機

関を一致して運用したところにみられるように、国家としての意図が働いてい

ることを明瞭にしたといえる(12)。 

さらに翌日の 2014 年 5 月 9 日、米政府安全保障顧問のローズ（Ben Rhodes）

は、中国が中越間の南シナ海にオイルリグの設置を行ったのに対して、米国は中

国の軍事行動に反対し、フィリピンとの軍事的連携を強化するとも発言した(13)。

一方ケリー国務長官は、5 月 15 日、ベトナム副首相兼外務大臣と電話会談を実

施し、中国の活動を挑発的と表現するとともに、ベトナムに対して安全な行動を

とるように促した(14)。 

さらに 6 月、ラッセル国務次官補が ARF の準備会合に参加し、会議場におい

て中越両国に対し西沙群島海域の軍隊を引き揚げるように要請するとともに、

中国にオイルリグを撤去するように要請した(15)。 

 米国政府の外交当局者による一連の発言に共通しているのは、中国の行動が

挑発的であると非難するとともに、ベトナムに対して穏便に対応するように求
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めている点である。オイルリグ事案は、カウペンス事案（第 2 章参照）と同じ

ように中国艦船から行動の妨害を受けたという共通点がある。異なる点として

は、米国が中国の活動を挑発的と表現している点である。カウペンスの事案で

は、中国の活動を批判する場面はおろか、事案発生当初はそもそも公表もされ

なかった。つまり、米国が当事者となった事案では中国を直接批判することを

避け、ベトナムが当事者となった事案で直接批判したということになる。これ

らの事例では、米国が中国との直接的な対立を避け、立場を明確にしないとい

う思惑があったといえる。 

 

 2015 年 5 月 14 日にフィリピン外務長官が、中国の埋め立て活動に抵抗する

ことへの支援を米国に要請している(16)。5 月 16 日にケリー国務長官は、中国外

相と会談し、この際、ケリー国務長官が埋め立て活動のペースと見通しについて

懸念を示したところ、中国外相は埋め立て活動をやめる意図はないと表明して

いる(17)。 

 7 月以降、ラッセル国務次官補などの米政府当局者は埋め立て活動について踏

み込んだ発言をするようになった。ラッセル国務次官補は、7 月 21 日の南シナ

海会議において、行動規範の合意を進捗させるためには、まず中国による埋め立

て・軍事施設の構築活動を停止させなければならない、と述べた(18)。ケリー国

務長官も 8 月 6 日の東アジアサミットの準備会合において、（すべての係争国に

対し）埋め立て活動、新たな施設の建設、地形の軍事化の試みを停止することに

合意するよう促す、と発言した(19)。9 月 25 日に、オバマ大統領と会談した習近

平中国国家主席が、南シナ海の島々の軍事化はしないと発言している(20)。 

 

（３）米国の軍事的関与 

 

 1979 年以来、米国が行ってきた FONOP（Operation of Freedom of 

Navigation：航行の自由作戦）の目的は、EEZ を封鎖しようとする動きがあれ

ば、積極的に対抗策をとることにある。FONOP では、外交交渉と実力行使が表

裏一体となっており、国務省による抗議文の送付にとどまる場合もある。ある場

合には、米国海軍が他国の EEZ に進入し、米国が、その管轄権の主張を認めて

いないことを示すこともある(21)。 

2015 年 5 月、カーター国防長官が南シナ海紛争について、中国が国際法上も

地域の非軍事に関するコンセンサスも踏み外しており、一方、地域諸国が米国の

関与を求めていることから、米国はそれに応えるつもりだ、と述べた。2015 年

9 月の上院軍事委員会公聴会において、国防省の参考人が、2012 年以来、航行

の自由プログラムの枠組みで 2012 年以来、中国の占拠する島嶼から 12 海里以
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内の航行がないと証言し、議論を呼んだ。政府は数週間の考慮の後、10 月駆逐

艦及び哨戒機により中国が占領するスビ礁の周辺海域およびその上空を航行

（飛行）した(22)。 

 2014 年から 2015 年の米国の対応は、米国の予算要求上の制約を受けたもの

といえる。FY2016 の予算要求は、2014QDR に基づいて作成された。2014QDR

の内容は、2012 に引き続きアジア・太平洋地域へのリバランスとともに、中東

の重要性に重点を設け、さらにウクライナ情勢を受けて、欧州への注意も含める

という状況となった。そのうえ、超党派予算法（Bipartisan Budget Act）が制

定され、国防予算は 10％削減の上限が設けられることとなった。その解決方法

として、アジア・太平洋地域については、米軍独自の対応よりもむしろ同盟国や

友好国との関係強化、能力構築に依存するとともに、非軍事的な対応として

ASEAN による行動規範の制定努力への支援、国際海洋法による解決の支援を強

化することになった。象徴的な条項として、南シナ海イニシアティブ（South 

China Sea Initiative）がある。これは、マケイン（John McCain）上院議員ら、

対中強硬派の議員による修正条項であり、目的は南シナ海における海洋安全保

障の増大・地域諸国の海洋情報収集能力の向上であり、対象国（尼・馬・比・泰・

越）の当該活動の支援や訓練を行うとしている。予算規模は、5 年間で上限が 425

百万ドルとなっている。FY2016 では、修正として、ブルネイ、シンガポール、

台湾の訓練も支援できるようになった(23)。この予算枠の金額は安全保障環境に

変化をもたらす額とはいえない。評論家は、425 百万ドルを複数年複数国に分配

したら、ほとんど何も効果はなく、中国の進出は止められないし、国防省の担当

にとっては意味のある金額ではない、と評価している(24)。 

 また、2015 年には FONOP として、米艦船が中国の占拠している地域から 12

カイリ以内を無通告で航行し、中国の領有を認めない姿勢を示した。この対応は、

前に述べた通り、世界のその他の地域で行われていたことを本地域に適用した

ものであり、米国の一貫した姿勢と捉えることはできるが、紛争への積極的な関

与を示したものとはいえない。 

 グローバルな戦略の一環としてのリバランス政策のなかで、2012 年の一時的

な軍事プレゼンスの強化などがあったほかは、2013 年以降、リバランス政策自

体が軍事的な意味を失っていき、同盟国や友好国の能力構築や、国際司法裁判

所・行動規範の策定への支援といった非軍事的手段による対応が中心となった。 

南シナ海への対応が主に非軍事手段となったことは、議会証言などでも明ら

かにされている。例えば、ラッセル国務次官補は、自身の承認のための上院公聴

会において、議員から様々な形で南シナ海の対応に米国が軍事的イニシアティ

ブを示すべきではないかと問われたのに対し、一貫して米国が、地域諸国の支援

的な立場に留まるべきと主張した(25)。また、公聴会において太平洋軍のロック
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リアー（Samuel Locklear）司令官は、議員の米国が南シナ海紛争への米国の取

るべき対応に関する質問に対して、「最も良いのは係争国がどのように対応する

のかを注意深く見守り続けることだ」とし、中立・不介入の立場をとることを主

張している(26)。 

 

オバマ政権下の 2015 年から 2016 年にかけて 4 回の南シナ海における

FONOP が行われた（2015 年 10 月 27 日、2016 年 1 月 29 日、5 月 10 日、10

月 21 日）。1 から 3 回目は、領海の無害通航時に事前の通報を求める権利を認

めないことに関する示威行為であり、4 回目は、過剰な直線基線の設定を認めな

いことに関する示威行為だった。 

1 から 3 回目の領海の無害通航時に事前の通報を求める権利を認めないこと

に関する示威行為とは、中国の国内法において定められている義務を遂行しな

い、それを認めないということを示す意味である。具体的には、中国が占領する

西沙・南沙群島の島嶼の 12 海里以内の無害通航を行った。 

4 回目の過剰な直線基線の設定に関する示威行為とは、中国の占領する南沙群

島のいくつかの島嶼のそれぞれの陸地（低潮高地）から 12 海里の領域には接近

せずに、非無害通航（機動訓練航行（Maneuvering drills））を行っている。し

かし、中国が国内法で定めるとおりに群島全体に直線基線を設定していた場合

には、12 海里以内を非無害通航で通航していることになる。国際法で群島国家

にのみ認められている群島内の直線基線の設定を中国が国内法で定めてもそれ

を認めない、という示威行為であった(27)。 

つまり、オバマ政権下に行ったすべての FONOP は、中国の国内法による国

連海洋法の拡大解釈を認めないという意味であり、中国による南沙諸島の違法

な領有自体を認めない、という意味は含んでいないため、紛争に積極的な関与を

行ったとは言えず、消極的な関与を直接的・単独的な方法で行ったといえる。 

 

（４）同盟の信頼性向上 

 

 2014 年 4 月、米・フィリピン間で、EDCA（Enhanced Defense Cooperation 

Agreement:拡張防衛協力合意）が調印された。これはフィリピン軍基地内に米

軍施設を構築可能にするものであり、事実上、米軍が撤収する必要がなくなった

ことを意味した。また、フィリピン軍基地を米軍部隊のローテーション配置に利

用することが可能になった。米軍はこれまでのオーストラリア、シンガポールに

加え、フィリピンに軍事拠点を確保することにより、地理的に分散した、運用面

で抗堪性が高く、政治的にも持続可能な体制へと転換することができたとされ

る(28)。カーター国防長官は、このような米軍部隊の配置が訓練の効率を高め、
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パートナーシップや同盟を強化すると述べている。EDCA の調印後の 7 月、米

潜水艦コロンバス（Columbus）が EDCA によって使用可能になったスービッ

ク湾に寄港した。2015 年 1 月、ラッセル国務次官補は米・フィリピン共同演習

の実施を発表する場において、南シナ海紛争が進行中の懸念であり、米国とフィ

リピンはそれを押しとどめるように働きかけると述べた(29)。また、2 月に米偵察

機 P-8 がフィリピン関係者を搭乗させ南シナ海を偵察飛行した。 

EDCA は、条約を改正することなく、また基地の提供に伴う双方の負担を避

けながら、米軍の展開を恒久的に可能にしたものである。スービック湾に米潜水

艦が寄港したことは冷戦終結後に撤退した米軍が、フィリピンにプレゼンスを

再度示すに至った象徴的な意味があるといえる。 

 

（５）地域諸国・域外国との軍事的協力による関与 

 

 2015 年 3 月、米海軍第 7 艦隊司令官は、東南アジア各国に南シナ海を監視す

る統合軍を発足するよう呼び掛けた。これは、従来共同で行われていたマラッカ

海峡監視を発展させたものだといえる。この呼びかけに対し、ほかの諸国は反応

を示さなかった中、インドネシアのみが他国軍による領海内への侵犯の可能性

から公式に反対を表明した(30)。 

 新たな取り組みとして、域外国の軍隊が米軍との共同訓練を行うようになっ

た。たとえば、10 月に米国・シンガポール・日本による海軍共同訓練が南シナ

海で実施され、射撃、隊列航行（Formation Cruising）訓練が行われた(31)。2015

年 3 月に、米太平洋軍ハリス（Harry Harris）司令官が、インドの南シナ海で

のプレゼンスの増大を歓迎すると発言した(32)。 

 

考察 

 

本章の焦点となった紛争事案は、軍事拠点化である。この事案の特性は、フィ

リピンが国際仲裁裁判所に提訴し、中国の違法行為が明白になる前に、占領状態

の固定化を意図したものということである。 

この現状に対して、ラッセル国務次官補の認識はほぼ一致しており、ずれが生

じていなかった。この点については、現状が明らかであり、認識とのずれの生じ

る余地がなかったという説明に留まる。 

一方、認識した状況と実際に採用した関与の方法に、ずれが生じていたといえ

る。米国は、中国の軍事拠点化に対して埋め立て活動を停止させる意図がなかっ

たと考えられる。ラッセルの発言が一貫していたように、米国はこの問題を米中
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間の問題として捉えていない。2016 年 1 月 21 日に米比二国間安全保障対話の

記者会見において、中国の埋め立て活動による現状変更を米比両国によって停

止させることはできるのか、という問いに対して、ラッセル国務次官補は、全て

の ASEAN 諸国が一致して問題に取り組む必要があるとする一方、中国との安

定的・建設的な二国間関係を重視すると述べている(33)。また、2016 年 4 月 21

日のスタンフォード大学での講演において、会場からの中国の違法行為が確定

した場合、米国の外交は変化するのか、という問いに対して、米国は主権の争い

には一貫して関与しない、米国の関心は航行の自由の原則と自由な経済活動の

維持である、と回答した(34)。ラッセルは、中国の行動が攻撃的であっても、国際

法上の違法が確定したとしても、米国の国益には反しないとしている。その一方

で、米比同盟を再活性化させ、軍事プレゼンスをフィリピンとともに誇示し、日

本を巻き込んだ共同訓練を行うなど、直接・集団的な方法による消極的な関与を

行った。 

ほかに象徴的な関与として、航行の自由作戦があった。議会からの圧力が高ま

り、米海軍による航行の自由作戦が結局 4 回にわたり行われたが、そのすべて

において、中国の領有権を脅かすような内容ではなく、中国の国際法の解釈の特

殊性に反対を表明する示威行為にとどまった。航行の自由作戦の実行は、議会に

要請された背景があり、中国と単独で対立する可能性をともなう方法にはこと

さら消極的な実施にとどまった。 

上記の対応をラッセル国務次官補のベトナム・シンドロームによって説明す

ると以下のようになる。ラッセル国務次官補のシンドロームは「ベトナムを忘れ

るべき」であり、とくに米国は国力の高さから、国際紛争にも適切に関与するべ

きとしながらも、その理由に道徳的な高さを挙げている。現実主義的な理由によ

る関与を行ったことがベトナムの敗北の原因であり強く戒めるべきである、と

いうものであった。 

ラッセル国務次官補のシンドロームは、違法行為に対して、静観が米国として

はまったく受け入れられない態度だと訴えかける。その信念によって脅威を認

知バイアスの影響を受けることなく読み取り、それに応じた積極的な関与を行

うことが予測される。ラッセル国務次官補のシンドロームであれば、活発な

FONOP を通じた軍事的な反応を示すこともありえた。   

では、なぜ FONOP は消極的な実行にとどまり、軍事力の集団的な誇示を選

好したのか。ラッセル国務次官補のシンドロームは米国の卓越性を重視するあ

まり、軍事力の安易な使用に躊躇する面があった。軍事力を使ったうえで、その

効果が得られなかった場合、米国の信頼性の問題が発生する。うまく影響力が及

ぼせないと、逆に米国が大きなダメージを負ってしまうことになる。このように

シンドロームが作用したため、米国が直接、中国と対立する可能性を回避したの
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終章 結 論 

 

第１節 分析結果 

 

 第 1 章で設定した分析枠組みは、図１-１（再掲）のとおりである。 

 

図１-１（再掲）ベトナム・シンドロームが作用する政策決定プロセス 

 

 当初の枠組み設定時には、ベトナム・シンドロームが、政策決定者に事案をど

のような脅威として認識させるか、という心理的環境への影響を予測した。そし

て、脅威を認識させた場合、再度ベトナム・シンドロームが、脅威への対応行動

に影響を及ぼすものと予測した。 

 表終-１は、事例の分析結果として、ベトナムの教訓の内容と強度の組み合わ

せが、事案に対する政策決定者の心理的環境及と対応（消極的関与）の方法につ

いてまとめたものである。 
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表終-1 ベトナム・シンドロームの影響  

事案 
ベトナム・シンドローム 心理的

環境 

積極・消極 
行動の概要（抜粋） 

信念 強度 直接・間接 単独・集団 

ﾐｽﾁｰﾌ占領 忘れるべき 強 
脅威

認識 

消極 国務省報道官発表(1995.2.11) 

中国当局者との会談(1995.3-4) 直接 単独 

ﾐｽﾁｰﾌ拡張 忘れるな 弱 静観   

 

EP-3 忘れるな 強 静観   

 

ｲﾝﾍﾟｯｶﾌﾞﾙ 忘れるな 弱 静観   

 

核心的利益 忘れるべき 弱 
脅威

認識 

消極的関与 ASEAN 諸国との共同訓練活発化 

行動規範の合意に向けた要請（2010.7） 間接 集団 

スカボロー礁 忘れるべき 弱 
脅威

認識 

消極的関与 国務省声明発表(2012.8) 

軍事力拡大決定（予算要求上） 

南シナ海問題を焦点とした米比共同訓練活発化 
間接 

単独・ 

集団 

軍事拠点化 忘れるべき 弱 
脅威 

認識 

消極的関与 国務省声明発表(2014.3) 

米比 EDCA 合意(2014.4) 

国務省声明発表(2014.5) 

米潜水艦スービック湾に寄港(2014.7) 

米・シンガポール・日本海軍共同訓練（南シナ海）

(2014.10) 

米 P-8A、比軍要員同上で南シナ海を偵察飛行

(2015.2) 

直接 集団 

 

まず、ミスチーフ拡張、EP-3、インペッカブルの事案に見られたように、「ベ

トナムを忘れるな」という教訓は、紛争事案に対する脅威認識を抑制して事態の

静観を導くシンドロームとして作用したと考えられる。他方で、ミスチーフ占領、

核心的利益、スカボロー礁、軍事手拠点化の事案に見られたように、「ベトナム

を忘れるべき」という教訓は、紛争事案をありのままの脅威と認識し、事態への

対応（関与）を促した。 

「忘れるな」の教訓は、客観的な環境と心理的環境の間にずれを生じさせる原

因となった。パウエル国務長官の事例にみられたように、客観的な環境が明らか

な脅威であったとしても、心理的な環境が事案を単なる事故とみなすに至らし

めたのがベトナム・シンドロームだといえる。一方「忘れるべき」の教訓はずれ

を生むことなく、脅威を脅威として認識させた。つまり「忘れるべき」の教訓は、

状況の認識においてシンドロームとして作用することはなかった。 

ちなみに、「忘れるな」の教訓の強度と心理的環境の関係に法則性は見出され
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なかった。政策決定者が「忘れるな」の教訓を強く共有する場合も弱く共有する

場合も、心理的環境は静観となった。枠組みの設定段階では、ベトナムの教訓を

共有する強度とシンドロームの作用は比例し、教訓の共有が弱いほどシンドロ

ームの作用も弱くなり、中国の行為を脅威として認識する可能性が高まること

を想定した。しかし事例では、教訓を弱く共有する政策決定者であっても、強く

共有する政策決定者と同様に脅威を認識しない傾向が観察された。これは、少な

くともベトナム・シンドロームの発生源となった東南アジアの事例において「ベ

トナムを忘れるな」の教訓を抱く限り、その共有の度合いの強弱に関わらず、シ

ンドロームの影響から逃れることはできないことを示唆している。 

つぎに政策決定者が脅威と認識し対応を選択する際、ベトナムの教訓を強く

共有する場合（ミスチーフ占領事案）には、直接的方法で米国が単独で事態に対

処する傾向がある。他方、政策決定者がベトナムの教訓を弱く共有するにすぎな

い場合は、第三国を通じた間接的な方法で事態対処する場合(核心的利益とスカ

ボロー礁の事案)と、集団かつ直接的な方法で事態対処する場合(軍事手拠点化の

事案)のあることが判明した。つまり、集団的な関与でも、間接的な方法を選好

するか、直接的な方法を選好するかについて相違が生じたということである。直

接的な方法は、巻き込まれのリスクが大きい一方、速やかな関与の効果が期待で

きる。間接的な関与は、巻き込まれのリスクが小さいという利点がある一方、関

与の効果の発揮に時間がかかることが欠点である。 

軍事拠点化事案では、直接的な方法が選択され、核心的利益発言とスカボロー

事案では、間接的な方法が選択された理由は、事案の特徴に基づくものであり、

シンドロームの作用ではないものと考えられる。つまり、軍事拠点化事案の特徴

は、従来の中国の行動が地域諸国との小規模な衝突にとどまっていたのに対し

て、急激に軍事能力を増大させたものである。この事態への即効性のある対応が

求められたため、直接的な方法、例えば南シナ海における頻繁な軍事プレゼンス

の誇示が採用されたと説明できる。一方、核心的利益発言やスカボロー礁事案は、

それまでの状況の延長線上にある紛争事案であるといえ、即座に関与の効果を

発揮することが求められておらず、巻き込まれのリスクが小さいという利点が

選好されたものと説明できる。ミスチーフ礁占領事案でも直接的な方法が選好

されたが、この事案は、これまでの中国・ベトナム間の紛争ではなく、同盟国で

あるフィリピンにまで拡大した初の事案という特徴があった。国民や議会の間

でも、中国の軍事増強とあいまって早期の対応を求める声が上がったことから、

即効性のある対応を採用したものと説明できる。 

つぎに、単独・集団という介入方法に関する観察結果についてみてみる。事前

の想定では、「ベトナムを忘れるべき」という教訓が、大義や崇高な価値にこだ

わるあまり消極的な関与を導くというものだった。これに対し観察結果は、教訓
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を強く共有する政策決定者が単独的な関与の方法を選好し、弱く共有する政策

決定者が集団的な関与の方法を選好するというものだった。これは「忘れるべき」

の教訓がもたらすシンドロームの作用によって以下のように説明できる。 

 「忘れるな」の教訓が、ベトナム戦争の目的・手段の全てを誤りだったと評価

するのに対し、「忘れるべき」の教訓はベトナムの目的は正しかったが手段が適

切ではなかったと捉える。「忘れるべき」は戦争目的の崇高性を強調し、強い米

国を目指す立場から、紛争への関与の機会を的確に探ろうとするため、それを見

逃すような認識のバイアスを掛けることはないため、静観ではなく（消極的な）

関与を選択する。 

つぎに関与の方法の決定についてみてみる。その前提として、集団的な方法は、

巻き込まれた場合の負担を集団で分担することによって軽減できるという利点

がある一方、第三国や同盟国の協力を必要とし、ある場合には米国のイニシアテ

ィブを手放す可能性を生じるという欠点がある。その一方で単独的な方法は、第

三国、地域諸国や同盟国の立場に左右されず対応を選択できる利点がある一方、

巻き込まれた場合の負担が多大なものになるという欠点がある。 

関与の方法の決定に関する観察の結果、「忘れるべき」の教訓を強く共有する

政策決定者は、単独的な方法を選好したのは、「忘れるべき」の教訓が強く作用

した結果、巻き込まれを恐れて、どのような文脈であっても努めて消極的な関与

に留めようとしたものと解釈できる。単独関与の方が自らの裁量で状況を操作

でき巻き込まれの可能性を低く抑えることが可能になるからである。したがっ

て、強い「忘れるべき」の教訓がもたらすシンドロームの作用は、単独的な方法

を選択する傾向を高くするのである。 

 「忘れるべき」の教訓は大義のある地域紛争に積極的関与を促すにとどまらず、

大義や道徳的な価値にこだわりすぎて過度に関与の条件を高く設定する傾向が

ある。つまり「忘れるべき」の教訓は、対応選択の段階において自ら統制可能な

関与の方法を選択するように働きかけるものといえる。「忘れるべき」の教訓が

弱い政策決定者が、集団的な関与を選好し、強い政策決定者が、単独的な関与を

採用する傾向がある、という観察結果は上記のように説明できる。 

 付言すれば、単独的な関与は積極的な関与を意味しない。あくまでも「ベトナ

ムを忘れるべき」という教訓は、関与を正当化する大義や道徳的に崇高な価値に

こだわるあまり、消極的関与を選択するように作用している。例えば、オバマ政

権下で 2015 年から 2016 年に実施された FONOP（航行の自由作戦）は、中国

の国際法の解釈、中国の国内法に基づく主張（領海を無害通航する際に外国船舶

に事前の通報を求めること、群島国家ではないのに直線基線の設定による領海

を主張すること）を容認しない示威行為であったため(1)、南シナ海紛争への積極

的関与とはみなさない。しかし、仮に米海軍が頻繁な FONOP の実施によって
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中国の軍事拠点化の阻止に乗り出せば、それは中国の行動や主権を軍事力によ

って制約しようとしたことになり、積極的な関与となったであろう。 

 ところが、米国は、議会の強硬派の意向に基づき実施したにも拘わらず、中国

に対して積極的な関与とみなされる可能性のある FONOP を実施せず、従来通

りの示威行為にとどめた。ラッセル国務次官補は、共同訓練の場で、米比同盟に

よって中国の行動を抑制するというアピールを行うことを関与の方法として選

択した。この事例は、「ベトナムを忘れるべき」の教訓から派生したシンドロー

ムが、積極的な関与よりも消極的な関与を選択させた証左といえる(2)。 

                                                                                                                                                                                                                                      

 

第 2節 含意等 

 

１ 分析結果の理論的含意 

 

 本研究は、ベトナム・シンドロームが米国の東南アジアにおける紛争への認識

と対応選択に与えた影響を分析した。この分析結果は、既存の研究にいかなる理

論的貢献をすると考えられるであろうか。 

従来の研究では、ベトナム・シンドロームが、軍事介入の規模や期間などの政

策決定に与える影響が論じられてきた。また、主要な関心は、イラク戦争やアフ

ガン戦争のような大規模な軍事介入に至った際、ベトナム・シンドロームが克服

されたか否かに焦点が当てられてきた。この場合、ベトナム・シンドロームの作

用を受ける主体は専ら、メディア、大衆、及びその支持を受けた議会であり、政

府はベトナム・シンドロームの作用に対抗していかに政策決定を合理的に行う

か、ということが課題となっていた。この枠組みはベトナム・シンドロームが大

衆・メディアを通じてのみ作用すると捉えるものであり、したがって大衆・メデ

ィアが関心をもたない紛争への関与にはベトナム・シンドロームが作用するこ

とはないという分析上の制約をもたらした。 

これに対し本研究では、政策決定者自身がベトナム・シンドロームの作用を受

けると捉えた。これによって、軍事的関与に至る以前の低強度紛争に対する米国

の脅威の認識の仕方とその対応選択にも、ベトナム・シンドロームが影響を及ぼ

す可能性に着目した。そこで、本研究は、ベトナム戦争終結以来、十分に分析さ

れてこなかった米国の東南アジアにおける紛争への消極的関与をテーマとした。

政策決定過程研究における合理的行為者モデルでは、積極的関与が行われなか

った原因は、行動を促すだけの国益や脅威認識の不在を推論するにとどまる。し

かし、本研究では、消極的関与及び静観にとどまった紛争対応の原因に、ベトナ
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ム・シンドロームの影響を受けた政策決定者の認識の作用を以ってそれを補完

した。 

ベトナム・シンドロームが政策決定者に及ぼす媒介作用を分析することによ

り、近年の南シナ海紛争を取り巻く情勢の変化にもより説得力のある説明が可

能となる。オバマ政権のリバランス政策以降の米国は、東南アジアが戦略的な重

要地域であることを明示していたが、本論でも述べたとおり、実際には消極的な

関与にとどまった。本研究では、こうした状況認識と対応選択のずれについて、

ベトナム・シンドロームの影響を受けた政策決定者の認識の産物として説明し

た。このようにして、本研究は、大規模な軍事介入に至らない、より低強度で小

規模な紛争への米国の対応に考察の射程を広げた。 

 米国の政策決定過程を心理モデルで説明しようとする場合、危機的事案に直

面した大統領、国防長官、国務長官といった高官が観察対象となる傾向があった。

つまり、従来の研究は政府内政治モデルを心理モデルで補完するものであった。

非危機的事案を射程に収め、次官補レベルにも焦点を当てた本研究は、集団思考

を前提とする組織過程モデルと心理モデルを連結させたことで、政策決定過程

研究の射程を伸ばすことに貢献できたのではないだろうか。組織過程モデルは、

官僚組織で共有される標準作業手続き（SOP）によって政策内容が決定されると

捉える。しかし、実際の政府内における政策決定が常にボトムアップで決定され

るとは限らない。特に、危機的状況まで至らないとしても、地域をまたがるよう

な紛争事案などが発生した際の対応を決定する場合に、決定権限を有する組織

のトップが決定に加わらないとは考えにくい。逆に、上記のような状況で官僚組

織が政策決定プロセスで機能しないこともありえない。本研究で明示的に分析

対象とはしなかったが、実際には政策決定者に情報をインプットするのも、対応

の方法を提示するのも官僚組織である。本研究は官僚組織のルーティンな作業

を基盤とする政策決定を、官僚組織の小集団を率いる政策決定者の認識過程の

特性によって分析したものであることから、従来の組織過程モデルよりも実際

の政策決定に近似した分析になったのではないだろうか。 

 

 

２ 本研究の限界と可能性 

 

 本研究は、南シナ海紛争のような低強度紛争に、ベトナム・シンドロームを適

用して政策決定者の脅威認識や対応選択を分析した。大規模紛争への軍事介入

に際し、ベトナム・シンドロームが克服されたかどうかを検証するのとは異なり、

消極的関与にとどまった事案における政策決定者の意図や状況認識を観察する

のは、方法論上の問題を伴う。したがって、消極的関与という同一の結果が、国
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益の不在によるものか、状況認識への心理的バイアスによるものかを判定する

のは、極めて難しいと言わざるを得ない。加えて、政治任用ではあるものの、次

官補レベルの認識を推定するに際し、公聴会や政策文書以外の資料が乏しいこ

とも観察を難しくしている。 

 しかし、オバマ政権下のリバランス政策と航行の自由作戦が示すように、積極

的に関与する意図が表明されながら、実際の行動とのずれが起こるような事態

に対して、本研究は一定の説明能力を発揮しうる。また、戦略環境が大きく変わ

っていないにもかかわらず、異なる政権が積極的関与に転じるような場合にも、

本研究の説明を適用することが可能であろう。 

(1) Eleanor Freund, “Freedom of Navigation in the South China Sea: A Practical 

Guide,” Belfer Center, 2017, pp. 26-40. 
(2) 参考として、FONOP を積極的・間接的手段で実施しようとする構想がカーター国防

長官によって 2016 年のシャングリラダイアローグで提案された、原則に基づく安全

保障ネットワーク（Principled Security Network）構想である。これは、南シナ海紛

争の解決に向けた有志連合構想であり、航行・飛行の自由を尊重する諸国が米軍との

連携の改善と協力によって、航路の安全を集団で維持しようとするものである。つま

り、米軍のみならず、その他諸国軍の艦船も航行の自由作戦に参加させようという構

想だった。しかし、この構想は ASEAN 諸国からの反応を引き出すことなく、2017

年現在、議論されないままとなっている。DoD, “Remarks on “Asia-Pacific’s 

principled security network” at 2016 IISS Shangri-La Dialogue,” June 4, 2016; Ash 

Carter, “The Rebalance and Asia-Pacific Security: Building a Principled Security 

Network,” Foreign Affairs, No. 95, 2016, pp. 65-75. 
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補論：トランプ政権の航行の自由作戦に関する考察 

 

本研究では、事例の制約によって積極的な関与を観察し分析することができ

なかった。ベトナム・シンドロームの作用は、政策決定者が静観または消極的な

関与を選択するように誘導する。その一方で戦争の記憶に起源をもつ以上、政権

交代を経るごとに記憶とともにシンドロームの作用が希薄化し、その結果、積極

的な関与が観察される可能性が高まると考えることができる。現時点（2018 年

3 月現在）では、2017 年に政権交代を果たしたトランプ政権の政策決定につい

て分析を行うにはデータが不足している。しかし、トランプ政権による南シナ海

紛争への対応として航行の自由作戦を取り上げ、本研究の成果を当てはめて推

論を試みることは可能であろう。 

 

 2017年 1月に政権交代を果たしたトランプ政権は先代のオバマ政権との相違

を強調する傾向にあったが、それは南シナ海紛争についても同様であった。その

顕著な特徴が FONOP に現れている。上に述べたとおり、オバマ政権が南シナ

海で行った FONOP は、他国の領域拡大に反対の意思を表す示威行為という従

来の枠組みを守った対応であり、中国の行動を制約するような積極的関与とい

えるものではなかった。 

一方、トランプ政権下で行われた FONOP は、2017 年中に艦艇によって 4 回

行われた。一回目は 5 月 24 日で、駆逐艦デューイ（USS Dewey）が軍事拠点

化されたミスチーフ礁の 12 海里以内でジグザグ航行を行い、かつ人員の船外脱

出訓練（man overboard drill）を行った(1)。ジグザグ航行も、訓練を実施しなが

らの航行も中国の領有そのものを否定する意味を含んだ航行であった。   

二回目は 7 月 2 日に西沙群島のトリトン島周辺海域において、駆逐艦ステザ

ム（Stethem）によって実施された。実施した内容の詳細は伝えられていない。 

三回目は 8 月 10 日に再びミスチーフ礁周辺海域において、駆逐艦ジョン・マ

ケインと 2 機の P-8 偵察機によって実施された(2)。通常の国際法の理解におい

ては、外国船舶の無害通航が認められるのに対し、航空機の場合、領空について

は排他的な主権が確立されているため、無許可で領空に入り込んだ航空機は領

空侵犯として扱われることになる。偵察機が 12海里内の上空を飛行したことは、

ミスチーフ礁の領有を認めないというメッセージであったといえる。 

四回目は 10 月 10 日に西沙群島において駆逐艦チェイフィー（Chafee）によ

って実施された。この際、それぞれの陸地の 12 海里以内には接近せずに、直線

基線を設定した場合の領域内を航行した(3)。これは、オバマ政権時の 4 回目の示

威行為と同じ種類だといえる（第 7 章第 2 節第 2 項（３）を参照。）。 



 135 

詳細を伝えられていない二回目と、通常の FONOP だと考えられる四回目を

除き、一回目と三回目はこれまでの FONOP とは質が異なった。一回目は、軍

事拠点化された島嶼（正確には、ミスチーフ礁は高潮低地）の 12 海里以内で非

無害通航をすることによって領有を否定した。さらに三回目については、ジョ

ン・マケインが無害通航だったのかは伝えられていないものの、軍用機によって

通常であれば領空侵犯となる飛行を行い、やはり領有を否定した。  

 さらに 2017 年 9 月 3 日、米太平洋軍司令官は、今後数か月のうちに、数回に

わたり FONOP を実施する計画であると発表した(4)。したがって、10 月 10 日

の 4 回目は少なくとも中国が警戒する中で実施されたことになる。中国は国内

法において領海、領空に許可を得ることなしに侵入した外国船舶を追跡し、必要

な処置をとることを定めている。中国は、米海軍が事前に警告するにも拘わらず、

自らが定めている領海への侵入を抑止できなかったことから、管轄権の行使が

できないことを露呈することになった。一連の米国の行動は、中国の領有権を否

定するメッセージを伝えているが、中国の行為を強制力によって抑制していな

いこと、また米国による単独の行動であることなどから、本研究の枠組みにおけ

る直接的な手段による消極的関与だと評価する。 

これらの一連の事例を本研究の枠組に適用して詳細に考察するのは紙幅の関

係もあり難しい。したがって、概要について述べるにとどめたい。本研究の枠組

みを適用するためには、非危機的状況の政策決定者である、国務次官補（東アジ

ア・太平洋担当）のベトナム・シンドロームを評価する必要がある。しかし、2017

年中は政権交代にともなう議会上院による政府高官の承認が行われておらず空

席だった。この場合、通常であれば指定される国務次官補代理が国務次官補の業

務を代行することになる。トランプ政権で国務次官補の業務を代行したのは、前

政権の国務次官補代理だった。代理の地位で業務を行う場合、前政権で行ってい

た政策との継続性による制約などから、新政権によって承認された次官補と同

様に政策決定を行うことが可能なのかという疑問がある。 

したがって、政策決定者のベトナムの教訓の詳細について述べるのではなく、

トランプ新政権の政策決定者の一般的な傾向をみることによって、南シナ海に

おける政策決定の説明を試みると、以下のとおりとなる。トランプ政権の特徴は、

ワシントン政治の部外者ということである。トランプ候補者は、オバマ政権やそ

の後継者とみなされていたクリントン候補をワシントンの閉鎖的な政治を象徴

するものとして攻撃し、米国の政治を国民に取り戻すことを訴えた。この選挙運

動の過程で次期政権の主要な政府ポストに就任するような人々も攻撃の対象と

なり、その反動で、攻撃対象となった人々もトランプ候補者を批判したことから、

トランプ政権の人事リストからワシントン・インサイダーと呼ばれる人々が排

除されることとなった(5)。 
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トランプ政権の閣僚人事の特徴として①インナーサークル、②軍人・強硬派、

③実業家、④論功行賞と女性、が挙げられている(6)。①のインナーサークルは大

統領の家族や旧知の間柄、政策ブレーンなどが含まれる。②は安全保障・軍事関

係の閣僚などに軍人出身者を多く用いている。トランプ大統領は経済界出身で

あり、大統領選挙中はアメリカ第一主義を掲げており、外交・軍事政策にはほと

んど関心を示しておらず、具体的でもなかった。トランプ候補者は、国務省の外

交政策も批判し、米国の利益を守るために米軍の再建を主張した。こういった政

策の立案を担当した軍人出身者が閣僚などにスライドすることになった。 

ベトナム・シンドロームの作用から逃れ、地域紛争への積極的な関与の制約を

除去するためには、政権内の政策決定集団にベトナム・シンドロームの作用を受

けている人々が減少することが必要である。それはつまり、従来の米国政治に深

く関与してきた人々がいなくなる必要がある、ということでもある。上記のトラ

ンプ政権の閣僚などとして挙げられている人々のうち、①・③・④については、

ワシントン政治の部外者であり、比較的ベトナムの教訓の影響を強く受けてい

ない人々だと考えられる。一方、②の軍人・強硬派の人々は、ベトナムの影響を

強く受けている。たしかにベトナム戦争終戦から 40 年が経過し、現場で戦った

軍人はすでに政治の現場からもリタイアしており、軍人出身者もベトナム戦争

後に入隊したもので占められている。一方で、彼らはベトナム戦争自体の経験は

間接的であっても、ベトナム戦争の教訓を反映した軍事組織の下で、ベトナム戦

争後の米国の戦争や様々な紛争への関与を現場で経験しており、ベトナムの教

訓から強く影響を受けているものといえる。そして、共和党の政権に参加してい

るということは、レーガン、ジョージ・H・W・ブッシュ、ジョージ・W・ブッ

シュの共和党政権の伝統を受け継ぐ、「ベトナムを忘れるべき」の教訓の傾向が

強いものと考えられる。 

したがって、トランプ政権の全般的な人事の傾向として「ベトナムを忘れるべ

き」の教訓を強く共有しているとみなすことができ、そのシンドロームの作用に

よって単独的な方法による消極的関与が対応として決定されたと見なすことが

できる。 

(1) Eleanor Freund, “Freedom of Navigation in the South China Sea: A Practical 

Guide,” Belfer Center, 2017, pp. 41-43. 
(2) ST, September 3, 2017. 
(3) CNN, “US Navy destroyer sails near disputed islands in South China Sea,” October 

10, 2017. 
(4) “U.S. to Challenge China With More Patrols in Disputed Waters,” Wall Street 

Journal, September 1, 2017, https://www.wsj.com/articles/u-s-readies-plan-to-

increase-patrols-in-south-china-sea-1504299067. 
(5) 中林美恵子『トランプ大統領とアメリカ議会』日本評論社、2017 年、197 頁。 
(6) 川上高司、石澤靖治『トランプ後の世界秩序: 激変する軍事・外交・経済』東洋経済
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